
務

。

　小垣江町北部地区

係

の地元まちづくり団体

8

等の組織化に向け関係

4

権利者の意識醸成を図

1

る必要がある。

課題

指

再

標名称（単位）
実績値

開

目標値

３年度 ４年度 ５

発

年度 ６年度 ８年度

活動

係

小垣江町北部地区の勉強会等会議及び打合せ回数（ 3 1 2 2 2
指標 回）
活動 再開発に関する関連部署との検討会回数（回） 3 16 8 6 ６
指標

　地域の状況や権利者の意向が異なるため、比較検証は行っていない。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 465 3,147 4,152

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 465 3,147 4,152

職員人件費　② 1,946 1,935 1,738

総事業費（①＋②） 2,411 5,082 5,890

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

度

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合計

令

画
分野 都市基盤

基本施

和

策 市街地･住環境
施策

５

体系
施策の内容 市街地

年

の整備・改善

目

度

的

　都市計画マスター

評

プランの市街地整備の

価

方

主
た
る
内
容

○小垣江

）

町北部地区における調

刈

査等の実施 
針に基

谷

づき、都市基盤等の整

市

備に向けた調査･ 　・

事

土地区画整理事業等の

務

推進検討
検討を行うこ

事

とで、市街地開発の事

業

業化を促 　・事業化に

評

向けた調査、資料作成

価

進し、持続可能なまち

シ

づくりを推進する。 ○

ー

再開発等に関する調査

ト

・検討の実施
　・都市

（

再開発事業等の推進検

様

討
・事業化に向けた

式

調査、資料作成

位
置
づ

１

け

関連計画 都市計画マ

）

スタープラン、立地適

会

正化計画

根拠法令 土地

計

区画整理法、都市再開

名

発法、刈谷市優良建築

担

物等整備事業補助金交

当

付要綱

対象者 関係権利

部

者、事業者 事業期間 平

都

成３０年度 ～ 令和１２

市

年度

実施方法 ■直営

政

■委託　□指定管理

策

□補助・助成　□その

部

他

一般会計
市街地整

Ｂ

事

業

実

備

績

３年度実績 ４年度

調

実績 ５年度実績 ６年度

査

計画

・小垣江町北部地

推

区 ・小垣江町北部地区

進

・小垣江町北部地区 ・

事

小垣江町北部地区

業

合意形成等に関する支

担

援 合意形成等に関

当

する支援 地区の意

課

向確認 　地区の意向

市

確認
・再開発の補助制

街

度等に関す ・再開発の

地

補助制度等に関す ・再

整

開発の合意形成に向け

備

た ・再開発の合意形成

課

に向けた
る調査検討

款

る調査検討 支援

項

支援

・小垣江町北部地

目

区の地元まちづくり団

担

体等の組織化に向けた

当

、地区の現状を確認す

係

ることができた。

成果

区

・土地の共同化を検討

画

するための初動支援業

整

務委託を発注し、再開

理

発実施に向けた意識醸

工

成を図ることができた



係

8

Ｃ

4

Ｈ

Ｅ

Ｃ

1

Ｋ

∧

評

価

∨

再開発係

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　住宅取得等に起因

和

する子育て世代の転出

６

抑制を図るとと
・法的

年

業務
高い

もに人口世代

度

間バランスを維持して

（

いく必要があるため、

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 住み続けたい

５

、住んでみたいと思わ

年

れる良好な住環境を確

度

・市民生活上必要であ

評

る　など 保とともに、

価

にぎわいのある拠点整

）

備を推進する必要があ

刈

る。
　事業化には関係

谷

権利者の合意形成が必

市

要であることから
・コ

事

ストの節減、費用対効

務

果
普通

、合意形成活動

事

を担う主要組織である

業

地元まちづくり団体
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性 等の活動支援を行う

シ

。
・手段の最適性　な

ー

ど

　上位計画と整合す

ト

る上、関係権利者との

（

合意形成や事業
・市が

様

主体となって実施する

式

普通
構想等の策定など

２

には、専門知識を多く

）

必要とするため、
妥当

会

性 　べき事業であるか

計

市が主体となって実施

名

するべきである。また

担

、住環境整備
・総合計

当

画との整合性　など の

部

早期事業化を図るため

都

には、地元まちづくり

市

団体等の活
動に対し、

政

市の適切な支援が必要

策

である。
　事業効果が

部

発現するまでに長期間

一

を要す恐れがあるもの

般

施策への ・施策への貢

会

献度
高い

の、関係権利

計

者との合意形成、地元

市

まちづくり団体等への

街

・目標達成度 支援活動

地

は、市街地整備の事業

整

化に必要不可欠なもの

備

であ
貢献度 ・市民サー

調

ビスへの効果　など る

査

ため、本事業の施策貢

推

献度は高い。

今後の方

進

向性 □拡充　■現状維

事

持　□改善・効率化　

業

□縮小　□終期設定

担

□休止・廃止

・小垣江

当

町北部地区における関

課

係権利者の合意形成に

市

ついては、本市の施策

街

である市街地整備の事

地

業化に必要不可欠
　な

整

ものであることから、

備

合意形成活動を担う地

課

元まちづくり団体等の

款

組織化に向けた支援を

項

継続し、関係権利者の

目

　意識醸成を図る。
・

担

再開発の合意形成に向

当

けた支援については、

係

刈谷駅や刈谷市駅周辺

区

における民間再開発の

画

促進を図るため、支援

整

業
 務委託を発注し

理

、権利者の意識醸成を

工

図る。

務



当

区、豊橋市：１１地区

係

、岡崎市：２地区、豊

再

田市：２地区、安城市

開

：
比較検証 １地区、蒲

発

郡市：１地区、東海市

係

：１地区、北名古屋市

8

：２地区

4 8

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 479,900

財

源

特定財源 0 0 430,920

一般財源 0 0 48,980

職員人件費　② 0 0 3,215

総事業費（①＋②） 0 0 483,115

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

度

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合計

令

画
分野 都市基盤

基本施

和

策 市街地･住環境
施策

５

体系
施策の内容 市街地

年

の整備・改善

目

度

的

　民間事業者が行う

評

複合施設の整備に対し

価

て

主
た
る
内
容

　民間事

）

業者が行う複合施設の

刈

整備に対する
、事業費

谷

の一部を補助すること

市

により、歴史 補助
と文

事

化にふれる地域の玄関

務

口として、魅力的
な都

事

市空間の創出を目指し

業

、低未利用地の活
用や

評

まちなか居住の誘導な

価

どを図る。

位
置
づ
け

関

シ

連計画 都市計画マスタ

ー

ープラン、立地適正化

ト

計画、刈谷市駅周辺地

（

区市街総合再生基本計

様

画

根拠法令 都市再開発

式

法、刈谷市優良建築物

１

等整備事業補助金交付

）

要綱

対象者 関係権利者

会

、事業者 事業期間 令和

計

５年度 ～ 令和８年度

実

名

施方法 □直営　□委託

担

□指定管理　■補助

当

・助成　□その他

部 都市政策部

一般会

Ｂ

事

業

実

績

３

計

年度実績 ４年度実績 ５

刈

年度実績 ６年度計画

谷

・調査設計計画に対

広

する補助 ・調査設計計

小

画、土地整備、
建

路

築工事（共同施設整備

Ａ

）に
対する補助

地

　――――――

区

― 　――――――

優

―

　適正に補助金を交

良

付するとともに、関係

建

機関と調整を図り、遅

築

滞なく計画的に事業を

物

進捗させることができ

等

た。

成果

　建築資材や

整

人件費の高騰による事

備

業費の増額や工期、計

事

画の見直しが懸念され

業

るなか、適性に事業が

担

実施されるよう注

視す

当

る必要がある。
課題

指

課

標名称（単位）
実績値

市

目標値

３年度 ４年度 ５

街

年度 ６年度 ８年度

成果

地

事業進捗率（％） 6.

整

6 32.5 100
指標

備

成果 定住人口の増加（

課

人） ― ― ―
指標

　県内

款

における事業実績地区

項

数（実施中を含む）
他

目

市との 　刈谷市：９地

担

区、名古屋市：３０地



係 再開発係

8 4 8

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　土地の高度・有効

和

利用による住宅供給や

６

中心市街地活性
・法的

年

業務
高い

化に寄与する

度

施設整備は、市民ニー

（

ズが高く、市民生活上

令

必要性 ・市民ニーズ、

和

社会需要 においても必

５

要である。
・市民生活

年

上必要である　など

　

度

民間活力を活用するこ

評

とで、より効果的かつ

価

効率的に市
・コストの

）

節減、費用対効果
高い

刈

が目指すべきまちづく

谷

りを実現することがで

市

きる。
効率性 ・執行体

事

制の効率性
・手段の最

務

適性　など

　市街地総

事

合再生基本計画の重点

業

整備地区における事業

評

で
・市が主体となって

価

実施する
普通

あり、民

シ

間事業者が行う施設整

ー

備に対して補助するこ

ト

とで
妥当性 べき事業

（

であるか 、総合計画、

様

都市計画マスタープラ

式

ンに位置付けられた本

２

・総合計画との整合性

）

　など 市のめざすべき

会

都市構造を実現するこ

計

とができる。

　民間活

名

力を活用し、市街地の

担

整備・改善、まちなか

当

居住

施策への ・施策へ

部

の貢献度
高い

の推進を

都

図ることは、施策への

市

貢献度が高い。
・目標

政

達成度
貢献度 ・市民サ

策

ービスへの効果　など

部

今後の方向性 □拡充

一

■現状維持　□改善・

般

効率化　□縮小　□終

会

期設定　□休止・廃止

計

　本市が目指す将来の

刈

まちづくりの方向性を

谷

見据え、中心市街地と

広

して相応しい土地の高

小

度・有効利用を図るた

路

め、
民間活力を活用し

Ａ

た都市基盤の再生及び

地

魅力あるまちづくりを

区

推進する。

優良建築

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

物

Ｋ

∧

評

価

等

∨

整備事業
担当課 市街地整備課

款 項 目 担当



1

　28件

　制度啓発のためのチラシを作成し、住宅展示場への設置依頼や住宅メーカー等へのチラシを郵送することで制度周知を

成果
図り、子育て世代の定住促進に寄与できた。

　子育て世代の定住促進に繋がる有効な事業であると考えており、制度の拡充や周知方法の改善、継続期間等について検

討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 住宅取得等支援補助件数（件） 19 43 45 40 40
指標
成果 子どもを生み・育てやすいと思う市民の割合（％） ― 86.3 ― 86.5 86.5
指標

　知立市、碧南市、西尾市に類似の補助制度あり。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,900 17,400 20,000

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 6,900 17,400 20,000

職員人件費　② 4,542 4,518 5,358

総事業費（①＋②） 11,442 21,918 25,358

建
設
事
業

全体事

Ｄ

業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費

Ｏ

見込 0

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

度

Ａ

事

業

概

要

総

（

合計画
分野 都市基盤

基

令

本施策 市街地･住環境

和

施策体系
施策の内容 住

５

環境の充実

目

的

年

　子育て世帯が安心し

度

て生活することができ

評

主
た
る
内
容

　三世代で

価

同居し、又は近居する

）

ための住宅
るよう、世

刈

代間で助け合える三世

谷

代同居等を の建築や取

市

得に対する補助を行う

事

。
支援し、本市への定

務

住促進を図る。 〇補助

事

額
　同居　

業

　80万円
　同

評

居（リフォーム）　3

価

0万円
　近居　

シ

　20万円

ー

※以下の条件を満たす

ト

場合は補助額にそれ

（

　ぞれ10万円加算す

様

る。
・補助対象住

式

宅の敷地が居住誘導区

１

域に
存する場合

）

・子と同居する孫

会

の人数が3以上の場合

計

位
置
づ
け

関連計画 住生

名

活基本計画

根拠法令 三

担

世代同居等住宅取得等

当

支援補助金交付要綱

対

部

象者 三世代同居者 事業

建

期間 令和３年度 ～

実施

設

方法 ■直営　□委託

部

□指定管理　□補助・

一

助成　□その他

般会計
三世代同居

Ｂ

等

事

業

実

績

３年

住

度実績 ４年度実績 ５年

宅

度実績 ６年度計画

・住

取

宅取得等支援補助件数

得

・住宅取得等支援補助

等

件数 ・住宅取得等支援

支

補助件数 ・住宅取得等

援

支援補助件数

事

　19件

業

　4

担

3件

当

　45件

課

　40件
 

建

同居　

築

  4件  

課

同居　

款

 12件  

項

同居　

目

 13件
 

担

同居（リフォーム） 

当

2件  同居（リフォ

係

ーム） 3件  同居

住

（リフォーム） 4件

生

　近居   

活

　13件 　

係

近居 

8

　28件 　近

6

居 



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　子育て世帯が

令

安心して生活できる居

和

住環境の形成に寄与
・

６

法的業務
高い

する事業

年

であり、必要性が高い

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

制度啓発を、市民だよ

５

りやホームページを活

年

用して行
・コストの節

度

減、費用対効果
普通

い

評

、チラシの配布につい

価

ては、住宅展示場や住

）

宅メーカー
効率性 ・執

刈

行体制の効率性 等と連

谷

携して行っている。
・

市

手段の最適性　など

　

事

子育て世帯の定住促進

務

は本市が抱える課題の

事

ひとつであ
・市が主体

業

となって実施する
高い

評

り、市が主体となって

価

実施すべき事業である

シ

。
妥当性 　べき事業で

ー

あるか
・総合計画との

ト

整合性　など

　刈谷市

（

住生活基本計画に位置

様

づけられた施策を推進

式

する

施策への ・施策へ

２

の貢献度
高い

事業であ

）

るため、貢献度は高い

会

。子育て世帯が安心し

計

て生
・目標達成度 活で

名

きる居住環境の形成に

担

寄与する事業である。

当

貢献度 ・市民サービス

部

への効果　など

今後の

建

方向性 □拡充　■現状

設

維持　■改善・効率化

部

　□縮小　□終期設定

一

□休止・廃止

　これ

般

までの実績を検証する

会

とともに、世論や市民

計

ニーズを的確に捉えた

三

上で対象者や補助金額

世

等の制度内容の見直
し

代

、事業継続等について

同

検討する。

居等住宅

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

取

Ｋ

∧

評

価

得

∨

等支援事業
担当課 建築課

款 項 目 担当係 住生活係

8 6 1



ができた。

イベントの周知に苦慮したため、若者を含めた幅広い世代に対する周知方法を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 イベント参加者数（人） 804 893 1,341 ― ―
指標
活動 企画運営団体数（団体） 6 6 8 ― ―
指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 926 2,072 0

財

源

特定財源 0 1,900 0

一般財源 926 172 0

職員人件費　② 7,571 6,023 0

総事業費（①＋②） 8,497 8,095 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

年

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 男女共同参

５

画の推進

目

的

　

年

令和2年度に実施した

度

「日本女性会議202

評

0あ

主
た
る
内
容

○講演

価

会や映画祭、各種講座

）

を実施する「ミ
いち刈

刈

谷（ミライク会議）」

谷

の成果やネット ライ

市

ク刈谷」の開催
ワーク

事

を継承し、地域社会の

務

持続可能な発展
と、性

事

別にかかわらず一人ひ

業

とりが尊重され
多様性

評

に富んだ男女共同参画

価

社会の実現を目
指す。

シ

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

ー

市男女共同参画プラン

ト

根拠法令 男女共同参画

（

社会基本法、女性の職

様

業生活における活躍の

式

推進に関する法律

対象

１

者 市民 事業期間 令和３

）

年度 ～

実施方法 ■直営

会

■委託　□指定管理

計

□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 市民活動部

Ｂ

事

業

一

実

績

３年度実績 ４年

般

度実績 ５年度実績 ６年

会

度計画

・ミライク刈谷

計

2021の開催 ・ミラ

ミ

イク刈谷2022の開

ラ

催 ・ミライク刈谷20

イ

23の開催 ※男女共同

ク

参画推進事業に移
　

推

講演会　403人

進

パネルディスカッショ

事

ン トークショー＆ミ

業

ニライブ 行
　映画祭

担

　251人

当課

 307人

市民

327人
　各講座　

協

150人 　映画祭　

働

 4

課

44人 　映画祭　

款

842人
　

項

各講座　

目

 142人 　各講

担

座　 17

当

2人

・イベントを開催

係

することで、多様な世

地

代の参加者に男女共同

域

参画意識の啓発を行う

支

ことができた。

成果
・

援

市民を中心とした有志

係

グループによる各講座

2

の企画・運営を支援す

1

ることで、参画したメ

1

ンバーの男女共同参画意識を

　啓発すること



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　男女共同参画社会

令

基本法に掲げる市町村

和

計画として、ま
・法的

６

業務
高い

た女性活躍推

年

進法に掲げる市町村推

度

進計画としても位置づ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 け、更なる男

和

女共同参画社会の推進

５

が求められている。
・

年

市民生活上必要である

度

　など

　団体による主

評

体的な企画・運営を支

価

援するなど、事業の
・

）

コストの節減、費用対

刈

効果
普通

効率的な運営

谷

を図っているが、講座

市

の企画内容により参加

事

効率性 ・執行体制の効

務

率性 者数が大きく増減

事

する面がある。各種団

業

体と協働しながら
・手

評

段の最適性　など 、よ

価

り魅力的で効率的な広

シ

報を検討する必要があ

ー

る。

　男女共同参画社

ト

会の形成は、行政・企

（

業・市民それぞれ
・市

様

が主体となって実施す

式

る
高い

に取組む必要が

２

ある。中でも、行政の

）

率先垂範が求められ
妥

会

当性 　べき事業である

計

か ており、積極的に推

名

進していく必要がある

担

。
・総合計画との整合

当

性　など

　男女がとも

部

に家事・子育て・介護

市

などの家庭生活と仕事

民

施策への ・施策への貢

活

献度
高い

を両立できる

動

社会の実現を目指すた

部

め、本事業の推進によ

一

・目標達成度 り男女共

般

同参画の推進に資する

会

ものである。
貢献度 ・

計

市民サービスへの効果

ミ

　など

今後の方向性 ■

ラ

拡充　□現状維持　□

イ

改善・効率化　□縮小

ク

　□終期設定　□休止

推

・廃止

・イベントへの

進

参加者数を着実に増や

事

していくため、魅力の

業

あるコンテンツの企画

担

・実施に努める。
・事

当

業実施にあたっては、

課

イベントへの参加にと

市

どまらず、企画運営団

民

体としての参加に繋げ

協

、団体の活動の輪を広

働

　げていくことも重要

課

だと考えている。
・若

款

い世代を含めた幅広い

項

年齢層へのイベントの

目

周知を図る。

担当係 地

Ｃ

Ｈ

Ｅ

域

Ｃ

Ｋ

∧

評

支

価

∨

援係

2 1 1



Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 6,849

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 6,849

職員人件費　② 0 0 1,684

総事業費（①＋②） 0 0 8,533

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 生涯学習・青少年

和

育成
施策体系

施策の内

５

容 青少年の健全育成

目

年

的

　将来に対す

度

る夢や目標を持ちづら

評

くなって

主
た
る
内
容

○

価

子どもたちへのアンケ

）

ート実施
いる子どもた

刈

ちのために、様々な職

谷

業や文化 ○講演会開催

市

及び放映
芸術、スポー

事

ツなどの各分野で活躍

務

されてい
る方の話を聴

事

く機会を創り、未来に

業

向けた夢
の選択肢を拡

評

げる。

位
置
づ
け

関連計

価

画

根拠法令

対象者 市内

シ

中学生 事業期間 令和５

ー

年度 ～

実施方法 ■直営

ト

□委託　□指定管理

（

□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ

事

業

部

実

績

３年度実績 ４年

教

度実績 ５年度実績 ６年

育

度計画

・対象者ア

部

ンケートの実施 ・対象

一

者アンケートの実施

般

　回答者　1,13

会

5人/1,360人 ・

計

講演会の開催
・講

夢

演会の開催 　参加予定

が

者　1,000人

広

参加者　1,056

が

人
　――――――

る

― 　――――――

未

―

中学生がチャレンジ

来

することの大切さなど

応

を学ぶとともに、将来

援

の夢を考えるきっかけ

事

を作ることができた。

業

成果

引き続き、子ども

担

たちの目線にあった内

当

容の講師を選定してい

課

く必要がある。

課題

指

生

標名称（単位）
実績値

涯

目標値

３年度 ４年度 ５

学

年度 ６年度 ８年度

活動

習

中学生の参加人数（人

課

） 1,056 1,00

款

0 1,000
指標
活動

項

指標
子どもたちの意見

目

をあらかじめ聞いた上

担

で、講師を選定する手

当

法は他市には見られな

係

い事業と考える
他市と

青

の
比較検証

少年係

10 5 5



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

未来を担う子ども

令

たちに、様々な可能性

和

を広げることがで
・法

６

的業務
普通

きる施策で

年

ある。
必要性 ・市民ニ

度

ーズ、社会需要
・市民

（

生活上必要である　な

令

ど

リモートによる視聴

和

方法も併用することで

５

、会場に来られ
・コス

年

トの節減、費用対効果

度

普通
ない生徒も参加す

評

ることができる手法を

価

とっている。
効率性 ・

）

執行体制の効率性
・手

刈

段の最適性　など

多様

谷

な体験や学習機会を設

市

けることで青少年の健

事

全育成を
・市が主体と

務

なって実施する
普通

図

事

るなど、総合計画とも

業

整合性がある。
妥当性

評

　べき事業であるか
・

価

総合計画との整合性　

シ

など

コロナ禍などによ

ー

り、夢や目標を持ちづ

ト

らくなっていた子

施策

（

への ・施策への貢献度

様

高い
どもたちに対して

式

、将来を考えるきっか

２

けを創出する効果
・目

）

標達成度 がある。
貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など

今後の方向

名

性 □拡充　■現状維持

担

□改善・効率化　□

当

縮小　□終期設定　□

部

休止・廃止

引き続き、

教

事業を継続することに

育

より、子どもたちの健

部

全育成を図る。

一般会計

Ｃ

Ｈ

Ｅ

夢

Ｃ

Ｋ

∧

評

が

価

∨

広がる未来応援事業
担当課 生涯学習課

款 項 目 担当係 青少年係

10 5 5



2

ことにより、育児

成果
不安や疲労の軽減を図ることができた。市民への周知が進み、利用者、利用日数ともに増加傾向である。

　宿泊型、日帰り型について、利用しやすい申請方法や利用者負担額を検討していく必要がある。訪問型の実施について

や、利用者の減免について、国の動向を確認しながら検討していく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 延べ利用者数（人） 36 57 71 250 270
指標
成果 指定医療機関及び助産院数（箇所） 10 10 10 11 12
指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,585 2,137 0

財

源

特定財源 792 1,068 0

一般財源 793 1,069 0

職員人件費　② 4,618 4,969 5,358

総事業費（①＋②） 6,203 7,106 5,358

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

度

Ａ

事

業

概

要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 子育て支援
施策

和

体系
施策の内容 子ども

５

が健やかに生まれ育つ

年

環境づくり

目

的

度

　出産後の母子に対し

評

て、心身のケアや育児

価

主
た
る
内
容

　産後の体

）

調や育児に不安がある

刈

出産後1年未
のサポー

谷

トを行い、産後も安心

市

して子育てが 満の産婦

事

とその子どもを対象に

務

、市が委託契
できる支

事

援体制を確保し、産後

業

うつの予防や 約した医

評

療機関等に最長7日間

価

入院または日帰
乳児へ

シ

の虐待予防等を図る。

ー

りで、心や身体のケア

ト

や育児指導等を受ける

（

。

位
置
づ
け

関連計画 子

様

ども・子育て支援事業

式

計画

根拠法令 母子保健

１

法

対象者 1歳未満の産

）

婦とその乳児 事業期間

会

令和元年度 ～

実施方法

計

□直営　■委託　□指

名

定管理　□補助・助成

担

　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ

事

一

業

実

績

３年度実

般

績 ４年度実績 ５年度実

会

績 ６年度計画

・宿泊型

計

延べ利用者数  23

産

人 ・宿泊型延べ利用者

後

数  24人 ・宿泊型

ケ

延べ利用者数  43

ア

人 ・宿泊型延べ利用者

事

数  60人
　総利

業

用日数  9

担

1日 総利用日数

当

　93日 　総

課

利用日数　  16

子

9日 　総利用日数　

育

 220日
・日帰

て

り型延べ利用者数13

支

人 ・日帰り型延べ利用

援

者数33人 ・日帰り型

課

延べ利用者数28人 ・

款

日帰り型延べ利用者数

項

50人
　総利用日数

目

　  25日

担

総利用日数

当

 63日 　総利用日

係

数　  46日

母

　総利用日数　

子

 84日
・訪問型延べ

保

利用者数 140人

健

　総利用日数　  

第

280日

　体調や育児

２

に不安のある母親等に

係

対し、産科医療機関等

4

において身体的及び心

1

理的なケアを提供する



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　出産後の産婦

令

は身体的・心理的負担

和

が大きいため、医療
・

６

法的業務
高い

機関等に

年

おいて専門職に指導を

度

受けられるというニー

（

ズが
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 高く、母

和

子保健法上に規定され

５

た事業である。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　育児や体調に不安

評

のある産婦を対象に、

価

市内外の医療機
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
関等に委託して事

谷

業を実施している。市

市

民のニーズに合っ
効率

事

性 ・執行体制の効率性

務

た委託機関と利用調整

事

を行っている。
・手段

業

の最適性　など

　母子

評

保健法に規定されてい

価

る。
・市が主体となっ

シ

て実施する
高い妥当性

ー

　べき事業であるか
・

ト

総合計画との整合性　

（

など

　出産後の産婦の

様

心身の負担や育児不安

式

の軽減に役立つ事

施策

２

への ・施策への貢献度

）

高い
業である。

・目標

会

達成度
貢献度 ・市民サ

計

ービスへの効果　など

名

今後の方向性 ■拡充

担

□現状維持　□改善・

当

効率化　□縮小　□終

部

期設定　□休止・廃止

次

　産後ケア事業は、そ

世

の形態により産科医療

代

機関に宿泊して心身の

育

ケアや育児の指導を受

成

ける『宿泊型』、日帰

部

りで
ケア等を受ける『

一

日帰り型』、自宅にお

般

いてケア等を受ける『

会

訪問型』の3つに分け

計

られる。平成31年度

産

は宿泊型のみ
で委託先

後

の産科医療機関は2か

ケ

所で実施してきたが、

ア

令和2年度からは日帰

事

り型を追加し、産科医

業

療機間数は7か所に増

担

やして拡充、実施した

当

。令和3年度は市民の

課

利便性を図るため、対

子

象者を産後1年未満に

育

拡大するとともに､医

て

療機関数
を10か所に

支

増やして実施した。
　

援

令和6年度は訪問型を

課

追加し、医療機関等数

款

を11か所に増やして

項

実施予定である。
　今

目

後は、利用者負担額に

担

ついて検討を行う必要

当

がある。

係 母子

Ｃ

保

Ｈ

Ｅ

Ｃ

健

Ｋ

∧

評

価

第

∨

２係

4 1 2



母

 

子

112件

保

 111件

健

 

第

110件

　母子健康

2

手帳交付時、必ず妊婦

係

または家族と面接し、

4

妊婦に合わせた子育て

1

支援情報を提供するほ

2

か、相談窓口の周知

成果
を行うとともに、必要な場合は、地区担当保健師による継続支援を実施した。母子健康手帳交付や妊娠子育て応援室につ

いて、LINEでの予約を開始し、利便性向上を図った。

　課内の役割分担と支援方法を検討し、子育て家庭に寄り添った伴走型相談支援を充実させる必要がある。

　指標である『育てにくさを感じた時の相談先を知っている人の割合』が減少傾向であるため、相談窓口の周知方法につ
課題

いて検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 育てにくさを感じた時の相談先を知っている人の割 79.7 72.2 72.7 80.0 83.0
指標 合（％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 537 456 0

財

源

特定財源 444 380 0

一般財源 93 76 0

職員人件費　② 13,741 19,388 18,447

総事業費（①＋②） 14,278 19,844 18,447

建
設
事
業

全体事業費

Ｄ

（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

Ｏ

７年度以降の事業費見込 0

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

度

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合

令

計画
分野 福祉安心

基本

和

施策 子育て支援
施策体

５

系
施策の内容 子どもが

年

健やかに生まれ育つ環

度

境づくり

目

的

　

評

妊娠期から子育て期に

価

わたる様々なニーズ

主

）

た
る
内
容

　妊娠期から

刈

子育て期にわたる多様

谷

な育児相
に対し、総合

市

的相談支援を提供し、

事

切れ目の 談等に対応す

務

る。また、乳幼児健康

事

診査等の
ない支援体制

業

の強化を図る。 結果に

評

より支援が必要なケー

価

スに対し、電話
や訪問

シ

等で支援する。

位
置
づ

ー

け

関連計画 子ども・子

ト

育て支援事業計画

根拠

（

法令 母子保健法、児童

様

福祉法、まち・ひと・

式

しごと創生法、子ども

１

・子育て支援法

対象者

）

妊産婦及び乳幼児を持

会

つ保護者等 事業期間 平

計

成２８年度 ～

実施方法

名

■直営　□委託　□指

担

定管理　□補助・助成

当

　□その他

部 次世代育成部

一

Ｂ

事

般

業

実

績

３年度実

会

績 ４年度実績 ５年度実

計

績 ６年度計画

・妊娠子

妊

育て応援室来所者数 ・

娠

妊娠子育て応援室来所

・

者数 ・妊娠子育て応援

出

室来所者数 ・妊娠子育

産

て応援室来所者数

・

　延べ4

子

60人

育

　 延べ424人

て

 延べ6

包

32人

括

　 延べ600人
・面

支

接相談　 　2,

援

050件 ・面接相談　

事

　　 　1,953件

業

・面接相談 　

担

2,238件 ・面接相

当

談　 　2,00

課

0件
・電話相談

子

　2,163件 ・電

育

話相談　　　　 2,

て

097件 ・電話相談

支

 2,688件

援

・電話相談  

課

2,500件
・若年妊

款

婦支援計画立案数 ・若

項

年妊婦支援計画立案数

目

・若年妊婦支援計画立

担

案数 ・若年妊婦支援計

当

画立案数

係

　103件



子保健第2係
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　母子保健法や子

和

ども・子育て支援法等

６

に規定されている
・法

年

的業務
高い

事業である

度

。核家族の増加により

（

、妊娠期から子育て期

令

に
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 おける不安

５

の軽減や虐待予防の視

年

点から切れ目のない支

度

援
・市民生活上必要で

評

ある　など が必要とさ

価

れる。

　支援を必要と

）

する人を妊娠届出時に

刈

把握をし、対象者に
・

谷

コストの節減、費用対

市

効果
普通

応じた支援方

事

法で支援している。
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性
・手段の最適性　な

業

ど

　子ども・子育て支

評

援法に規定されている

価

。
・市が主体となって

シ

実施する
高い妥当性

ー

べき事業であるか
・総

ト

合計画との整合性　な

（

ど

　育児不安等の解消

様

を図り、子どもが健や

式

かに生まれ育つ

施策へ

２

の ・施策への貢献度
高

）

い
環境づくりに貢献し

会

ている。
・目標達成度

計

貢献度 ・市民サービス

名

への効果　など

今後の

担

方向性 □拡充　■現状

当

維持　□改善・効率化

部

　□縮小　□終期設定

次

□休止・廃止

 「妊

世

娠・子育て応援室」の

代

利用者や電話相談は、

育

毎年一定数あり、市民

成

に定着してきている。

部

相談しやすい環境を整

一

えるとともに関係部署

般

・医療機関等との連携

会

体制を構築し、妊娠期

計

から子育て期まで切れ

妊

目のない伴走型相談支

娠

援を
行い、市民サービ

・

スの向上を図っていく

出

。

産・子

Ｃ

Ｈ

育

Ｅ

Ｃ

Ｋ

て

∧

評

価

∨

包括支援事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 母



支

行動観察）の導入によ

援

り、より多くの市民が

係

育児ママ訪問サポート

3

を利用した。

　育児マ

2

マ訪問サポートの認知

2

度を上げるとともに、積極的な利用勧奨を行い、利用者の増加を図ることが求められる。

　またサポーター同士の交流の機会を設けることができなかった。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 年度内訪問回数（回） 207 158 445 450 500
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,086 1,066 2,908

財

源

特定財源 724 454 1,938

一般財源 362 612 970

職員人件費　② 2,347 2,409 2,679

総事業費（①＋②） 3,433 3,475 5,587

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

年

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

度

計

画

∨

Ａ

事

業

（

概

要

総合計画
分野

令

福祉安心

基本施策 子育

和

て支援
施策体系

施策の

５

内容 子どもが健やかに

年

生まれ育つ環境づくり

度

目

的

　子育てに

評

おける母親の孤立を防

価

ぐとともに､

主
た
る
内

）

容

　乳幼児を育てる母

刈

親を対象に訪問支援が

谷

で
母親が心の安定を確

市

保し、子育て支援セン

事

タ きるよう、専門の研

務

修を開催し、サポータ

事

ー
ーの活動や地域の子

業

育て支援活動等につな

評

げ を養成する。訪問で

価

は母親の悩みの傾聴や

シ

、
ていくことで、子ど

ー

もの健やかな成長を図

ト

る｡ 子育て情報の提供

（

を行う。

位
置
づ
け

関連

様

計画 刈谷市子ども・子

式

育て支援事業計画

根拠

１

法令 刈谷市育児ママ訪

）

問サポート事業実施要

会

綱 

対象者 未就学児を

計

養育している母親 事業

名

期間 平成２４年度 ～

実

担

施方法 ■直営　□委託

当

□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ

事

業

実

績

３

計

年度実績 ４年度実績 ５

育

年度実績 ６年度計画

・

児

サポート依頼者に対し

マ

訪問 ・サポート依頼者

マ

に対し訪問 ・サポート

訪

依頼者に対し訪問 ・サ

問

ポート依頼者に対し訪

サ

問
員を派遣 員を派

ポ

遣 員を派遣 　員を派

ー

遣
・サポーター養成 ・

ト

サポーター養成 ・ＮＢ

事

Ｏ（新生児行動観察）

業

・サポーター養成
・サ

担

ポート事例検討会開催

当

・サポーター交流会開

課

催 　の導入 ・サポータ

子

ー交流会開催
・サポー

育

ト事例検討会開催 ・サ

て

ポーター養成 ・サポー

支

ト事例検討会開催
・サ

援

ポート事例検討会開催

課

・ＮＢＯ研修の開催

　

款

育児に対し不安を感じ

項

ている母親のところへ

目

訪問し、傾聴すること

担

で育児に対する不安を

当

和らげるとともに、子

係

育て支

成果
援センター

子

等支援施設の情報を提

育

供することができた。

て

　またＮＢＯ（新生児



援係

3 2 2

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　核

令

家族化、都市化が進む

和

中で、育児不安を抱え

６

る家庭は
・法的業務

普

年

通
今後も増加を続ける

度

ことが予想される。本

（

事業は訪問員が
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 出向き、保護者の孤

５

独を防ぐことで心の安

年

定を図っており､
・市

度

民生活上必要である　

評

など 施設への来所によ

価

る相談サービスと併せ

）

て実施する必要性
があ

刈

る。
　訪問員は、育児

谷

経験のある市民ボラン

市

ティアであり、経
・コ

事

ストの節減、費用対効

務

果
高い

費は交通費とし

事

ての報酬のみで実施し

業

ていることから、効
効

評

率性 ・執行体制の効率

価

性 率的である。
・手段

シ

の最適性　など

　子育

ー

て支援施策として各種

ト

計画に整合するととも

（

に、事
・市が主体とな

様

って実施する
高い

業の

式

必要性は高く、実施方

２

法についても、市が主

）

体となり
妥当性 　べき

会

事業であるか 市民と協

計

働して実施する本事業

名

の実施の妥当性は十分

担

に高
・総合計画との整

当

合性　など い。

　地域

部

の人材を活用した子育

次

て支援の事業であり、

世

育児不

施策への ・施策

代

への貢献度
普通

安の解

育

消に効果的な事業であ

成

る。家庭訪問型という

部

形態を
・目標達成度 と

一

ることで、外に出られ

般

ない市民にも利用しや

会

すいサービ
貢献度 ・市

計

民サービスへの効果　

育

など スを提供している

児

。

今後の方向性 ■拡充

マ

□現状維持　□改善

マ

・効率化　□縮小　□

訪

終期設定　□休止・廃

問

止

　育児不安を抱える

サ

家庭は増加傾向にあり

ポ

、その内容は今後さら

ー

に多様化、複雑化して

ト

いくことが予想される

事

。さら
に高度な技術が

業

求められることに対応

担

するため、訪問員のス

当

キルアップを図るとと

課

もに、訪問員の増員を

子

図りながら
、市民ニー

育

ズに応えていく事が必

て

要である。

支援課

款

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

項

Ｋ

∧

評

価

目

∨

担当係 子育て支



成

　月から）

　放課後児

係

童クラブの活動を通じ

3

て児童の健全育成を図

2

るとともに、保護者の

2

子育てと仕事の両立を支援することができ

成果
た。また、働く保護者の育児負担軽減のため、放課後児童クラブ利用者に弁当を配達する仕組みを、市内の事業者と協働

で検証した。

　利用希望者の増加に対応するため、適宜、各小学校の状況に合わせて新たなクラブの整備を行い、受入体制を整えると

ともに、利用者の増加等に対応し、支援員の確保や資質向上、支援体制の充実等を行い安定的な運営体制を整えることが
課題

必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 放課後児童クラブ定員数（人） 1,480 1,480 1,560 1,560 1,560
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 232,954 245,187 356,249

財

源

特定財源 182,510 193,007 213,937

一般財源 50,444 52,180 142,312

Ｄ

職員人件費　② 16,656 16,564

Ｏ

24,111

∧

総事業費（①＋②） 249,610 261,751

実

380,360

施

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

∨

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

（

概

要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 子育て

和

支援
施策体系

施策の内

５

容 仕事と子育ての両立

年

支援

目

的

　保護

度

者が労働等により昼間

評

家庭にいない小

主
た
る

価

内
容

○開設クラブ
学生

）

の児童に対し、放課後

刈

に安心して過ごす 　・

谷

市内15小学校
ことが

市

できる居場所を確保し

事

、その健全な育 ○開設

務

日
成を図る。 ・日曜

事

日、年末年始を除く毎

業

日
※令和4年

評

9月19日から祝日開

価

設開始
○開設時間
　・

シ

平日：下校時から19

ー

時まで
・土曜日、祝

ト

日等学校休業日：7時

（

30分か　
ら19

様

時まで
○利用料金
　・

式

5,000円/月

位
置

１

づ
け

関連計画 第2期刈

）

谷市子ども・子育て支

会

援事業計画

根拠法令 児

計

童福祉法、刈谷市放課

名

後児童健全育成事業の

担

設備及び運営に関する

当

基準を定める条例

対象

部

者 児童 事業期間 昭和５

次

５年度 ～

実施方法 ■直

世

営　□委託　□指定管

代

理　□補助・助成　□

育

その他

成部

一般会計
放課

Ｂ

事

業

後

実

績

３年度実績 ４

児

年度実績 ５年度実績 ６

童

年度計画

・15小学校

ク

で実施 ・15小学校で

ラ

実施 ・15小学校で実

ブ

施 ・15小学校で実施

運

　（37児童クラブ）

営

　（37児童クラブ）

事

　（39児童クラブ）

業

（39児童クラブ）

担

　定員　：1,480

当

人 　定員　：1,48

課

0人 　定員　：1,5

子

60人 　定員　：1,

育

560人
　登録者：1

て

,512人(4月1日

推

現 　登録者：1,66

進

7人(4月1日現 　登

課

録者：1,800人（

款

4月1日現　登録者：

項

1,973人（4月1

目

日現
　在)

担

　在)

当

　在） 　在）

係

・拠点施設における祝

児

日開設
　の開始及び土

童

曜日開設の拠
　点開設

育

への移行（令和4年9



係

3 2 2

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　放課

令

後児童健全育成事業（

和

放課後児童クラブ運営

６

）は、
・法的業務

高い

年

男女共同参画の促進や

度

少子化がの進行する中

（

、仕事と子育
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

ての両立支援や児童の

５

健全育成対策として重

年

要な役割を担
・市民生

度

活上必要である　など

評

っており、社会的に必

価

要とされる事業である

）

。

　小学校の授業終了

刈

時間や利用児童数に応

谷

じて適切な人数
・コス

市

トの節減、費用対効果

事

高い
の放課後児童クラ

務

ブ支援員（会計年度任

事

用職員）を配置し
効率

業

性 ・執行体制の効率性

評

効率的な運営に努めて

価

いる。　
・手段の最適

シ

性　など

　児童福祉法

ー

に規定される事業であ

ト

り、市町村の実情に応

（

・市が主体となって実

様

施する
普通

じた事業実

式

施、及び利用の促進が

２

求められている。
妥当

）

性 　べき事業であるか

会

　また、総合計画にも

計

子どもの居場所づくり

名

として事業推
・総合計

担

画との整合性　など 進

当

が位置づけられている

部

。

　就労等により保護

次

者が昼間家庭にいない

世

児童が、授業終

施策へ

代

の ・施策への貢献度
高

育

い
了後に安心して安全

成

に過ごすことのできる

部

居場所として運
・目標

一

達成度 営しており、就

般

労支援・子育て支援に

会

貢献している。
貢献度

計

・市民サービスへの効

放

果　など

今後の方向性

課

■拡充　□現状維持

後

□改善・効率化　□縮

児

小　□終期設定　□休

童

止・廃止

　利用希望者

ク

の増加に対応するため

ラ

、適宜、各小学校の状

ブ

況に合わせて新たなク

運

ラブの整備を行い、受

営

け入れ体制を
整える。

事

　また、利用者の増加

業

等に対応し、支援員の

担

確保や支援体制の充実

当

等を行い安定的な運営

課

体制を整える。

子育て推

Ｃ

Ｈ

Ｅ

進

Ｃ

Ｋ

∧

評

課

価

∨

款 項 目 担当係 児童育成



施

一般財源 0 0

設

0

係

職

3

員人件費　② 0 0

2

0

総事業費（①＋②

3

） 0 0 0

管

建
設
事
業

全体事業費（

理

単位：千円） 0 ５年度

係

特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

度

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合計

令

画
分野 福祉安心

基本施

和

策 子育て支援
施策体系

５

施策の内容 幼児教育・

年

保育の充実

目

的

度

　保護者連絡を電子化

評

し、保護者の利便性を

価

主
た
る
内
容

〇業務支援

）

システムの導入
向上さ

刈

せるとともに、保育教

谷

諭が行う機械的
な作業

市

を簡素化し、保育教諭

事

が子どもと向き
合う時

務

間を増やすことで、子

事

育て支援の質及
び安全

業

性の向上を図る。

位
置

評

づ
け

関連計画

根拠法令

価

対象者 園児、保護者、

シ

保育教諭 事業期間 令和

ー

４年度 ～ 令和５年度

実

ト

施方法 □直営　■委託

（

□指定管理　□補助

様

・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ

事

業

実

績

３

次

年度実績 ４年度実績 ５

世

年度実績 ６年度計画

―

代

― （Ｒ4繰越分） ―
・

育

業務支援システム導入

成

・無線ＬＡＮ環境構築

部

公立保育園に業務支援

一

システムを導入するこ

般

とができた。

成果

課題

会

指標名称（単位）
実績

計

値 目標値

３年度 ４年度

公

５年度 ６年度 ８年度

成

立

果 業務支援システム導

保

入件数（件） ― ― 10

育

― ―
指標
活動
指標

碧南

園

市　令和５年度導入
他

業

市との 安城市　令和２

務

年度導入
比較検証 知立

支

市　令和４年度導入
高

援

浜市　令和４年度導入

システム導入事業
担

Ｃ

事

業

コ

ス

当

ト

単位：千円
３年度

課

４年度 ５年度 ６年度 ５

子

年度

（決算） （決算）

ど

（決算） （予算） 事業

も

費内訳

事業費　① 0 0

課

0

款 項 目

財

源

特

担

定財源 0 0

当

0

係



設係

3 2 3 管理係

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　良好な教育・保育

和

環境を提供するために

６

、必要性の高い
・法的

年

業務
高い

事業である。

度

必要性 ・市民ニーズ、

（

社会需要
・市民生活上

令

必要である　など

　園

和

の運営に配慮し、コス

５

トを抑えて実施する必

年

要がある
・コストの節

度

減、費用対効果
普通

。

評

効率性 ・執行体制の効

価

率性
・手段の最適性　

）

など

　業務支援システ

刈

ムの導入により、教育

谷

・保育環境を向上
・市

市

が主体となって実施す

事

る
高い

させる事業であ

務

り、市の全体的な関与

事

が必要である。
妥当性

業

　べき事業であるか
・

評

総合計画との整合性　

価

など

　園からの連絡が

シ

電子化されることで、

ー

保護者の利便性向

施策

ト

への ・施策への貢献度

（

高い
上につながり、市

様

民サービスへの効果が

式

ある。
・目標達成度

貢

２

献度 ・市民サービスへ

）

の効果　など

今後の方

会

向性 □拡充　■現状維

計

持　□改善・効率化　

名

□縮小　□終期設定

担

□休止・廃止

　引き続

当

き導入した業務支援シ

部

ステムを活用していく

次

。

世代育

Ｃ

Ｈ

成

Ｅ

Ｃ

Ｋ

部

∧

評

価

∨

一般会計
公立保育園業務支援システム導入事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施



係

　② 0 828 0

3

総事業費（①＋②） 0

2

828 0

4

建
設
事
業

全体事業費（

管

単位：千円） 0 ５年度

理

特定財源名称

５年度ま

係

での累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

年

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

度

計

画

∨

Ａ

事

（

業

概

要

総合計画
分

令

野 福祉安心

基本施策 子

和

育て支援
施策体系

施策

５

の内容 幼児教育・保育

年

の充実

目

的

 保

度

護者連絡を電子化し、

評

保護者の利便性を向

主

価

た
る
内
容

〇業務支援シ

）

ステムの導入
上させる

刈

とともに、保育教諭が

谷

行う機械的な
作業を簡

市

素化し、保育教諭が子

事

どもと向き合
う時間を

務

増やすことで、子育て

事

支援の質及び
安全性の

業

向上を図る。

位
置
づ
け

評

関連計画

根拠法令

対象

価

者 園児、保護者、保育

シ

教諭 事業期間 令和４年

ー

度 ～ 令和５年度

実施方

ト

法 □直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

事

業

実

績

３年度

次

実績 ４年度実績 ５年度

世

実績 ６年度計画

― ― （

代

Ｒ4繰越分） ―
・業務

育

支援システム導入
・無

成

線ＬＡＮ環境構築

幼児

部

園に業務支援システム

一

を導入することができ

般

た。

成果

課題

指標名称

会

（単位）
実績値 目標値

計

３年度 ４年度 ５年度 ６

幼

年度 ８年度

活動 業務支

児

援システム導入件数（

園

件） ― ― 15 ― ―
指標

業

活動
指標

安城・知立の

務

公立園は導入済
他市と

支

の
比較検証

援システム導入事

Ｃ

事

業

業

コ

ス

ト

単位：

担

千円
３年度 ４年度 ５年

当

度 ６年度 ５年度

（決算

課

） （決算） （決算） （

子

予算） 事業費内訳

事業

ど

費　① 0 0

も

0

課

款 項

財

源

特定財源 0 0

目

0

担当

一般財源

係

0 0 0

施設

職員人件費



3 2 4 管理係

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

良好な教育・保育環境

和

を提供するために、必

６

要性の高い
・法的業務

年

高い
事業である。

必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

（

需要
・市民生活上必要

令

である　など

　園の運

和

営に配慮し、コストを

５

抑えて実施する必要が

年

ある
・コストの節減、

度

費用対効果
普通

。
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

・手段の最適性　など

）

　業務支援システムの

刈

導入により、教育・保

谷

育環境を向上
・市が主

市

体となって実施する
高

事

い
させる事業であり、

務

市の全体的な関与が必

事

要である。
妥当性 　べ

業

き事業であるか
・総合

評

計画との整合性　など

価

　園からの連絡が電子

シ

化されることで、保護

ー

者の利便性向

施策への

ト

・施策への貢献度
高い

（

上につながり、市民サ

様

ービスへの効果がある

式

。
・目標達成度

貢献度

２

・市民サービスへの効

）

果　など

今後の方向性

会

□拡充　■現状維持

計

□改善・効率化　□縮

名

小　□終期設定　□休

担

止・廃止

　引き続き導

当

入した業務支援システ

部

ムを活用していく。

次世代育

Ｃ

Ｈ

成

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

部

評

価

∨

一般会計
幼児園業務支援システム導入事業

担当課 子ども課

款 項 目 担当係 施設係



当

のの、市民に認知され

係

地

域に根ざした活動が

子

行われていると評価す

育

ることができる。

　他

て

市での事故を受け、平

支

成23年度末に厚生労

援

働省より援助会員の講

係

習強化について指針が

3

示された中で、本市に

2

おいて

も年3回実施す

2

る講習会を強化し、より安全に援助活動できる体制を整備することが課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 ファミリー・サポート・センター会員数（人） 3,369 3,181 3,105 3,700 3,700
指標
活動 活動件数（件） 6,260 5,652 5,375 8,100 8,300
指標

　碧南市　　安城市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との R5.5.31現在会員数（人） 　206　 　928　  1,025　 　521　 　2,982
比較検証 R4年度活動件数（件）    956  3,883　 　1,649　  1,595  5,652

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,481 15,508 17,984

財

源

特定財源 10,320 10,338 11,988

一般財源 5,161 5,170 5,996

Ｄ

職員人件費　② 3,028 3,087 3,

Ｏ

674

∧

総事業費（①＋②） 18,509 18,595

実

21,658

建
設
事
業

全

施

体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事

∨

業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

度

Ｎ

∧

計

画

∨

（

Ａ

事

業

概

要

総

令

合計画
分野 福祉安心

基

和

本施策 子育て支援
施策

５

体系
施策の内容 地域に

年

おける子ども・子育て

度

支援

目

的

　育児

評

の援助を行いたい人と

価

育児の援助を受

主
た
る

）

内
容

ファミリー・サ

刈

ポート・センター業務

谷

専任
けたい人を組織化

市

し、地域における育児

事

の相 のアドバイザーを

務

雇用し、会員の登録、

事

援助
互援助活動を推進

業

することで、働く人々

評

の仕 の資質向上のため

価

の講習会及び子育ての

シ

輪を
事と子育ての両立

ー

を支援する。 つくるた

ト

めの交流会の開催並び

（

に会報誌の発
行等セン

様

ターの運営を行う。

位

式

置
づ
け

関連計画 刈谷市

１

子ども・子育て支援事

）

業計画

根拠法令 児童福

会

祉法、子ども・子育て

計

支援法、かりやしファ

名

ミリー・サポート・セ

担

ンター会則、実施要領

当

対象者 会員 事業期間 平

部

成１２年度 ～

実施方法

次

■直営　□委託　□指

世

定管理　□補助・助成

代

　□その他

育成部

一般会計
フ

Ｂ

事

ァ

業

実

績

３年度実

ミ

績 ４年度実績 ５年度実

リ

績 ６年度計画

ファミリ

ー

ー・サポート・セン フ

サ

ァミリー・サポート・

ポ

セン ファミリー・サポ

ー

ート・セン ファミリー

ト

・サポート・セン
ター

セ

の運営 ターの運営 ター

ン

の運営 ターの運営
・援

タ

助会員養成講座開催　

ー

3回・援助会員養成講

運

座開催　3回・援助会

営

員養成講座開催　3回

事

・援助会員養成講座開

業

催　4回
・依頼会員随

担

時受付 ・依頼会員随時

当

受付 ・依頼会員随時受

課

付 ・依頼会員随時受付

子

　年3回広報誌におい

育

て援助会員の募集を行

て

い、ファミリー･サポ

支

ート・センターの相互

援

援助活動を周知すると

課

ともに、会

成果
員の獲

款

得を行った。新型コロ

項

ナウイルス感染症拡大

目

の影響により会員数、

担

活動件数は減少したも



係 子育て支援係

3 2 2

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価

令

の理由

　児童福祉法及

和

び子ども・子育て支援

６

法に基づく子育て援
・

年

法的業務
高い

助活動支

度

援事業であり、共働き

（

家庭が増えている中で

令

、仕
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要 事と育児

５

を両立できる環境を整

年

備することは、市民ニ

度

ーズ
・市民生活上必要

評

である　など に適合し

価

ている。

　基本的な人

）

件費は、ファミリー・

刈

サポート・センター事

谷

・コストの節減、費用

市

対効果
高い

務所に常駐

事

する会計年度任用職員

務

であるアドバイザーの

事

賃
効率性 ・執行体制の

業

効率性 金のみである。

評

援助活動に係る報酬に

価

ついては、会員同士
・

シ

手段の最適性　など の

ー

やり取りにより公費負

ト

担はないため、効率的

（

である。

　子育て支援

様

策として各種計画に整

式

合するとともに、事業

２

・市が主体となって実

）

施する
普通

の必要性が

会

高いことから、市が主

計

体となって実施すべき

名

も
妥当性 べき事業で

担

あるか のであるが、運

当

営方法については、委

部

託の可能性も考えら
・

次

総合計画との整合性　

世

など れる。

　地域の人

代

材を活用した子育て支

育

援の仕組みであり、貢

成

献

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

度は非常に

一

高い。
・目標達成度

貢

般

献度 ・市民サービスへ

会

の効果　など

今後の方

計

向性 ■拡充　□現状維

フ

持　□改善・効率化　

ァ

□縮小　□終期設定

ミ

□休止・廃止

　今後に

リ

おいても、ますます共

ー

働き家庭やひとり親家

サ

庭の増加が見込まれ、

ポ

仕事と子育てを両立で

ー

きる環境整備は重
要と

ト

なる。地域に潜在する

セ

子育て力を活用した援

ン

助会員の養成及び依頼

タ

会員の募集に努めてい

ー

くことにより、事業の

運

持続、拡充を図る。

営事業
担

Ｃ

Ｈ

当

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

課

評

価

∨

子育て支援課

款 項 目 担当



1

全体事業費（単位：千

0

円） 0 ５年度特定財源

3

名称

５年度までの累積

1

事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 学校教育

和

施策体系
施策の内容 学

５

校施設・設備の整備・

年

充実

目

的

　体育

度

館等に空調設備を設置

評

することで、教

主
た
る

価

内
容

　中学校の体育館

）

等に空調設備を設置す

刈

る。
育環境の向上及び

谷

避難所機能の強化を図

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令

対象者 市内中

務

学生及び教員 事業期間

事

令和４年度 ～ 令和５年

業

度

実施方法 ■直営　■

評

委託　□指定管理　□

価

補助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ

事

業

実

計

績

３年度実績 ４年度実

名

績 ５年度実績 ６年度計

担

画

・実施設計業務委

当

託 ・空調設備設置工事

部

【刈谷南中学校ほ

教

か5校】 【刈谷南中学

育

校ほか5校】

部

　――――――

一

― 　――――――

般

―

　学校と調整しなが

会

ら、空調設備の導入を

計

行うことができた。

成

体

果

課題

指標名称（単位

育

）
実績値 目標値

３年度

館

４年度 ５年度 ６年度 ８

・

年度

活動 事業進捗率（

武

％） ― 50.0 100

道

.0 100.0 ―
指標

場

活動
指標

他市との
比較

空

検証

調設備等整備事業

Ｃ

事

業

コ

担

ス

ト

単位：千円
３

当

年度 ４年度 ５年度 ６年

課

度 ５年度

（決算） （決

教

算） （決算） （予算）

育

事業費内訳

事業費　①

総

0 7,139

務

0

課

款 項

財

源

目

特定財源 0 0 0

一般

担

財源 0 7,139

当

0

職員人件

係

費　② 0 904

施

0

総事業費（①＋

設

②） 0 8,043

係

0

建
設
事
業



0 3 1

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　体育館

令

には空調設備がなく、

和

授業等での使用時に熱

６

中症
・法的業務

高い
の

年

危険性がある。空調設

度

備を設置することによ

（

り、教育環
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 境

和

の向上及び避難所機能

５

の強化を図れることか

年

ら必要性は
・市民生活

度

上必要である　など 高

評

い。

　電気、都市ガス

価

、プロパンガスを利用

）

した場合のイニシ
・コ

刈

ストの節減、費用対効

谷

果
高い

ャルコスト、ラ

市

ンニングコスト、避難

事

所として災害時のエ
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性 ネルギー確保などの

業

比較検証し、電源自立

評

型GHP方式を採用
・

価

手段の最適性　など し

シ

た。

　学校施設におけ

ー

る設備の整備であるた

ト

め、所有者である
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

市が責任を持っ

式

て実施するべきである

２

。
妥当性 　べき事業で

）

あるか
・総合計画との

会

整合性　など

　中学校

計

の空調設備に向けての

名

実施設計を実施するこ

担

とが

施策への ・施策へ

当

の貢献度
高い

できた｡

部

空調設備設置には費用

教

がかかる反面、暑さ対

育

策とし
・目標達成度 て

部

の効果が非常に高く、

一

教育環境の向上及び避

般

難所機能強
貢献度 ・市

会

民サービスへの効果　

計

など 化に大きく貢献で

体

きる。

今後の方向性 □

育

拡充　□現状維持　□

館

改善・効率化　□縮小

・

　□終期設定　□休止

武

・廃止

　令和6年3月

道

に全中学校6校の空調

場

設備設置工事が完了し

空

た。

調設備

Ｃ

等

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

整

∧

評

価

∨

備事業
担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

1



Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 3,157 0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 3,157 0

職員人件費　② 0 2,936 0

総事業費（①＋②） 0 6,093 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

６

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

年

計

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目

５

的

　老朽化した学

年

校プールの取り壊しに

度

伴い、

主
た
る
内
容

　民

評

間事業者に専門インス

価

トラクターによる
民間

）

業者が管理・運営する

刈

屋内プールで水泳 水泳

谷

指導を委託する。
授業

市

を行うことで、気候に

事

左右されることな
く、

務

安全かつ質の高い水泳

事

授業を実施し、教
育内

業

容の充実を図る。

位
置

評

づ
け

関連計画

根拠法令

価

対象者 事業期間 令和４

シ

年度 ～

実施方法 □直営

ー

■委託　□指定管理

ト

□補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ

事

業

当

実

績

３年度実績 ４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

教

度計画

・実施校 ・実

育

施校 ※英語・水泳外部

部

指導活用事
富士

一

松南小学校 　富士松

般

南小学校 業に移行

会

　住吉小学校

　

計

―――――――

　民間

水

の水泳施設を利用して

泳

水泳の授業を行うこと

指

ができた。スイミング

導

スクールのインストラ

委

クターが技術指導を行

託

う

成果
ことにより、子

事

どもたちは高い学習意

業

欲をもって授業に取り

担

組み、技能を向上させ

当

ることができた。

　学

課

校から施設までの移動

学

にかかる時間が交通状

校

態の影響を受けるため

教

、実際に水泳学習を行

育

える時間が日によって

課

異な

ってしまうことが

款

ある。
課題

指標名称（

項

単位）
実績値 目標値

３

目

年度 ４年度 ５年度 ６年

担

度 ８年度

活動 実施校（

当

校） ― 1 2 ― ―
指標
活

係

動 授業実施回数（回）

指

― 85 183 ― ―
指標

導

〈水泳授業の民間委託

係

をしている周辺自治体

1

〉
他市との 西尾市
比較

0

検証

1 3



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　プールの取り壊しに伴い

令

、既存の民間施設を利

和

用するこ
・法的業務

高

６

い
とで、授業を行うこ

年

とができる。
必要性 ・

度

市民ニーズ、社会需要

（

・市民生活上必要であ

令

る　など

　学校におけ

和

るプールの水質管理に

５

係る費用と業務が不要

年

・コストの節減、費用

度

対効果
高い

となる。ま

評

た、専門のインストラ

価

クターが指導を行うこ

）

と
効率性 ・執行体制の

刈

効率性 で、学習内容の

谷

充実を図ることができ

市

る。
・手段の最適性　

事

など

　施設の建替えに

務

伴う、プールの取り壊

事

しであることや、
・市

業

が主体となって実施す

評

る
高い

水泳学習が学習

価

指導要領に位置づけら

シ

れていることからも
妥

ー

当性 　べき事業である

ト

か 、引き続き水泳学習

（

が行えるよう、市が主

様

体となって実施
・総合

式

計画との整合性　など

２

するべき事業である。

）

　天候を問わず計画通

会

りに授業を実施できる

計

恵まれた施設

施策への

名

・施策への貢献度
普通

担

を利用できるだけでな

当

く、専門のインストラ

部

クターの指導
・目標達

教

成度 を受けられること

育

で、水泳の授業を楽し

部

みにしている児童
貢献

一

度 ・市民サービスへの

般

効果　など が多くいる

会

。

今後の方向性 ■拡充

計

□現状維持　□改善

水

・効率化　□縮小　□

泳

終期設定　□休止・廃

指

止

　令和５年度は擁壁

導

工事に伴い、プールが

委

取り壊される住吉小学

託

校において、民間委託

事

事業を拡充する。その

業

後は、
富士松南小学校

担

、住吉小学校において

当

、民間委託事業を継続

課

する。

学校教

Ｃ

育

Ｈ

Ｅ

Ｃ

課

Ｋ

∧

評

価

∨

款 項 目 担当係 指導係

10 1 3



の中学生ボランティアの派遣依頼を推進員が調整し、当日の人員確認や生徒の対応、記

録写真などを行うことによって、学校の負担が大幅に軽減された。

　推進員からサポーター登録している方への連絡手段として携帯電話を各校に１台すつ貸与しているが、具体的な依頼を

する場合、携帯電話で個々に対応するか、紙媒体で通知するしかできないため、迅速性に欠ける。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 地域学校協働活動推進員の活動時間数（時間） ― 1,013 3,250 5,100 5,100
指標
活動 地域ボランティア延べ活動人数（人） ― 560 3,340 5,000 5,000
指標

豊田市（全103校に推進員配置済）、蒲郡市（令和5年度に全20校に配置完了予定）、瀬戸市（令和5年度に
他市との 全23校に配置予定）、みよし市（令和5年度に全12校に配置予定）など。
比較検証 知立市（現在1小学校のみだが追加配置予定）、高浜市、碧南市、西尾市、岡崎市、安城市なども検討中。

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 4,996

Ｄ

10,732

財

源

Ｏ

特定財源 0 138 3,502

∧

一般財源 0 4,858 7

実

,230

職員人件

施

費　② 0 226 0

総事業費（①＋

∨

②） 0 5,222 10,732

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 安心安全で

５

地域に開かれた学校づ

年

くり

目

的

　地域

度

と学校が相互に連携し

評

て地域ぐるみで

主
た
る

価

内
容

〇モデル校を指定

）

し、学校と地域ボラン

刈

ティ
子どもの成長を支

谷

え、次代の地域の担い

市

手を ア等とのニーズ

事

調整及びコーディネー

務

トを
育む地域学校協働

事

活動を実施することで

業

、地 　行う地域学校協

評

働活動推進員を配置す

価

る。
域と学校双方の活

シ

性化及び子どもの学び

ー

や体 〇推進員への助言

ト

指導等、統括的な役割

（

を担
験活動の充実を図

様

る。 　う統括推進員を

式

配置する。
〇市内各小

１

中学校に地域学校協働

）

本部を設置
　するため

会

に必要な環境を整備す

計

る。

位
置
づ
け

関連計画

名

根拠法令 地方教育行政

担

の組織及び運営に関す

当

る法律・社会教育法

対

部

象者 児童生徒 事業期間

教

令和４年度 ～

実施方法

育

■直営　□委託　□指

部

定管理　□補助・助成

一

　□その他

般会計
地域学校協

Ｂ

事

働

業

実

績

３年度実

活

績 ４年度実績 ５年度実

動

績 ６年度計画

4小学

推

校（衣浦、かりがね、

進

富新たに4小学校（日

事

高、住吉、残る７小学

業

校と３中学校に地
士

担

松北、双葉）に地域学

当

校協 平成、東刈谷）と

課

3中学校（刈域学校協

学

働活動推進員を配置

校

働活動推進員を配置し

教

た。 谷東、雁が音、朝

育

日）に地域 する。
学

課

校協働活動推進員を配

款

置し
　―――――

項

―― た。

　８小学校に

目

おいては、家庭科や図

担

工などの授業支援、校

当

外学習引率補助、校内

係

環境整備、学校行事補

指

助など学校支援ボ

成果

導

ランティアを推進員が

係

募り、調整して人的配

1

置をし、多くの学校支

0

援活動を実施すること

1

ができた。

　３中学校

3

においては、地域から



Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

評

価

∨

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

 地域の未来を

令

担う児童生徒にとって

和

、幅広く多様な大人
・

６

法的業務
高い

とかかわ

年

ることにより、豊かな

度

心の醸成につながる。

（

幅広
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 い地域住

和

民が学校教育に参画す

５

ることによって、役割

年

の創
・市民生活上必要

度

である　など 出となり

評

生きがいにつながる。

価

地域教育力の活用によ

）

り教
職員の負担軽減に

刈

つながる。
　学校のニ

谷

ーズに合わせて推進員

市

が学校支援ボランティ

事

ア
・コストの節減、費

務

用対効果
普通

を募集、

事

調整することにより、

業

多くの大人が児童生徒

評

の効
効率性 ・執行体制

価

の効率性 率のよい学び

シ

をサポートできる。ま

ー

た、校外学習時の見守

ト

・手段の最適性　など

（

りなど、児童生徒の安

様

全面において果たす役

式

割は非常に大
きい。
　

２

まずは市が主体となり

）

推進員の調整を行う。

会

活動を重ね
・市が主体

計

となって実施する
高い

名

ることで地域に広がり

担

、ひいては地域のつな

当

がりづくりも
妥当性 　

部

べき事業であるか 期待

教

できる。
・総合計画と

育

の整合性　など

　本取

部

組により、児童生徒が

一

刈谷市の魅力を理解し

般

、刈谷

施策への ・施策

会

への貢献度
高い

市を愛

計

し、未来の刈谷市を担

地

う人材育成を目指す。

域

・目標達成度 　学校を

学

核とした地域づくりと

校

いう観点から、学校と

協

の協
貢献度 ・市民サー

働

ビスへの効果　など 働

活

活動により、地域住民

動

が生き生きと活躍でき

推

る場の創出
が期待でき

進

る。

今後の方向性 ■拡

事

充　□現状維持　□改

業

善・効率化　□縮小　

担

□終期設定　□休止・

当

廃止

　当初は特別支援

課

学校にも推進員を配置

学

したいと考えていたが

校

、学区が広いこと、小

教

学部から高等部まであ

育

ること、
子どもたちに

課

障がいがあることなど

款

の特殊性があるため、

項

学校とも相談し、推進

目

員は配置せず、近隣の

担

小中学校との
連携をよ

当

り強化することにした

係

。
　全小中学校でのス

指

タートとなるが、学校

導

により活動内容やその

係

量にはかなりの差があ

1

る。学校や地域の実情

0

に合わ
せて、慌てず地

1

道に取り組んでいきた

3

い。



1

における地権者との売買契約とりまとめ。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 第2期開発検討区域の地権者同意率　（％） 97.5 93.9 100.0 100.0 ―
指標
活動 第2期開発検討区域の企業用地需要　（㏊） 71.8 42.9 51.8 40.0 40.0
指標

・安城市北山崎地区（企業庁施行　安城市　約14.5ha）において、工業用地造成工事を計画中
他市との ・豊明柿ノ木地区（企業庁施行　豊明市　約16.5ha）において、工業用地造成工事が進行中
比較検証 ・西尾次世代産業地区（企業庁施行　西尾市　約51.4ha）において、事業が完了

・岡崎阿知和地区（市施行　岡崎市　約63㏊）において、工業用地造成工事が進行中

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,212 26,396 21,859

財

源

特定財源 0 21,568 15,752

一般財源 3,212 4,828 6,107

職員人件費　② 18,548 18,447

Ｄ

14,543

総事業費（①＋②） 21,760 44,843 36,402

建

Ｏ

設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度まで

∧

の累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

度

Ａ

事

業

概

要

総

（

合計画
分野 産業環境

基

令

本施策 商工業
施策体系

和

施策の内容 工業の振興

５

目

的

　刈谷依佐

年

美地区において、周辺

度

の優良農地

主
た
る
内
容

評

○第2期開発検討区域

価

における事業の推進
と

）

の共存を図りながら、

刈

新たな産業集積を促 ○

谷

関係機関調整
す一団の

市

工業用地を整備する。

事

○用地交渉

位
置
づ
け

関

務

連計画 第4次刈谷市都

事

市計画マスタープラン

業

根拠法令 刈谷市自治基

評

本条例

対象者 市民、事

価

業者 事業期間 平成３０

シ

年度 ～

実施方法 ■直営

ー

■委託　□指定管理

ト

□補助・助成　□そ

（

の他

様式１）

会計名 担

Ｂ

事

業

当

実

績

３年度実績 ４年

部

度実績 ５年度実績 ６年

産

度計画

・先行開発区域

業

・第2期開発検討区域

環

・第2期開発検討区域

境

・第2期開発検討区域

部

関係機関調整

一

関係機関調整 　関係

般

機関調整 　関係機関

会

調整
　団地組合設立

計

支援 　事業同意取得

企

業務  事業同意

業

取得業務 　土地売買

立

契約書取得業務
・第2

地

期開発検討区域   

推

 企業用地需要調査 

進

 企業用

事

地需要調査 　予備修

業

正設計業務
　事業同

担

意取得業務 （Ｒ3繰越

当

分） （Ｒ4繰越分）

課

  企業用地需要調査

企

　概略設計業務　

業

　概略設計業務 　

立

ガス管移設費用算出業

地

務 （Ｒ5繰越分）
　

推

埋蔵文化財等試掘調査

進

 周辺施設検討業

室

務
　周辺対策測量設

款

計業務

・第2期開発検

項

討区域において、関係

目

機関と調整を図り事業

担

化に向けた環境を整え

当

た。

成果
・第2期開発

係

検討区域において、事

企

業化可能となる地権者

画

同意を取りまとめた。

推

・依佐美地区に対する

進

用地需要51.8㏊を

係

確認した。

・第2期開

7

発検討区域の事業化。

1

・第2期開発検討区域



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　市内企業の新

令

たな分野への設備投資

和

や、施設の更新、市
・

６

法的業務
高い

外企業の

年

新工場設立用地など、

度

工業用地に対する需要

（

が高
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 まってい

和

る。活力ある刈谷市を

５

持続させるためには、

年

既存
・市民生活上必要

度

である　など 工業の高

評

度化や拡大化、新規産

価

業の誘致のための工業

）

用地
の更なる確保が必

刈

要である。
　先行開発

谷

区域に引き続き、愛知

市

県企業庁による工業用

事

地
・コストの節減、費

務

用対効果
高い

開発を計

事

画しており、コストの

業

節減や、事務手続きの

評

簡素
効率性 ・執行体制

価

の効率性 化を図り、工

シ

業用地の早期整備に努

ー

めている。
・手段の最

ト

適性　など

　新たな工

（

業用地を造成すること

様

により、総合計画で定

式

め
・市が主体となって

２

実施する
高い

る「既存

）

工業の高度化や拡大化

会

、新規産業の誘致」を

計

図る
妥当性 べき事業

名

であるか ことができる

担

。
・総合計画との整合

当

性　など

　新たな工業

部

用地需要に応えるもの

産

であり、工業振興施策

業

施策への ・施策への貢

環

献度
高い

として、最も

境

重要な事業である。
・

部

目標達成度
貢献度 ・市

一

民サービスへの効果　

般

など

今後の方向性 ■拡

会

充　□現状維持　□改

計

善・効率化　□縮小　

企

□終期設定　□休止・

業

廃止

　企業立地需要に

立

応えるため、第2期開

地

発の検討を進める。
　

推

令和6年度においては

進

、地権者に対し、適切

事

かつ丁寧な事業説明を

業

行い、土地売買契約書

担

のとりまとめを行う。

当

　関係機関との協議・

課

調整を密に行い、早期

企

事業化に努め、工業用

業

地の造成を早期に完成

立

させる。

地推進

Ｃ

室

Ｈ

Ｅ

Ｃ

款

Ｋ

∧

評

価

項

∨

目 担当係 企画推進係

7 1 1



7

募いただけるよう、参

1

加店舗を増やしたり、

1

景品もニーズに合わせて変えていく

必要がある。デジタルでの応募に変えたばかリで周知が足りず応募件数につなげることが出来なかったため、周知方法は
課題

今後検討する必要がある。ビジネス創造大学は、より多くの事業者が課題に気づき、経営改善に役立てるために利用して

もらえるよう、中小事業者の課題やニーズを的確に吸い上げることが必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 参加商業者数（店舗） 12 220 193 280 280
指標
活動 経営課題が改善した店舗の割合（％） 100 100 100 100 100
指標

　刈谷市と商工会議所が協力して行う独自事業であるため、近隣市においては同様の事業を行っていない。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,118 6,338 12,000

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 3,118 6,338 12,000

職員人件費　② 379 301 459

総事

Ｄ

業費（①＋②） 3,497 6,639 12,459

建
設
事
業

全体事業費（単

Ｏ

位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度

∧

以降の事業費見込 0

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

画

度

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 産業環

令

境

基本施策 商工業
施策

和

体系
施策の内容 商業の

５

活性化

目

的

　市

年

内全域の小売商業者・

度

サービス業者の活

主
た

評

る
内
容

　市内商業者の

価

販促力、自社製品や商

）

品のPR
性化のための

刈

イベントや講習等を開

谷

催し、や 力の向上につ

市

ながるイベントや講習

事

等の開催
る気のある商

務

業者を支援する。 を委

事

託する。

位
置
づ
け

関連

業

計画

根拠法令 刈谷市中

評

小企業振興基本条例

対

価

象者 市内商業者 事業期

シ

間 平成２９年度 ～

実施

ー

方法 □直営　■委託

ト

□指定管理　□補助・

（

助成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

事

業

実

績

３年

部

度実績 ４年度実績 ５年

産

度実績 ６年度計画

参加

業

商業者数 参加商業者数

環

参加商業者数 参加商業

境

者数
・刈谷ビジネス創

部

造大学　 ・刈谷ビジ

一

ネス創造大学 ・刈

般

谷ビジネス創造大学　

会

・刈谷ビジネス創造

計

大学　

が

 12店舗

ん

 

ば

  14店舗

る

 10

商

店舗

業

   15店舗
・か

者

りや商業まつり 20

応

6店舗 ・かりや商業ま

援

つり 173店舗 ・か

事

りや商業まつり 25

業

0店舗
・魅力ある個店

担

創出支援補助 ・魅力あ

当

る個店創出支援補助
金

課

金

商

　10店舗

工

　15店舗

　

業

刈谷ビジネス創造大学

振

により個店の経営課題

興

を専門家を派遣するこ

課

とで、解決に導き、個

款

店の魅力アップにつな

項

げるこ

成果
とができた

目

。商業まつりについて

担

は、新たにレシートを

当

写真で撮り、デジタル

係

で応募できる形に変更

商

し、応募者の手間や

抽

業

選にかかる事務を削減

振

し、効率よく実施でき

興

た。

　商業まつりでは

係

、より多くの市民に応



1

り効果的に多くの応募

1

者を集められるよう改善し、市内商業者の活性化に繋げて
いく。

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

評

価

∨

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　市内の商

令

業者の置かれている状

和

況は、郊外の大型商業

６

施
・法的業務

高い
設や

年

インターネット販売な

度

どの購買機会の多様化

（

や、少子
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 高齢

和

化などの構造的な要因

５

により厳しい状況が続

年

いており
・市民生活上

度

必要である　など 、消

評

費喚起に繋がるイベン

価

トの開催や、商業者の

）

販売力強
化の支援を行

刈

うことで、商業者の活

谷

性化に必要である。
　

市

小売業者及びサービス

事

業者の活性化を図るた

務

め、商業者
・コストの

事

節減、費用対効果
高い

業

及び商店街の支援を行

評

うものである。そのた

価

め、事業を効
効率性 ・

シ

執行体制の効率性 果的

ー

かつ効率的に実施する

ト

ため、より専門的な知

（

識を有し､
・手段の最

様

適性　など 小売業者及

式

びサービス業者を熟知

２

する商工会議所に委託

）

す
ることで事業効果が

会

期待できる。
　刈谷市

計

中小企業振興基本条例

名

では、商業及びサービ

担

ス業
・市が主体となっ

当

て実施する
高い

の「地

部

域コミュニティの担い

産

手」としての重要性を

業

鑑み、
妥当性 　べき事

環

業であるか 活性化を図

境

るとしている。地域密

部

着型商業の推進や消費

一

者
・総合計画との整合

般

性　など ニーズに対応

会

するための支援を行う

計

ことは、商業及びサー

が

ビス業の活性化を図る

ん

ための必要な事業であ

ば

る。
　商店街と商工会

る

議所が連携し、事業を

商

行うことで、多く

施策

業

への ・施策への貢献度

者

高い
の消費者が商店街

応

及び市内事業者の店舗

援

に足を運ぶことと
・目

事

標達成度 なり、商店街

業

が活性化するとともに

担

、市内事業者の売上向

当

貢献度 ・市民サービス

課

への効果　など 上によ

商

って、地域の活性化に

工

効果があると考える。

業

今後の方向性 □拡充

振

□現状維持　■改善・

興

効率化　□縮小　□終

課

期設定　□休止・廃止

款

　商店街・商工会議所

項

及び消費者のニーズか

目

らの意見を反映して、

担

商業まつりの形をデジ

当

タルに変更した。商店

係

街・
商工会議所とは、

商

事務量の削減などの効

業

果により、新しいデジ

振

タル運用での継続意向

興

を確認しており、今後

係

は周知方
法、実施期間

7

などを再検討して、よ



興

づき、企業人材や次世

係

代人材の育成、コワー

7

キングスペース運営に

1

よる

成果
場の提供、オ

1

ープンイノベーションミーティングによるコミュニティ形成、企業のイノベーション創出に向けた取り組み

推進の4つの視点で事業を展開することで、機運醸成とイノベーションの創出を推進することができた。

イノベーション構想に掲げる持続的に発展する産業都市という目的のため実施する各種事業について、引き続き事業の

目的や意図を明確にし、可視化できる結果や成果についてはしっかりと拾いながら共有化を図る必要性がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 意見交換会（オープンイノベーションミーティング 3 3 10 12 12
指標 ）の開催（回）
活動 人材、次世代育成支援事業の参加者 ― 143 90 150 150
指標 （人)

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,800 35,614 38,684

財

源

特定財源 4,400 19,807 19,342

一般財源 4,400 15,807 19,342

Ｄ

職員人件費　② 0 4,141 6,123

総事業費（①＋②

Ｏ

） 8,800 39,755 44,807

建
設
事
業

全体

∧

事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業

実

費 0

７年度以降の事業費見込 0

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

（

概

要

総合計画
分野 産

令

業環境

基本施策 商工業

和

施策体系
施策の内容 工

５

業の振興

目

的

　

年

企業人材の育成や次世

度

代を担う子どもたち

主

評

た
る
内
容

○人材・次世

価

代育成支援事業の実施

）

の育成を中心とした多

刈

様なプログラムを実施

谷

○コワーキングスペー

市

ス等の運営業務の実施

事

することで、新たな産

務

業やイノベーションの

事

〇企業のイノベーショ

業

ン推進事業の実施
創出

評

を図る。

位
置
づ
け

関連

価

計画

根拠法令 刈谷市中

シ

小企業振興基本条例

対

ー

象者 事業期間 令和３年

ト

度 ～ 令和７年度

実施方

（

法 □直営　■委託　□

様

指定管理　□補助・助

式

成　□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ

産

事

業

実

績

３年度

業

実績 ４年度実績 ５年度

環

実績 ６年度計画

・意見

境

交換会の開催　3回 ・

部

オープンイノベーショ

一

ン　 ・オープンイノベ

般

ーション　 ・オープン

会

イノベーション
・刈

計

谷市イノベーション構

産

想 ミーティングの開

業

催　　3回　ミーティ

イ

ングの開催  10回

ノ

ミーティングの開催

ベ

　案の策定 ・人材、次

ー

世代育成支援事業 ・人

シ

材、次世代育成支援事

ョ

業 ・人材、次世代育成

ン

支援事業
の実施 の

推

実施 の実施
　全4事

進

業延べ参加者数 14

事

3人　全3事業延べ参

業

加者数　90人・IK

担

OMAI DESKの

当

運営
・コワーキングス

課

ペース等整 ・IKOM

商

AI DESKの運営

工

・企業のイノベーショ

業

ン推進
　備運営業務の

振

実施 　登録者数　

興

　230人　事業

課

の実施
　登録者数　

款

　146人　延

項

べ利用者数　 　4,

目

707人
　延べ利用者

担

数　 　1,695人

当

・企業のイノベーショ

係

ン推進
事業の実施

工

3社9人
　令

業

和4年度に策定したイ

振

ノベーション構想に基



係

図りながらも、事業の

7

良い部分は継続発展さ

1

せ、市内中小企業が自

1

らイノベ
ーション創出に向けて取り組みを推進していけるよう取り組んでいく。

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

評

価

∨

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　自動

令

車産業が大きな転換期

和

を迎えているとされる

６

なかで
・法的業務

高い

年

、自動車関連産業を基

度

幹産業とする本市にお

（

いて、持続的
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

に発展する産業都市で

５

あるために、既存産業

年

の強化、新た
・市民生

度

活上必要である　など

評

な産業の創出を検討す

価

ることは必要である。

）

　産業イノベーション

刈

推進事業を推進するう

谷

えで、本市や
・コスト

市

の節減、費用対効果
高

事

い
近隣自体などの現況

務

を把握し、日々進展す

事

る社会情勢から
効率性

業

・執行体制の効率性 構

評

想を定めることは、現

価

時点においての本市の

シ

取り組みの
・手段の最

ー

適性　など 方向性を定

ト

め、各種事業の効果を

（

高めるため必要である

様

。

　自動車関連を始め

式

とした製造業の集積に

２

より、就労の場､
・市

）

が主体となって実施す

会

る
普通

財政基盤の安定

計

性を確保してきた本市

名

において、産業の転
妥

担

当性 　べき事業である

当

か 換期を迎えながらも

部

、産業都市として持続

産

的な成長発展を
・総合

業

計画との整合性　など

環

続けるためため主体的

境

に取り組むことは産業

部

振興において
必要であ

一

る。
　既存産業の強化

般

と新たな産業の創出へ

会

の取り組みは短期

施策

計

への ・施策への貢献度

産

普通
的な成果効果は得

業

難いものであるが、産

イ

業の転換期おいて､
・

ノ

目標達成度 次の世代の

ベ

ために産業都市として

ー

持続的に成長発展し続

シ

け
貢献度 ・市民サービ

ョ

スへの効果　など るう

ン

えで重要な取り組みで

推

あると考える。

今後の

進

方向性 ■拡充　□現状

事

維持　■改善・効率化

業

　□縮小　□終期設定

担

□休止・廃止

　令和

当

5年度については、策

課

定したイノベーション

商

構想に基づき、人材育

工

成、場の提供、コミュ

業

ニティ形成、企業の取

振

組推進の大きく4点で

興

事業を実施した。育成

課

事業や機運醸成を中心

款

とした、成果や効果の

項

見えにくい事業内容で

目

あるこ
とから、可視化

担

や共有可能な成果は丁

当

寧に拾いながら、各種

係

事業の目的や意図をし

工

っかりと説明しながら

業

取り組むよ
う心掛けた

振

。
　令和6年度以降は

興

、事業内容の見直しを



係

っとデ ・キャリアデザ

7

インイベント ・キャリ

1

アデザインイベント ・

1

女性活躍推進デジタル講座
ジタル入門DAY受講者数13人　（大学生）受講者数  12人 　（大学生）受講者数　 6人 　受講者数　　　　　　10人

・ほか2セミナー 　16人・女性活躍推進セミナー15人 ・中小企業人材育成支援補助 ・中小企業人材育成支援補助
・中小企業人材育成支援補助 ・中小企業人材育成支援補助  2社14人 　10社50人

　4社14人　  5社14人

市内企業の従業員に対し、階層別・テーマ別の研修を行い企業の経営基盤強化に寄与することができた。市内女性や大学

成果
生のキャリア支援、さらにデジタルスキルを学ぶ講座も行ったことで女性活躍の機運向上の一助となった。

階層別・テーマ別研修へ参加する企業が固定化してきているため、過去に参加実績のない企業への研修の周知を図ってい

く。
課題

学生向け事業については、引き続き参加周知が課題であった。今後の多様なキャリア形成において必要なテーマや内容で

あると検討し、実施したが参加者を増やすことが出来なかったため、事業の見直しを検討する。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 セミナー・講演会参加者数（人） 95 101 81 125 125
指標
活動 中小企業人材育成支援社数（社） 4 5 2 10 15
指標

他市との
比較検証

Ｄ

Ｏ

Ｃ

事

∧

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決

実

算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 9,939 9

施

,651 14,951

∨

財

源

特定財源 450 883 985

一般財源 9,489 8,768 13,966

職員人件費　② 3,407 2,259 0

総事業費（①＋②） 13,346 11,910 14,951

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 産業

令

環境

基本施策 商工業
施

和

策体系
施策の内容 工業

５

の振興

目

的

　中

年

小企業の経営者や従業

度

員が業務で必要と

主
た

評

る
内
容

〇人材育成支援

価

なる技術、技能又は知

）

識の習得を支援するこ

刈

　職歴、階層別及びテ

谷

ーマ別に研修を実施す

市

とで、市内企業の経営

事

基盤の強化及び中小企

務

　る。
業の活性化を促

事

す。 〇女性活躍支援
　

業

人事担当者及び女性管

評

理職に向けた講演会
　

価

やワークショップを開

シ

催する。
〇中小企業人

ー

材育成支援
　中小企業

ト

基盤整備機構、中部職

（

業能力開発
　促進セン

様

ター、刈谷商工会議所

式

が開催する
　各種研修

１

制度を利用した市内の

）

事業所に所
　属する経

会

営者及び従業員に対し

計

、その経費
　の一部を

名

補助する。

位
置
づ
け

関

担

連計画

根拠法令 刈谷市

当

中小企業振興基本条例

部

、中小企業人材育成支

産

援事業補助金交付要綱

業

対象者 市内企業 事業期

環

間 平成３０年度 ～

実施

境

方法 □直営　■委託

部

□指定管理　■補助・

一

助成　□その他

般会計
中小企業人

Ｂ

材

事

業

実

績

３年

育

度実績 ４年度実績 ５年

成

度実績 ６年度計画

・企

支

業人材パワーアップセ

援

ミ ・企業人材パワーア

事

ップセミ ・企業人材パ

業

ワーアップセミ ・企業

担

人材パワーアップセミ

当

ナー受講者数

課

 45人　ナー受講

商

者数　 　48人

工

ナー受講者数 　

業

48人 　ナー受講者数

振

　　　　50人
・働く

興

＆起業Womanのス

課

キ*マ ・女性の一歩を

款

応援プロジェ ・女性の

項

一歩を応援プロジェ ・

目

女性の一歩を応援プロ

担

ジェ
スイッチ♪受講

当

者数  21人　ク

係

ト受講者数 　2

工

6人 クト受講者数

業

　27人 　クト受

振

講者数　　　　25人

興

・女性のためのちょこ



7

や提供する対象につい

1

て検討する必要性があ

1

る。

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

評

価

∨

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　市内中

令

小企業は取引先からの

和

値下げ要求や増産対応

６

に追
・法的業務

高い
わ

年

れ、自社での従業員育

度

成に人、時間、費用い

（

ずれも割く
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 こ

和

とができない状態であ

５

る。そのため、中小企

年

業の従業員
・市民生活

度

上必要である　など の

評

人材育成を支援して経

価

営基盤の強化や雇用の

）

安定を図る
ことは、地

刈

域の産業振興に必要と

谷

考える。
　市内中小企

市

業の従業員に対し、継

事

続的な指導を直接行う

務

・コストの節減、費用

事

対効果
高い

ため、短期

業

的な効果に留まらず、

評

将来に亘って企業に貢

価

献
効率性 ・執行体制の

シ

効率性 できる人材を育

ー

成することができる。

ト

また、研修を通じて
・

（

手段の最適性　など 様

様

々な業種の参加者が交

式

流する機会も生むこと

２

から、事業
の効率性は

）

高い。
　従業員の人材

会

育成など職業能力や技

計

術向上のための研修
・

名

市が主体となって実施

担

する
高い

機会の提供は

当

、雇用、就労の安定確

部

保において、妥当な取

産

妥当性 　べき事業であ

業

るか 組みであると考え

環

る。
・総合計画との整

境

合性　など

　従業員の

部

育成は、中小企業の経

一

営基盤強化に繋がるも

般

の

施策への ・施策への

会

貢献度
高い

であり、本

計

市の商工業振興におけ

中

る貢献度は高い。また

小

、
・目標達成度 企業の

企

経営課題に対して具体

業

的な支援施策を提示し

人

ていく
貢献度 ・市民サ

材

ービスへの効果　など

育

には、コンシェルジュ

成

だけでは解決できない

支

問題もあり、
関係機関

援

との連携が不可欠であ

事

る。

今後の方向性 □拡

業

充　■現状維持　□改

担

善・効率化　□縮小　

当

□終期設定　□休止・

課

廃止

　人材育成の効果

商

は短期的な測定が困難

工

ではあるが、企業ニー

業

ズは高く、質の高い研

振

修を継続的かつ直接受

興

講できる
本事業の方策

課

は有効であると考える

款

。また、女性のキャリ

項

ア支援、大学生のキャ

目

リアデザインを実施す

担

ることは、女
性活躍推

当

進、不確実な時代にお

係

いて多様なキャリアの

工

選択肢提供において有

業

効であると考えるが、

振

参加状況や参加者
満足

興

度など開催実績から見

係

直しを図り、事業内容



Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 21,029 24,094 40,644

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 21,029 24,094 40,644

職員人件費　② 454 527 0

総事業費（①＋②） 21,483 24,621 40,644

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 高齢者福祉
施策体

和

系
施策の内容 高齢者の

５

社会参加・生きがいづ

年

くり

目

的

　公益

度

社団法人刈谷市シルバ

評

ー人材センター

主
た
る

価

内
容

　刈谷市シルバー

）

人材センターに、補助

刈

金を
が実施する、定年

谷

退職者等に対する就業

市

機会 交付する。
の確保

事

を始めとする諸活動を

務

支援する。

位
置
づ
け

関

事

連計画 刈谷市介護保険

業

事業計画・刈谷市高齢

評

者福祉計画

根拠法令 高

価

年齢者等の雇用の安定

シ

等に関する法律

対象者

ー

刈谷市シルバー人材セ

ト

ンター 事業期間 昭和５

（

４年度 ～

実施方法 □直

様

営　□委託　□指定管

式

理　■補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 福

Ｂ

事

業

祉

実

績

３年度実績 ４

健

年度実績 ５年度実績 ６

康

年度計画

・補助金の交

部

付 ・補助金の交付 ・補

一

助金の交付 ・補助金の

般

交付

シルバー人材セ

会

ンターの円滑な運営を

計

支援し、高齢者の能力

高

活用及び生きがいづく

齢

りを図ることができた

者

。

成果

　経済情勢の変

能

化にともない、企業等

力

からの発注が減少傾向

活

にあり、新たな就業先

用

の確保が必要である。

事

課題

指標名称（単位）

業

実績値 目標値

３年度 ４

担

年度 ５年度 ６年度 ８年

当

度

活動 シルバー人材セ

課

ンター会員数（人） 5

長

28 533 537 54

寿

0 ―
指標

指標
近隣市

課

の会員数（年度末時点

款

）
他市との 令和 5年

項

度　碧南市　564人

目

、安城市　1,068

担

人　知立市　428人

当

、高浜市　433人
比

係

較検証 令和 4年度　

長

碧南市　581人、安

寿

城市　1,083人、

生

知立市　454人、高

き

浜市　430人
令和 

が

3年度　碧南市　48

い

0人、安城市　1,0

係

96人、知立市　43

3

5人、高浜市　424

1

人

3



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者の社会参

令

加や生きがいづくりは

和

認知症予防等にも
・法

６

的業務
高い

効果的であ

年

り、今後の更なる高齢

度

化の進行に伴いより一

（

層
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 意義が高ま

和

ると思われるため、そ

５

の事業の運営を支援し

年

て
・市民生活上必要で

度

ある　など いくことは

評

必要である。

　退職後

価

も労働意欲を持つ高齢

）

者に対しての雇用を創

刈

出す
・コストの節減、

谷

費用対効果
高い

るうえ

市

で、高齢者の雇用に関

事

するノウハウを有する

務

シルバ
効率性 ・執行体

事

制の効率性 ー人材セン

業

ターに対して補助金を

評

交付することは効率性

価

が
・手段の最適性　な

シ

ど 高く妥当である。

　

ー

高齢者を雇用するため

ト

の窓口としてシルバー

（

人材センタ
・市が主体

様

となって実施する
高い

式

ーは非常に有効な手段

２

であるが、営利を目的

）

としていない
妥当性 　

会

べき事業であるか ため

計

、事業の安定的、継続

名

的を確保するためには

担

市が主体
・総合計画と

当

の整合性　など となっ

部

て実施する必要がある

福

。福祉政策の一環とし

祉

ても重
要であり、総合

健

計画に位置付けられた

康

施策である。
　高齢者

部

の生きがいづくりのた

一

めの主要な方法として

般

、高

施策への ・施策へ

会

の貢献度
高い

齢者の社

計

会参加の促進に寄与し

高

ている。
・目標達成度

齢

貢献度 ・市民サービス

者

への効果　など

今後の

能

方向性 □拡充　■現状

力

維持　□改善・効率化

活

　□縮小　□終期設定

用

□休止・廃止

シル

事

バー人材センターの会

業

員数は微増傾向にあり

担

、健康の維持・増進や

当

生きがいづくり・社会

課

参加を目的として入
会

長

する会員が多い。
　今

寿

後も引き続きシルバー

課

人材センターの活動を

款

支援することで、就労

項

意欲のある高齢者が働

目

き続けられる環境づく

担

りに努める。

当係 長寿

Ｃ

Ｈ

Ｅ

生

Ｃ

Ｋ

∧

評

き

価

∨

がい係

3 1 3



統  8校 ・伝統  8校
・地域  12校　他 ・地域  11校　他 ・地域  12校　他

　子どもたちが自ら身近な問題を見つけ、自分たちの力で解決していこうとする積極的な態度が見られ、生きる力の育成

成果
がはかられた。

　平成30年10月15日より、総合的な学習の時間の一定割合（1／4程度）は、学校外での学習についても、授業として位置

づけられることになったが、学校外における授業を行う条件を十分に明確にできず、実施することが困難であった。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 将来の夢や目標のある児童の割合 79.4 88.1 78.4 ― ―
指標 （小学6年生）（％）
成果 将来の夢や目標のある生徒の割合 66.7 64.7 62.7 　― ―
指標 （中学3年生）（％）

　安城市　29校　576.2万円。
他市との 　碧南市、高浜市、知立市は、総合的な学習の時間にかかる予算配当は行っていない。
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費

Ｄ

　① 2,663 2,871 0

Ｏ

財

源

特定財源 0 0 0

∧

一般財源 2,663 2,871 0

職員人件費

実

　② 2,347 2,334 0

総事業費（①＋②） 5,0

施

10 5,205 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0

∨

５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

６

Ｌ

Ａ

Ｎ

年

∧

計

画

∨

Ａ

事

度

業

概

要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 教育内容の充実

５

目

的

　各小中学

年

校の実態及び課題に応

度

じた総合的

主
た
る
内
容

評

　総合的な学習の時間

価

を使って、国際理解、

）

な学習を推進し、自ら

刈

課題を見つけ、自ら学

谷

情報、環境、福祉、健

市

康などの今日的な課題

事

び、自ら考え、主体的

務

に判断し、よりよく問

事

、子どもの興味関心に

業

合わせた課題、地域や

評

題を解決する資質や能

価

力を育てる。 学校の特

シ

色に応じた課題などの

ー

学習活動を行
　この総

ト

合的な学習を推進する

（

ため各校の裁 う小中学

様

校に対し、補助金を交

式

付する。
量で進める学

１

習の支援を図る。
【

）

総合的な学習の時間】

会

週２時間、小学校３年

計

生～中学校３年生

位
置

名

づ
け

関連計画

根拠法

担

令 学習指導要領

対象者

当

小中学校 事業期間 平成

部

１２年度 ～

実施方法 □

教

直営　□委託　□指定

育

管理　■補助・助成　

部

□その他

一般会計
総合的な

Ｂ

事

学

業

実

績

３年度実績

習

４年度実績 ５年度実績

実

６年度計画

【課題別取

施

組み】 【課題別取組み

事

】 【課題別取組み】 ※

業

学校活動応援事業に移

担

行
・国際理解 　1

当

校 ・国際理解 　1

課

校 ・国際理解 　2

学

校
・情報 　3

校

校 ・情報 　4

教

校 ・情報 　2

育

校
・環境  

課

7校 ・環境

款

 9校 ・環境

項

 9校
・福祉

目

　7校 ・福祉

担

　7校 ・福祉

当

　7校
・健康

係

　0校 ・健康

指

　0校 ・健康

導

　2校
・防災

係

　4校 ・防災

1

　5校 ・防災

0

　6校
・キャリア教

1

育 11校 ・キャリア

3

教育 13校 ・キャリア教育 16校
・伝統  5校 ・伝



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　総合的な学習の時間

令

に取り組む中で、テー

和

マに基づいた
・法的業

６

務
高い

活動をすること

年

は、児童生徒の豊かな

度

心をはぐくむ上で、
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 必要な事業であ

和

る。
・市民生活上必要

５

である　など

　均等割

年

及び児童生徒数割で予

度

算を配分している。
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
普通効率性 ・執行

）

体制の効率性
・手段の

刈

最適性　など

　学校が

谷

地域の人材を講師とし

市

て招いたり、本物に触

事

れる
・市が主体となっ

務

て実施する
普通

体験学

事

習を行ったりするため

業

、妥当な予算を配当し

評

ている｡
妥当性 　べき

価

事業であるか
・総合計

シ

画との整合性　など

　

ー

児童生徒が社会の変化

ト

に対応できる能力を身

（

につけるこ

施策への ・

様

施策への貢献度
普通

と

式

ができるよう国際理解

２

、環境、情報、福祉、

）

健康などの
・目標達成

会

度 教育を推進し、次世

計

代を担う人材の育成に

名

貢献している。
貢献度

担

・市民サービスへの効

当

果　など

今後の方向性

部

□拡充　■現状維持

教

□改善・効率化　□縮

育

小　□終期設定　□休

部

止・廃止

・本年度のう

一

ちに、各校が来年度の

般

計画書を作成し提出す

会

る。
・本年度の事業報

計

告会を実施し、各校の

総

実践について情報交換

合

を行う。

的な学

Ｃ

習

Ｈ

Ｅ

Ｃ

実

Ｋ

∧

評

価

施

∨

事業
担当課 学校教育課

款 項 目 担当係 指導係

10 1 3



道路整備第

Ｃ

事

業

2

コ

ス

ト

単位：千

係

円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 284,040 226,892 177,894

財

源

特定財源 189,202 193,546 176,900

一般財源 94,838 33,346 994

職員人件費　② 1,666 6,626 0

総事業費（①＋②） 285,706 233,518 177,894

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

年

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

度

計

画

∨

Ａ

事

（

業

概

要

総合計画
分

令

野 都市基盤

基本施策 道

和

路･交通
施策体系

施策

５

の内容 安全・快適な歩

年

行空間の充実

目

度

的

　刈谷市中心市街地

評

まちづくり基本計画に

価

基

主
た
る
内
容

　横断歩

）

道橋整備　 　1箇

刈

所
づく刈谷駅周辺の「

谷

人を引き寄せる回遊と

市

賑 南北連絡通路延伸整

事

備　1箇所
わいのある

務

まちづくり」に向けて

事

、安全で快
適な歩行空

業

間を形成する。

位
置
づ

評

け

関連計画 刈谷市中心

価

市街地まちづくり基本

シ

計画

根拠法令 道路法、

ー

高齢者、障害者等の移

ト

動等の円滑化の促進に

（

関する法律 

対象者 市

様

民 事業期間 令和２年度

式

～ 令和８年度

実施方法

１

■直営　■委託　□指

）

定管理　■補助・助成

会

　□その他

計名 担当部 建設部

Ｂ

事

一

業

実

績

３年度実

般

績 ４年度実績 ５年度実

会

績 ６年度計画

（Ｒ2繰

計

越分含む） ・市が整備

ウ

するウイングデッ ・愛

イ

知県が整備する横断歩

ン

道 ・市が整備するウイ

グ

ングデッ
・愛知県が整

デ

備する横断歩道 キの

ッ

詳細設計 　橋への負担

キ

金 キの工事（下部工

整

）
　橋への負担金 （Ｒ

備

3繰越分含む） ・市が

事

整備するウイングデッ

業

・愛知県が整備する横

担

断歩道 キの詳細設計

当

橋への負担金

　関係

課

者と協議を行うことに

道

より、事業の進捗が図

路

ることができた。

成果

建

　道路整備を進めるた

設

め、関係者や民間事業

課

と協議・調整を速やか

款

に行う必要がある。

課

項

題

指標名称（単位）
実

目

績値 目標値

３年度 ４年

担

度 ５年度 ６年度 ８年度

当

活動 ウイングデッキ（

係

横断歩道橋）整備 0 1

事

1 1 1
指標 （橋）
活動

業

ウイングデッキ（南北

推

連絡通路延伸）整備 0

進

１
指標 （橋）

他市との

係

比較検証

8 4 3



路整備第2係

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　

令

バリアフリー経路とし

和

て指定されていること

６

からも、誰
・法的業務

年

高い
もが安全に快適に

度

移動できる空間を確保

（

する必要がある。
必要

令

性 ・市民ニーズ、社会

和

需要
・市民生活上必要

５

である　など

　愛知県

年

や民間整備と連携する

度

ことで、整備効果をよ

評

り効
・コストの節減、

価

費用対効果
普通

率よく

）

発揮できる。
効率性 ・

刈

執行体制の効率性
・手

谷

段の最適性　など

　各

市

種計画に位置付けられ

事

た施設であり、市が率

務

先し主体
・市が主体と

事

なって実施する
普通

と

業

なって進める必要があ

評

る。
妥当性 　べき事業

価

であるか
・総合計画と

シ

の整合性　など

　安全

ー

で快適な歩行空間の確

ト

保が可能となる。

施策

（

への ・施策への貢献度

様

高い・目標達成度
貢献

式

度 ・市民サービスへの

２

効果　など

今後の方向

）

性 □拡充　■現状維持

会

□改善・効率化　□

計

縮小　□終期設定　□

名

休止・廃止

　民間との

担

事業進捗を調整し、遅

当

れが出ないよう事業進

部

捗を図る。

建設部

一

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

般

Ｋ

∧

評

価

会

∨

計
ウイングデッキ整備事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 事業推進係

8 4 3 道



4

比較検証

1

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 226,679 292,980 861,591

財

源

特定財源 200,178 292,835 765,510

一般財源 26,501 145 96,081

職員人件費　② 6,814 7,921 8,435

総事業費（①＋②） 233,493 300,901 870,026

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

度

∨

Ａ

事

業

概

要

（

総合計画
分野 都市基盤

令

基本施策 道路･交通
施

和

策体系
施策の内容 公共

５

交通の利便性向上

目

年

的

　ＪＲ刈谷駅の

度

通勤・通学時等におけ

評

るホー

主
た
る
内
容

　Ｊ

価

Ｒ刈谷駅のホーム拡幅

）

、ホームドア設置､
ム

刈

等の混雑を解消し、安

谷

全性の確保及び利便 駅

市

舎改修等の改良の設計

事

、工事等に関する総
性

務

の向上を図る。 合的な

事

調整及び鉄道事業者へ

業

の補助を行う。

位
置
づ

評

け

関連計画

根拠法令

対

価

象者 東海旅客鉄道株式

シ

会社 事業期間 令和元年

ー

度 ～ 令和８年度

実施方

ト

法 □直営　□委託　□

（

指定管理　■補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

事

業

実

績

３年度

都

実績 ４年度実績 ５年度

市

実績 ６年度計画

（Ｒ2

政

繰越分含む） （Ｒ3繰

策

越分含む） （Ｒ4繰越

部

分含む） （Ｒ5繰越分

一

含む）
・ＪＲ刈谷駅改

般

良に関する総 ・ＪＲ刈

会

谷駅改良に関する総 ・

計

ＪＲ刈谷駅改良に関す

Ｊ

る総 ・ＪＲ刈谷駅改良

Ｒ

に関する総
 合的な

刈

調整  合的な調整

谷

 合的な調整  合的

駅

な調整
・ＪＲ刈谷駅改

総

良に関する鉄 ・ＪＲ刈

合

谷駅改良に関する鉄 ・

改

ＪＲ刈谷駅改良に関す

善

る鉄 ・ＪＲ刈谷駅改良

事

に関する鉄
 道事業

業

者への補助　

担

 道事業者への補助　

当

 道事業者へ

課

の補助　  道事業

都

者への補助　

　東海

市

旅客鉄道株式会社への

交

補助金の交付及び事業

通

調整を行い、駅改良工

課

事を進めることができ

款

た。

成果
　国及び県に

項

対して事業に対する支

目

援の要望を行い、補助

担

金の交付を受け、財政

当

負担の軽減につなげた

係

。

課題

指標名称（単位

公

）
実績値 目標値

３年度

共

４年度 ５年度 ６年度 ８

交

年度

活動 事業進捗率（

通

％） 6.0 16.3 2

係

1.9 41.2 100

8

指標
活動
指標

他市との



1

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

 ＪＲ刈谷

令

駅は、特に通勤時間帯

和

にはホームは人で溢れ

６

､大
・法的業務

高い
変

年

危険な状態であるとと

度

もに､改札までの移動

（

にも時間を要
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

することから、安全性

５

の確保と利便性の向上

年

のため、必要
・市民生

度

活上必要である　など

評

性の高い事業である。

価

 東海旅客鉄道株式

）

会社が施工するにあた

刈

り、効率的かつ
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

高い
最適な整備が行え

事

るよう、補助金の制度

務

で実施している。
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

・手段の最適性　など

評

 ＪＲ刈谷駅は市の

価

玄関口であり、駅機能

シ

の向上が市の発
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
展に大きく寄与す

（

ることから、鉄道事業

様

者、国、県と一体
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

となって実施していく

）

必要がある。
・総合計

会

画との整合性　など

計

 交通結節機能の強化

名

し、公共交通機能の充

担

実につなげる

施策への

当

・施策への貢献度
高い

部

とともに、駅周辺のま

都

ちづくりの起点となる

市

事業であり､市
・目標

政

達成度 全体の発展に大

策

きく貢献する事業であ

部

る。
貢献度 ・市民サー

一

ビスへの効果　など

今

般

後の方向性 ■拡充　■

会

現状維持　■改善・効

計

率化　□縮小　□終期

Ｊ

設定　□休止・廃止

　

Ｒ

令和8年度の完了を目

刈

指し、整備内容に応じ

谷

た補助を行っていく。

駅

　東海旅客鉄道株式会

総

社と定期的な協議を重

合

ね、事業費の平準化を

改

図るとともに、財政負

善

担軽減に向けた取り組

事

みを
継続して行ってい

業

く。

担当課

Ｃ

都

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

市

∧

評

価

∨

交通課

款 項 目 担当係 公共交通係

8 4



係

創出することができた

8

。

成果

　住民等が主体

4

となったまちづくり活

1

動の実現に向け、地域や関係団体等との連携を深め官民連携のまちづくりを推進す

る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 刈谷駅周辺が活気や魅力があると思う市民の割合（ ― 66.3 ― 66.6 66.9
指標 ％）
活動 公共空間を活用したイベントの開催回数（回） ― 5 11 20 20
指標

　≪イルミネーション実施主体≫知立市は一般社団法人、豊田市、豊橋市は実行委員会、東海市は観光協会
他市との が実施している。
比較検証 　≪都市再生推進法人指定団体数≫岡崎市3団体。豊田市1団体。西尾市2団体。東海市1団体。

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 28,173 25,900

財

源

特定財源 0 3,200 10

一般財源 0 24,973 25,890

職員人件費　② 0 4,969 9,338

総事業費（①＋②） 0 33,142 35,238

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

Ｄ

７年度以降の事業費見込 0

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 都市

令

基盤

基本施策 市街地･

和

住環境
施策体系

施策の

５

内容 市街地の整備・改

年

善

目

的

　刈谷駅

度

周辺における公共空間

評

を活用するこ

主
た
る
内

価

容

〇イルミネーション

）

の実施
とにより、活気

刈

や魅力を高め、市の玄

谷

関口と 〇公共空間の活

市

用
してふさわしい駅前

事

空間の創出を目指す。

務

〇都市再生推進法人の

事

指定に向けた検討

位
置

業

づ
け

関連計画 都市計画

評

マスタープラン、中心

価

市街地まちづくり基本

シ

計画

根拠法令 都市再生

ー

特別措置法

対象者 対象

ト

者を限定せず 事業期間

（

令和４年度 ～

実施方法

様

■直営　■委託　□指

式

定管理　□補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 都

Ｂ

事

市

業

実

績

３年度実

政

績 ４年度実績 ５年度実

策

績 ６年度計画

・イル

部

ミネーションの実施 ・

一

イルミネーションの実

般

施 ・イルミネーション

会

の実施
　場所　刈

計

谷駅北口周辺 　場所

都

　刈谷駅周辺 　場所

市

　刈谷駅周辺
　点

拠

灯期間　11月～1月

点

　点灯期間　10月

活

～12月 　点灯期間

用

　10月～1月
・公

推

共空間の活用 ・公共空

進

間の活用 ・公共空間の

事

活用
　―――――

業

―― 　イベントの開

担

催 イベントの開催

当

イベントの開催

課

　場所　刈谷駅北口周

ま

辺 場所　刈谷駅周

ち

辺 場所　刈谷駅周

づ

辺
　開催回数　5回

く

開催回数　11回

り

開催回数　20回

推

・エリアマネジメント

進

の導入 ・エリアマネジ

課

メントの導入 ・都市再

款

生推進法人の指定に

項

検討 検討 　向け

目

た検討
　関係団体等

担

との調整　 　関係団

当

体等との調整　 　

係

関係団体等との調整　

都

イルミネーションや

市

マルシェ等のイベント

拠

開催により、刈谷駅周

点

辺に新たなにぎわいを



8 4 1

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　にぎわ

令

い創出のための公共空

和

間の活用など、ウォー

６

カブ
・法的業務

高い
ル

年

なまちづくりに向けた

度

取組は必要性が高い。

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要
・市民生活上

和

必要である　など

　道

５

路や広場等の施設管理

年

者と適宜連携すること

度

で効率的
・コストの節

評

減、費用対効果
普通

に

価

事業推進が図られてお

）

り適正な執行体制であ

刈

る。また、
効率性 ・執

谷

行体制の効率性 必要に

市

応じて補助制度等を活

事

用し、コスト削減に努

務

めつつ
・手段の最適性

事

　など 取組を加速化さ

業

せている。

　公共空間

評

の活用等によるにぎわ

価

い創出は、総合計画に

シ

お
・市が主体となって

ー

実施する
高い

ける重点

ト

戦略、都市計画マスタ

（

ープランの新しい取組

様

等に
妥当性 　べき事業

式

であるか 位置づけられ

２

ており、当該事業の推

）

進は妥当性が高い。
・

会

総合計画との整合性　

計

など

　都市計画マスタ

名

ープランに記載の官民

担

連携まちづくりに

施策

当

への ・施策への貢献度

部

高い
必要な事業である

都

ため、継続的に取り組

市

む必要がある。
・目標

政

達成度
貢献度 ・市民サ

策

ービスへの効果　など

部

今後の方向性 □拡充

一

■現状維持　□改善・

般

効率化　□縮小　□終

会

期設定　□休止・廃止

計

　今後も引き続き、地

都

域や関係団体等とより

市

一層連携を深め、刈谷

拠

駅周辺のにぎわい創出

点

に向けて取り組む必要

活

があ
る。

用推進

Ｃ

事

Ｈ

Ｅ

Ｃ

業

Ｋ

∧

評

価

担

∨

当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 都市拠点係



係

計画を検討する必

要が

1

ある。
課題

指標名称（

0

単位）
実績値 目標値

３

6

年度 ４年度 ５年度 ６年

3

度 ８年度

成果 利用者満足度（％） 88.0 91.0 88.0 95.0 95.0
指標

指標
公認陸上競技場　第1種　名古屋市

他市との 　第2種　豊田市、知多市
比較検証 　第3種　名古屋市、豊橋市、豊川市、一宮市、半田市

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,148 14,556 116,500

財

源

特定財源 0 2,456 39,000

一般財源 6,148 12,100 77,500

職員人件費　② 1,893 1,882 1,914

総事業費（①＋②） 8,041 16,438 118,414

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

（

概

要

総合計画
分野 教

令

育文化

基本施策 スポー

和

ツ
施策体系

施策の内容

５

施設の整備・充実・開

年

放

目

的

　施設機

度

能を拡充することによ

評

り、市民のス

主
た
る
内

価

容

〇ウィングアリーナ

）

刈谷等の設備の修繕及

刈

び
ポーツ需要への対応

谷

と健康増進を図る。 　

市

改修工事
〇第3種公認

事

認定検定員による事前

務

検査

位
置
づ
け

関連計画

事

第3次刈谷市スポーツ

業

マスタープラン

根拠法

評

令 スポーツ基本法

対象

価

者 施設利用者 事業期間

シ

平成２１年度 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

当

事

業

実

績

３年度

部

実績 ４年度実績 ５年度

教

実績 ６年度計画

・ウィ

育

ングアリーナ刈谷 ・ウ

部

ィングアリーナ刈谷 ・

一

ウィングアリーナ刈谷

般

・ウィングアリーナ刈

会

谷
　ろ過装置修繕 　1

計

階女子更衣室等空調設

ウ

備調　メインアリーナ

ィ

等天井改修 メインア

ン

リーナ等天井改修
　点

グ

吊りワイヤー取替修繕

ア

　設備改修工事 設計

リ

工事
・ウェーブスタジ

ー

アム刈谷 ・ウェーブス

ナ

タジアム刈谷 ・ウェー

刈

ブスタジアム刈谷等 ・

谷

ウィングアリーナ刈谷

等

空調
放送室特別室床

施

修繕 　便所等バリアフ

設

リー化改修 　バリアフ

改

リー改修工事 設備改修

修

工事
誘導灯不具合修

事

繕 　工事設計業務委託

業

　 （Ｒ4繰越分） ・

担

ウェーブスタジアム刈

当

谷空
・グリーングラウ

課

ンド刈谷 調設備改修工

ス

事（R5繰越分）
人

ポ

工芝改修工事 ・ウィン

ー

グアリーナ刈谷他長
・

ツ

ウェーブスタジアム刈

課

谷 期修繕計画作成業務

款

改修工事
　施設整備

項

により利用者の安全性

目

や利便性の向上を図っ

担

た。

成果

　今後、施設

当

の老朽化により予期し

係

ない修繕等も考えられ

業

るため、日頃の点検を

務

強化した上で維持管理
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　市民

令

が利用できる施設の拡

和

充に必要な事業である

６

。
・法的業務

高い必要

年

性 ・市民ニーズ、社会

度

需要
・市民生活上必要

（

である　など

　計画的

令

な経費の執行が必要で

和

ある。
・コストの節減

５

、費用対効果
普通効率

年

性 ・執行体制の効率性

度

・手段の最適性　など

評

　市民がスポーツ活動

価

に参加しやすい環境づ

）

くりを推進す
・市が主

刈

体となって実施する
高

谷

い
る事業であり、市の

市

主体的な関与が必要で

事

ある。
妥当性 べき事

務

業であるか
・総合計画

事

との整合性　など

　ス

業

ポーツ施設の計画的な

評

整備に寄与している。

価

施策への ・施策への貢

シ

献度
高い・目標達成度

ー

貢献度 ・市民サービス

ト

への効果　など

今後の

（

方向性 □拡充　■現状

様

維持　□改善・効率化

式

　□縮小　□終期設定

２

□休止・廃止

　施設

）

が存続する限り計画的

会

な施設整備（公認工事

計

への対応、国際大会向

名

けの整備計画）が必要

担

である。

当部 教

Ｃ

育

Ｈ

Ｅ

Ｃ

部

Ｋ

∧

評

価

一

∨

般会計
ウィングアリーナ刈谷等施設改修事業

担当課 スポーツ課

款 項 目 担当係 業務係



ア

館刈 ・ＷＡ刈谷及びオ

パ

アシス館刈 ・ＷＡ刈谷

ラ

及びオアシス館刈
　谷

1

での常設展示ＰＲの実

0

施 　谷での常設展示Ｐ

6

Ｒの実施 谷での常設

2

展示ＰＲの実施 　谷で

競

の常設展示ＰＲの実施

技

・刈谷駅南北連絡通路

大

及び観 ・刈谷駅南北連

会

絡通路及び観 ・刈谷駅

推

南北連絡通路及び観 ・

進

刈谷駅南北連絡通路及

係

び観
　光案内所等でのＰＲの実施 　光案内所等でのＰＲの実施 光案内所等でのＰＲの実施 　光案内所等でのＰＲの実施
・観戦動員の実施　15試合 ・観戦動員の実施　17試合 ・観戦動員の実施　24試合 ・観戦動員の実施

　国内最高レベルの試合を間近で観戦できる機会があることを多くの市民に周知することや、ホームゲームへの市民親子

成果
招待、トップアスリートによるスポーツ教室、中学校部活動部員等のホームゲームへの招待等を通して「する・みる・さ

さえる」というスポーツの多面性の中で、一市民一スポーツの推進を図ることができた。

・パートナー制度の趣旨や目的に対する各チームや母体企業の理解の深化

・事業推進における各チームを始めとする関係各所との連携の一層の強化
課題

・パートナーチームに所属しない個人競技者への支援のあり方についての検討

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 刈谷キラキラ教室実施回数（回） 3 8 10 8 8
指標
活動 学校派遣型刈谷キラキラ教室実施回数（回） 4 2 0 2 4
指標

トップレベルの多くの競技に身近で触れ合うことが出来る、全国的にもあまり類を見ない本市のスポーツ
他市との 環境は、スポーツ振興を図る上で、本市の大きな強みとなっている。
比較検証

Ｄ

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千

Ｏ

円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予

∧

算） 事業費内訳

事業費　① 1,195 512 747

実

財

源

特定財源 0 0 0

施

一般財源 1,195 51

∨

2 747

職員人件費　② 4,542 4,518 3,827

総事業費（①＋②） 5,737 5,030 4,574

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６年

Ｐ

Ｌ

度

Ａ

Ｎ

∧

計

（

画

∨

Ａ

事

業

概

令

要

総合計画
分野 教育

和

文化

基本施策 スポーツ

５

施策体系
施策の内容 ス

年

ポーツを通じたまちづ

度

くり

目

的

　全国

評

や世界で活躍するスポ

価

ーツチームの情

主
た
る

）

内
容

○ホームタウンパ

刈

ートナー連絡会の開催

谷

（年2
報等を市民に周

市

知することで、地域に

事

親しま 　回）
れるチー

務

ム作りに寄与するとと

事

もに、「みる ○刈谷キ

業

ラキラ教室の開催
スポ

評

ーツ」の促進を図り、

価

本市の更なるスポ ○ホ

シ

ームタウンパートナー

ー

チーム啓発用リー
ーツ

ト

の活性化に寄与する。

（

フレット等の作成
○

様

ウィングアリーナ（Ｗ

式

Ａ）刈谷等での啓発

１

活動の実施

位
置
づ
け

関

）

連計画 第3次刈谷市ス

会

ポーツマスタープラン

計

根拠法令

対象者 市民、

名

ホームタウンパートナ

担

ーチーム 事業期間 平成

当

２７年度 ～

実施方法 ■

部

直営　□委託　□指定

教

管理　□補助・助成　

育

□その他

部

一般会計
ホーム

Ｂ

事

タ

業

実

績

３年度実績

ウ

４年度実績 ５年度実績

ン

６年度計画

・パートナ

パ

ー数　13チーム ・パ

ー

ートナー数　13チー

ト

ム ・パートナー数　1

ナ

3チーム ・パートナー

ー

数　12チーム
・連絡

事

会の開催　  3回

業

・連絡会の開催　　　

担

 3回 ・連絡会の開催

当

 3回 ・連絡会

課

の開催　　　 2回
・

ス

刈谷キラキラ教室　 

ポ

7回 ・刈谷キラキラ教

ー

室　10回 ・刈谷キラ

ツ

キラ教室　10回 ・刈

課

谷キラキラ教室　10

款

回
・リーフレット作成

項

・リーフレット、うち

目

わ作成 ・リーフレット

担

、うちわ作成 ・啓発物

当

品の作成
・市民だより

係

等でのＰＲ実施 ・市民

ア

だより等でのＰＲ実施

ジ

・市民だより等でのＰ

ア

Ｒ実施 ・市民だより等

・

でのＰＲ実施
・ＷＡ刈

ア

谷及びオアシス館刈 ・

ジ

ＷＡ刈谷及びオアシス
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評

令

価 評価の理由

　本市の

和

強み及び特性である様

６

々な競技で日本トップ

年

レベ
・法的業務

高い
ル

度

のチームやアスリート

（

が市内に数多く存在し

令

ている全国
必要性 ・市

和

民ニーズ、社会需要 的

５

にも恵まれたスポーツ

年

環境を活用した事業で

度

あり、地域
・市民生活

評

上必要である　など の

価

スポーツ振興や活性化

）

、本市の魅力発信のた

刈

めに必要性
の高い事業

谷

である。
　事業の実施

市

にあたって、パートナ

事

ーチームの理解の下、

務

・コストの節減、費用

事

対効果
高い

グッズや観

業

戦機会の提供、地域貢

評

献活動としての本市事

価

業
効率性 ・執行体制の

シ

効率性 への積極的な協

ー

力などをいただいてお

ト

り、協働による取り
・

（

手段の最適性　など 組

様

みとして、事業の効率

式

性、費用対効果は高い

２

と考えられ
る。
　住み

）

よいまちづくりや市の

会

魅力発信のための本市

計

の強み
・市が主体とな

名

って実施する
高い

や特

担

性を活用した事業であ

当

るため、市が主体的に

部

実施すべ
妥当性 　べき

教

事業であるか きである

育

。
・総合計画との整合

部

性　など

　第3次刈谷

一

市スポーツマスタープ

般

ランの施策として推進

会

を

施策への ・施策への

計

貢献度
高い

図っており

ホ

、「する、みる、ささ

ー

える」スポーツを通じ

ム

た
・目標達成度 魅力あ

タ

るまちづくりに貢献し

ウ

ている。
貢献度 ・市民

ン

サービスへの効果　な

パ

ど

今後の方向性 ■拡充

ー

□現状維持　□改善

ト

・効率化　□縮小　□

ナ

終期設定　□休止・廃

ー

止

　第3次刈谷市スポ

事

ーツマスタープランで

業

は、施策のスポーツを

担

通じたまちづくりに位

当

置付けられ、恵まれた

課

スポーツ
環境を有する

ス

本市だからこそ実施で

ポ

きる特色のある事業で

ー

ある。本事業は、地域

ツ

のスポーツ振興や活性

課

化、本市の魅
力向上・

款

発信のために非常に有

項

益であると考えられる

目

ため、今後についても

担

各パートナーチームと

当

の連携の強化等を
図り

係

、事業の一層の充実を

ア

目指していく。

ジア・ア

Ｃ

Ｈ

Ｅ

ジ

Ｃ

Ｋ

∧

評

ア

価

∨



市主 ・かきつばたマラソン等市主
催事業への協力 催事業への協力 催事業への協力 催事業への協力

・定例会等の開催 ・定例会等の開催 ・定例会等の開催 ・定例会等の開催
　地域のスポーツコーディネーターとして、一市民一スポーツの推進に寄与することができた。

成果
　支部会及び部会、企画委員会をそれぞれ毎月1回定例で開催することにより、スポーツ推進委員間の情報共有や交流促

進、連携強化等が図られ、事業等を円滑に実施することができた。

・スポーツ推進委員の資質の向上と技能の習得

・人口等に比した適切な人数の確保及び推進委員の高齢化への対策
課題

・委員の選定方法や報酬額についての検討

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 週1回以上スポーツをしている市民の割合（％） ― 48.1 ― 50.9 56.5
指標

指標
近隣市の推進委員の数及び委員1人あたりの人口（令和元年度：愛知県スポーツ局より）

他市との 　刈谷市50人／3,060人　
比較検証 　碧南市30人／2,400人　安城市57人／3,298人　知立市28人／2,471人　高浜市25人／1,920人

　岡崎市119人／3,252人 西尾市62人／2,726人　豊田市156人／2,731人　みよし市22人／2,818人

Ｄ

Ｏ

Ｃ

事

業

コ

ス

∧

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算）

実

（決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 331 806 4

施

,890

∨

財

源

特定財源 0 30 0

一般財源 331 776 4,890

職員人件費　② 2,271 3,765 0

総事業費（①＋②） 2,602 4,571 4,890

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

６

Ｌ

Ａ

Ｎ

年

∧

計

画

∨

Ａ

事

度

業

概

要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

スポーツ
施策体系

施策

和

の内容 ささえる人材の

５

育成

目

的

　地域

年

のスポーツ推進のため

度

に活動するスポ

主
た
る

評

内
容

○研修会等への参

価

加
ーツ推進委員の支援

）

を行う。 〇定例会議の

刈

開催
○自主事業の開催

谷

〇啓発冊子の発行
〇市

市

民の要望に応じた実技

事

指導の実施
〇学校、公

務

民館等の教育機関その

事

他行政機関
　が行うス

業

ポーツ行事又は事業へ

評

の協力

位
置
づ
け

関連計

価

画 第3次刈谷市スポー

シ

ツマスタープラン

根拠

ー

法令 スポーツ基本法、

ト

刈谷市スポーツ推進委

（

員に関する規則

対象者

様

市民、スポーツ推進委

式

員 事業期間 昭和３７年

１

度 ～

実施方法 ■直営

）

□委託　□指定管理

会

□補助・助成　□その

計

他

名 担当部 教育部

一

Ｂ

事

業

実

般

績

３年度実績 ４年度

会

実績 ５年度実績 ６年度

計

計画

・自主事業の開催

ス

・自主事業の開催 ・自

ポ

主事業の開催 ・自主事

ー

業の開催
スポーツふ

ツ

れあいｄａｙ　 スポ

推

ーツふれあいｄａｙ　

進

　スポーツふれあいｄ

委

ａｙ　 スポーツふれ

員

あいｄａｙ　
　ＧＯＧ

事

Ｏウォーキング ＧＯ

業

ＧＯウォーキング 　Ｇ

担

ＯＧＯウォーキング 　

当

ＧＯＧＯウォーキング

課

ノルディック・ウォ

ス

ークス ノルディック

ポ

・ウォークス 　ノルデ

ー

ィック・ウォークス

ツ

ノルディック・ウォー

課

クス
テーション テ

款

ーション 　テーション

項

　計19回 テーショ

目

ン
・啓発冊子の発行 

担

4回 ・啓発冊子の発行

当

 4回 ・啓発冊子の発

係

行　4回 ・啓発冊子の

普

発行
・地域への推進員

及

派遣　9回 ・地域への

係

推進員派遣　19回 ・

1

地域への推進員派遣　

0

32回 ・地域への推進

6

員派遣
・かきつばたマ

2

ラソン等市主 ・かきつばたマラソン等市主 ・かきつばたマラソン等



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　地域に密着したスポ

令

ーツ活動を活性化し、

和

生涯スポーツ
・法的業

６

務
高い

を推進するため

年

、市民の身近な立場の

度

推進役であるスポー
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 ツ推進委員の活

和

動は必要である。
・市

５

民生活上必要である　

年

など

　刈谷市スポーツ

度

推進委員協議会を組織

評

し、自主事業を行
・コ

価

ストの節減、費用対効

）

果
普通

うなど、市民の

刈

スポーツ推進に寄与し

谷

ている。
効率性 ・執行

市

体制の効率性
・手段の

事

最適性　など

　刈谷市

務

におけるスポーツの推

事

進のため、指導と助言

業

を行
・市が主体となっ

評

て実施する
普通

うとと

価

もに、地域と行政のパ

シ

イプ役あるいはコーデ

ー

ィネー
妥当性 　べき事

ト

業であるか トを行って

（

いる。
・総合計画との

様

整合性　など

スポー

式

ツ推進委員の活動を促

２

進し、地域のスポーツ

）

振興

施策への ・施策へ

会

の貢献度
高い

施策の充

計

実を図っている。
・目

名

標達成度
貢献度 ・市民

担

サービスへの効果　な

当

ど

今後の方向性 □拡充

部

■現状維持　□改善

教

・効率化　□縮小　□

育

終期設定　□休止・廃

部

止

スポーツ推進委員

一

は、主体的で自立的な

般

コーディネーターとし

会

て役割を推進し、地域

計

をコーディネートしな

ス

がら、
市民と協働によ

ポ

る健康で豊かなスポー

ー

ツライフの実現を目指

ツ

していく。

推進委員

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

事

Ｋ

∧

評

価

業

∨

担当課 スポーツ課

款 項 目 担当係 普及係

10 6 2



いくかが課題である。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 大河ドラマ「どうする家康」スペシャルトークｉｎ ― ― 1,300 ― ―
指標 刈谷　入場者数（人）　
活動 水野家ゆかりのまち交流宣言１０周年記念事業記念 ― ― 1,155 ― ―
指標 式典、講演会　入場者数（人）

　本市の魅力に合わせた独自の取り組みであるため、他市と比較できない。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

職員人件費　② 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0

建
設
事
業

全体事業費（

Ｄ

単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｏ

∧

実

施

∨

水野家ゆかりのまち交流宣言１０周年記念

事業

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

度

Ｎ

∧

計

画

（

∨

Ａ

事

業

概

要

令

総合計画
分野 教育文化

和

基本施策 歴史・文化・

５

観光交流
施策体系

施策

年

の内容 歴史文化の普及

度

・啓発・活用

目

評

的

　水野家ゆかりのま

価

ち交流宣言１０周年及

）

び

主
た
る
内
容

○大河ド

刈

ラマ「どうする家康」

谷

関係
大河ドラマ「どう

市

する家康」の放送を、

事

水野 　大河ドラマ「ど

務

うする家康」スペシャ

事

ル　
家ゆかりの地とし

業

ての歴史に興味を持っ

評

ても トークｉｎ刈谷

価

の開催
らう好機と捉え

シ

、市民等へ広く知らし

ー

め、刈 ○水野家ゆかり

ト

のまち交流宣言１０周

（

年記念
谷市に対する誇

様

りや愛着を醸成する。

式

関係
記念式典及び

１

講演会の開催、関連イ

）

ベント
の開催

位
置
づ

会

け

関連計画

根拠法令

対

計

象者 対象者を限定せず

名

事業期間 令和５年度 ～

担

令和５年度

実施方法 ■

当

直営　■委託　□指定

部

管理　□補助・助成　

市

□その他

民活動部

一般会計

Ｂ

事

担

業

実

績

３年度実績

当

４年度実績 ５年度実績

課

６年度計画

・大河

文

ドラマ「どうする家康

化

」スペシャルト

観

ークｉｎ刈谷

光

 5月

課

21日
・水野家

款

ゆかりのまち交流宣

項

　―――――――

目

　―――――――

担

言１０周年記念事業

当

　―――――――
　

係

記念式典、講演会

文化

　10月22

振

日
　関連イベント

興

　10月21日

係

～29日

　大河ドラマ

2

「どうする家康」スペ

1

シャルトークｉｎ刈谷

2

及び水野家ゆかりのまち交流宣言１０周年記念事業を実施した

成果
ことで、水野家ゆかりの地としての歴史を市民等へ広く知ってもらうことができた。

　今後も、何年周期で水野家ゆかりのまち交流宣言記念事業を継続して



流宣言１０周年記念

事業

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評

令

価の理由

　事業の実施

和

を通じて、水野家ゆか

６

り地としての歴史を共

年

・法的業務
高い

通の財

度

産として次世代へ継承

（

する。自治体間の交流

令

を深め
必要性 ・市民ニ

和

ーズ、社会需要 文化振

５

興等を促進する。水野

年

家の歴史をはじめ、各

度

々の自
・市民生活上必

評

要である　など 治体の

価

歴史と文化を大切にし

）

たまちづくりを進め、

刈

互いに
水野家ゆかりの

谷

まちの魅力を高める。

市

　縁の絆を活かした交

事

流により、水野家を中

務

心とした各々
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

業

通
の自治体の歴史文化

評

に興味と誇りを持って

価

もらい、地域の
効率性

シ

・執行体制の効率性 活

ー

性化を図る一助とする

ト

ことができる。
・手段

（

の最適性　など

　事業

様

の実施を通じて、総合

式

計画にある「歴史文化

２

の普及
・市が主体とな

）

って実施する
高い

・啓

会

発・活用」を進めるこ

計

とができる。また、水

名

野家を中
妥当性 　べき

担

事業であるか 心とした

当

各自治体との多面的な

部

交流促進の観点から、

市

市が
・総合計画との整

民

合性　など 中心となり

活

主体的に実施すべきで

動

ある。

　事業の実施に

部

より、市民等に水野家

一

ゆかりの地の歴史を

施

般

策への ・施策への貢献

会

度
高い

知ってもらうこ

計

とを通して、誇りや愛

担

着を感じてもらうこ
・

当

目標達成度 とができる

課

ことから、施策への貢

文

献度は高い。
貢献度 ・

化

市民サービスへの効果

観

　など

今後の方向性 □

光

拡充　□現状維持　□

課

改善・効率化　□縮小

款

　□終期設定　■休止

項

・廃止

　記念事業であ

目

ることから、単年度で

担

廃止とする。

当係 文化

Ｃ

Ｈ

Ｅ

振

Ｃ

Ｋ

∧

評

興

価

∨

係

2 1 2

水野家ゆかりのまち交



1

も予算を上回り好調で

3

あった。

　工作イベントをＧＷに多く開催したが、集客が想定より少なかった。実施する負担を含め勘案し、計画していく必要が

ある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 入場者数（人） ― ― 6,917 ― ―
指標
活動 来館者アンケートの満足度「とてもよい」「よい」 ― ― 85.1 ― ―
指標 の割合（％）

　展示室の面積、展示期間が博物館によって異なるため、当館との比較は難しい。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

職員人件費　② 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

度

∨

Ａ

事

業

概

要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 歴史・文化・

和

観光交流
施策体系

施策

５

の内容 歴史文化の普及

年

・啓発・活用

目

度

的

　企画展「北斎漫画

評

－驚異の眼・驚異の筆

価

－

主
た
る
内
容

〇企画展

）

の開催
」を開催し、浮

刈

世絵師である葛飾北斎

谷

のベス 　会期　令和5

市

年4月22日～6月4

事

日（38日間）
トセラ

務

ー「北斎漫画」を紹介

事

する。 　入場料　一般

業

（高校生以上）　60

評

0円
　本展覧会を通し

価

て、江戸時代の大衆文

シ

化に 　中学生

ー

以下・障害者　無料
つ

ト

いて、学ぶ機会を提供

（

する。

位
置
づ
け

関連計

様

画 第2次刈谷市文化振

式

興基本計画、刈谷市歴

１

史博物館基本計画

根拠

）

法令 文化財保護法、博

会

物館法

対象者 対象者を

計

限定せず 事業期間 令和

名

５年度 ～ 令和５年度

実

担

施方法 ■直営　■委託

当

□指定管理　□補助

部

・助成　□その他

市民活動部

一般会計

Ｂ

事

業

実

績

３

北

年度実績 ４年度実績 ５

斎

年度実績 ６年度計画

漫

・講演会 　1

画

回
・展示説明会

展

　1回
・講座

開

　1回

催

・工作イベント　3種

事

延べ14回　
　―

業

―――――― 　―

担

―――――― ・会期中

当

クイズラリーを実施

課

　―――――――

　

歴

江戸時代を代表する浮

史

世絵師である葛飾北斎

博

の企画展を開催するこ

物

とで、新規来館者を含

館

む、多くの来館者を獲

款

得する

成果
ことができ

項

た。期間内に複数回鑑

目

賞できるパスポートの

担

発売や、同時期に浮世

当

絵を題材とした企画展

係

を開催しているかわ

ら

歴

美術館とクイズラリー

史

や相互割引を行うなど

博

、より企画展を楽しん

物

でもらう新たな試みを

館

実施することができた

1

。来館

者アンケートの

0

満足度も約85％と高

5

く、関連グッズも販売



3

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　博物館法第

令

3条において、資料の

和

展示に関する規定が明

６

記
・法的業務

普通
され

年

ていることから、企画

度

展の開催は博物館の主

（

要な事業
必要性 ・市民

令

ニーズ、社会需要 の一

和

つである。
・市民生活

５

上必要である　など

　

年

同一の所蔵元から一括

度

で良質な作品を借り上

評

げ、資料の
・コストの

価

節減、費用対効果
普通

）

調査や輸送等を効率的

刈

に行った。
効率性 ・執

谷

行体制の効率性 　また

市

、著名な人物の作品を

事

取り扱うことで多くの

務

来館者
・手段の最適性

事

　など を獲得し、図録

業

や関連グッズを多く販

評

売することで歳入を
増

価

やすことにつながった

シ

。
　今後も、市民の郷

ー

土への愛着を育む刈谷

ト

の歴史を取り上
・市が

（

主体となって実施する

様

普通
げる企画展を中心

式

に開催していくが、新

２

たな来館者の掘り
妥当

）

性 　べき事業であるか

会

起こしや、広く歴史に

計

触れる機会を提供する

名

ため、巡回展
・総合計

担

画との整合性　など の

当

開催も検討していく。

部

　浮世絵師として著名

市

な葛飾北斎の「漫画」

民

という分野の

施策への

活

・施策への貢献度
高い

動

良質な作品を多数紹介

部

することで、市民の文

一

化財保護や歴
・目標達

般

成度 史への興味を高め

会

ることができ、ひいて

計

は生涯学習への意
貢献

北

度 ・市民サービスへの

斎

効果　など 識を高める

漫

ことができた。

今後の

画

方向性 □拡充　■現状

展

維持　□改善・効率化

開

　□縮小　□終期設定

催

□休止・廃止

　年数

事

回、市民の興味関心を

業

喚起するテーマを設定

担

し、魅力ある企画展を

当

開催していく。貴重な

課

文化財の公開にあた
っ

歴

ては一定のコストがか

史

かるため、展示内容に

博

よっては入場料を設定

物

し、一部受益者負担に

館

よって補う。

款 項 目 担

Ｃ

Ｈ

Ｅ

当

Ｃ

Ｋ

∧

評

係

価

∨

歴史博物館

10 5 1



5

生かすことができた。

1

企画展の周知の中で井

3

ケ谷古

窯に関する情報や資料を入手することができ、一部散逸していた資料の収集に繋がった。

　企画展の広報方法やチラシ等の印刷物の作成数についての反省点を、今後の効果的かつ効率的な運営に活かしていきた

い。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 入場者数（人） ― ― 3,566 ― ―
指標
活動 来館者アンケートの満足度「とてもよい」「よい」 ― ― 92.4 ― ―
指標 の割合（％）

　展示室の面積、展示期間が博物館によって異なるため、当館との比較は難しい。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

職員人件費　② 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事

Ｄ

業費見込 0

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

画

度

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 教育文

令

化

基本施策 歴史・文化

和

・観光交流
施策体系

施

５

策の内容 歴史文化の普

年

及・啓発・活用

目

度

的

　企画展「井ケ谷

評

古窯展‐いにしえの刈

価

谷の

主
た
る
内
容

〇企画

）

展の開催
ものづくり‐

刈

」を開催し、刈谷市北

谷

部にある 　会期　令和

市

5年7月22日～9月

事

10日（44日間）
古

務

代～中世にかけての窯

事

跡、井ケ谷古窯跡群 　

業

入場料　無料
について

評

学ぶ機会を提供する。

価

　また、愛知教育大学

シ

、他市から考古資料を

ー

借用し、より具体的か

ト

つ視覚的に学びを得る

（

場を提供する。

位
置
づ

様

け

関連計画 第2次刈谷

式

市文化振興基本計画、

１

刈谷市歴史博物館基本

）

計画

根拠法令 文化財保

会

護法、博物館法

対象者

計

対象者を限定せず 事業

名

期間 令和５年度 ～ 令和

担

５年度

実施方法 ■直営

当

■委託　□指定管理

部

□補助・助成　□そ

市

の他

民活動部

一般会計

Ｂ

事

業

井

実

績

３年度実績 ４年

ケ

度実績 ５年度実績 ６年

谷

度計画

・講演会

古

　1回

窯

・ギャラリートーク

展

　1回
・バス

開

ツアーイベント　1回

催

・愛知教育大学

事

連携イベント
　

業

――――――― 　

担

―――――――

当

　1回

課

　―――――――

歴

・歴史体験イベント

史

　1回
・ハイウェイオ

博

アシスイベン
ト

物

　1回

　

館

展示を通して来館者が

款

市北部の歴史について

項

触れ、郷土愛を深める

目

機会を提供できた。市

担

北部の方が歴史博物館

当

を認知

成果
し来館する

係

機会にも繋がった。ま

歴

た、愛知教育大学との

史

連携イベントを開催し

博

たことで、大学敷地内

物

に古窯が分布してい

る

館

ことを周知することが

1

でき、参加した学生の

0

教材研究や教育体験に
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　博物館法

令

第3条において、資料

和

の展示に関する規定が

６

明記
・法的業務

普通
さ

年

れていることから、企

度

画展の開催は博物館の

（

主要な事業
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 の

和

一つである。
・市民生

５

活上必要である　など

年

　資料の借用、公開に

度

あたっては、輸送によ

評

る資料の劣化
・コスト

価

の節減、費用対効果
普

）

通
や破損を防ぐととも

刈

に公開中における資料

谷

の劣化を防止す
効率性

市

・執行体制の効率性 る

事

最適な方法を検討した

務

上で行っている。
・手

事

段の最適性　など

　地

業

域の歴史に関する展示

評

は、市民の郷土への愛

価

着の向上
・市が主体と

シ

なって実施する
普通

に

ー

つながることから、継

ト

続的に取り組む必要が

（

あり、指定
妥当性 　べ

様

き事業であるか 管理者

式

制度はなじまない。市

２

が主体となって取り組

）

むこと
・総合計画との

会

整合性　など で、市の

計

魅力発信にも繋がる。

名

　市内地域の名前を冠

担

する遺跡の企画展を行

当

うことで、市

施策への

部

・施策への貢献度
高い

市

北部の市民にも歴史博

民

物館を認知し、訪問を

活

促す機会とな
・目標達

動

成度 り、市民の郷土へ

部

の愛着の向上に繋がっ

一

た。また、散逸資
貢献

般

度 ・市民サービスへの

会

効果　など 料の収集に

計

も繋がり、博物館の役

井

割の一つである「資料

ケ

収
集」にも貢献した。

谷

今後の方向性 □拡充

古

■現状維持　□改善・

窯

効率化　□縮小　□終

展

期設定　□休止・廃止

開

　年数回、市民の興味

催

関心を喚起するテーマ

事

を設定し、魅力ある企

業

画展を開催していく。

担

貴重な文化財の公開に

当

あた
っては一定のコス

課

トがかかるため、展示

歴

内容によっては入場料

史

を設定し、一部受益者

博

負担によって補う。

物館

款 項

Ｃ

Ｈ

目

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

担

評

価

∨

当係 歴史博物館

10 5



0

カーの販売や、姫をイ

5

メージしたお茶会を開

1

催し新規来館者を獲得

3

することができた。

　大河ドラマの影響で県内各所で企画展を広報する機会に恵まれたが、そのためチラシが一次的に不足し増刷する必要が

生じた。今回の企画展の広報方法やチラシ等の印刷物の作成数についての反省点を、今後の効果的かつ効率的な運営に活
課題

かしていきたい。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 入場者数（人） ― ― 3,502 ― ―
指標
活動 来館者アンケートの満足度「とてもよい」「よい」 ― ― 89.5 ― ―
指標 の割合（％）

　展示室の面積、展示期間が博物館によって異なるため、当館との比較は難しい。
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

職員人件費　② 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0

建
設
事

Ｄ

業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

Ｏ

７年度以降の事業費見込 0

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 教育

令

文化

基本施策 歴史・文

和

化・観光交流
施策体系

５

施策の内容 歴史文化の

年

普及・啓発・活用

目

度

的

　企画展「姫た

評

ちの想い～家康を支え

価

た水野

主
た
る
内
容

〇企

）

画展の開催
家の女性た

刈

ち～」を開催し、徳川

谷

家康を支え 　会期　令

市

和5年10月14日～

事

11月26日
た母・於

務

大の方など水野家出身

事

の女性たちを 　（

業

38日間）
紹介し、当

評

時の女性について学ぶ

価

機会を提供 　入場料　

シ

一般（高校生以上）8

ー

00円
する。また他市

ト

から資料を借用し、よ

（

り具体 　中学

様

生以下・障害者　無料

式

的かつ視覚的に学びを

１

得る機会を提供する。

）

位
置
づ
け

関連計画 第2

会

次刈谷市文化振興基本

計

計画、刈谷市歴史博物

名

館基本計画

根拠法令 文

担

化財保護法、博物館法

当

対象者 対象者を限定せ

部

ず 事業期間 令和５年度

市

～ 令和５年度

実施方法

民

■直営　■委託　□指

活

定管理　□補助・助成

動

　□その他

部

一般会計
姫たち

Ｂ

事

の

業

実

績

３年度実

想

績 ４年度実績 ５年度実

い

績 ６年度計画

・講

展

演会　 　2

開

回
・展示説明会

催

　1回

事

・工作イベント

業

　1回
・お茶会

担

　2回

当

　―――――――

課

　―――――――

歴

・ゆるキャライベント

史

　1回 　――――

博

―――
・会期中クイズ

物

ラリーを実施

　大河ド

館

ラマ「どうする家康」

款

で注目された於大を中

項

心に、一般的に知られ

目

ていない水野家出身の

担

女性たち（妙春尼、か

当

成果
な姫）の事蹟も紹

係

介し、刈谷にゆかりの

歴

ある女性の活躍などを

史

市民に周知することが

博

できた。歴史博物館初

物

の試みである

飲食イベ

館

ントとして、ゆるキャ

1

ライベントでキッチン
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　博物館

令

法第3条において、資

和

料の展示に関する規定

６

が明記
・法的業務

普通

年

されていることから、

度

企画展の開催は博物館

（

の主要な事業
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

の一つである。
・市民

５

生活上必要である　な

年

ど

　資料の借用公開に

度

あたっては、輸送によ

評

る資料の劣化や
・コス

価

トの節減、費用対効果

）

普通
破損を防ぐと共に

刈

、公開中における資料

谷

の劣化を防止する
効率

市

性 ・執行体制の効率性

事

最適な方法を検討した

務

上で行っている。
・手

事

段の最適性　など

　地

業

域の歴史に関する展示

評

は、市民の郷土への愛

価

着の向上
・市が主体と

シ

なって実施する
普通

に

ー

つながることから、継

ト

続的に取り組む必要が

（

あり、指定
妥当性 　べ

様

き事業であるか 管理者

式

制度はなじまない。特

２

に大河ドラマで舞台と

）

なった
・総合計画との

会

整合性　など 刈谷で魅

計

力あるゆかりの企画展

名

を開催すること、は、

担

郷土
の歴史への愛着を

当

深めることにもつなが

部

る。
　寺院の秘仏や、

市

遠方の他館で所蔵され

民

ている普段は目に

施策

活

への ・施策への貢献度

動

高い
することのできな

部

い貴重な文化財を公開

一

することで、市民
・目

般

標達成度 の文化財保護

会

や歴史への興味を高め

計

ることができ、ひいて

姫

貢献度 ・市民サービス

た

への効果　など は生涯

ち

学習への意識を高める

の

ことができる。

今後の

想

方向性 □拡充　■現状

い

維持　□改善・効率化

展

　□縮小　□終期設定

開

□休止・廃止

　年数

催

回、市民の興味関心を

事

喚起するテーマを設定

業

し、魅力ある企画展を

担

開催していく。貴重な

当

文化財の公開にあた
っ

課

ては一定のコストがか

歴

かるため、展示内容に

史

よっては入場料を設定

博

し、一部受益者負担に

物

よって補う。

館

款 項 目

Ｃ

Ｈ

Ｅ

担

Ｃ

Ｋ

∧

評

当

価

∨

係 歴史博物館

10



史

組160年記念講演会

博

、連
　続講座の開催

・

物

簡単工作にポイントカ

館

ード制度が定着し継続

1

的な来館に繋がり、来

0

館者数の増加に貢献し

5

た。

成果
・歴史体験講

1

座をはじめ利用者のニ

3

ーズにあった講座、イベント内容の選定を行うことによりアンケート結果においても

満足度の高いイベント開催することができた。

　各回の定員が少ないので抽選に漏れてしまう方が多いが、会場規模が限られる中での工夫が必要である｡

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 簡単工作参加者数（人） 1,584 2,502 2,618 2,600 2,600
指標
成果 歴史体験講座受講者数（人） 319 243 245 250 250
指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,158 5,199 5,125

財

源

特定財源 191 424 634

一般財源 2,967 4,775 4,491

職員人件費　② 4,944 5,180 6,759

総事業費（①＋②） 8,102 10,379 11,884

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積

Ｄ

事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

度

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合計

令

画
分野 教育文化

基本施

和

策 歴史・文化・観光交

５

流
施策体系

施策の内容

年

歴史文化の普及・啓発

度

・活用

目

的

　市

評

民が歴史文化を学ぶ機

価

会を創出し、郷土

主
た

）

る
内
容

○市内中学1年

刈

生向けの歴史博物館見

谷

学
の歴史文化に対する

市

誇りと愛着を育む。 ○

事

歴史体験講座の開催
○

務

簡単工作の実施
○甲冑

事

試着体験の開催
○古文

業

書解読講座の開催

位
置

評

づ
け

関連計画 第2次刈

価

谷市文化振興基本計画

シ

、刈谷市歴史博物館基

ー

本計画

根拠法令 社会教

ト

育法、博物館法

対象者

（

対象者を限定せず 事業

様

期間 令和元年度 ～

実施

式

方法 ■直営　■委託

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 市民

Ｂ

活

事

業

実

績

３年

動

度実績 ４年度実績 ５年

部

度実績 ６年度計画

・市

一

内中学1年生見学 ・市

般

内中学1年生見学 ・市

会

内中学1年生見学 ・市

計

内中学1年生見学

参

　1,177人　

加

中止1校

・

　6校　1,296人

体

　 6校

験

　1,341人・歴史

型

体験講座開催　10回

歴

・歴史体験講座開催

史

　10回 ・歴史体験講

文

座開催　　10回 ・歴

化

史体験講座開催　10

教

回 ・簡単工作の実施
・

育

簡単工作の実施 ・簡単

普

工作の実施 ・簡単工作

及

の実施 ・甲冑レプリカ

事

試着体験開催
・甲冑レ

業

プリカ試着体験開催 ・

担

甲冑レプリカ試着体験

当

開催 ・甲冑レプリカ試

課

着体験開催 ・歴博ゼミ

歴

ナールの開催
・ミュー

史

ジアムシアター開催 ・

博

ミニシアターの上映 ・

物

歴博ゼミナールの開催

館

・古文書解読講座の開

款

催
・甲冑まつり開催 ・

項

マジックショーの開催

目

・古文書解読講座の開

担

催
・古文書解読講座の

当

開催 ・古文書解読講座

係

の開催 ・開館5周年記

歴

念イベント開催
・天誅
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　博物館における教

和

育普及活動は、博物館

６

法第3条において
・法

年

的業務
高い

博物館が行

度

う事業の一つとして明

（

記されており、必要性

令

の
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 高い事業で

５

ある。また、中学校学

年

習指導要領（社会科）

度

に
・市民生活上必要で

評

ある　など おいて、「

価

博物館、郷土資料館な

）

どの地域の施設の活用

刈

」
が挙げられており、

谷

学校教育上必要な事業

市

でもある。
　学校見学

事

については、指導主事

務

と学芸員が連携して行

事

い､
・コストの節減、

業

費用対効果
普通

継続し

評

て実施することで質の

価

向上に努めている。ま

シ

た、歴
効率性 ・執行体

ー

制の効率性 史体験講座

ト

等については、多様な

（

サービスを提供する観

様

点
・手段の最適性　な

式

ど から業務委託による

２

運営を行っており、最

）

大の効果を出せ
る状況

会

にある。
　学校見学に

計

おいては、現場を熟知

名

している指導主事が学

担

・市が主体となって実

当

施する
高い

校と博物館

部

の橋渡し役を務めてい

市

る。また、歴史体験講

民

座
妥当性 べき事業で

活

あるか 等においても学

動

芸員の経験等が求めら

部

れることから、市が
・

一

総合計画との整合性　

般

など 主体となって実施

会

するのが妥当である。

計

　教科書に載っていな

参

い地域の歴史を伝える

加

施設は市内に

施策への

・

・施策への貢献度
高い

体

おいても他にあるが、

験

刈谷の歴史を総合的に

型

伝える施設は
・目標達

歴

成度 博物館以外になく

史

、市民に地元への愛着

文

を持つ機会を提供
貢献

化

度 ・市民サービスへの

教

効果　など する役割が

育

期待されている。

今後

普

の方向性 □拡充　■現

及

状維持　□改善・効率

事

化　□縮小　□終期設

業

定　□休止・廃止

　博

担

学連携に関して、学校

当

では体験できない博物

課

館ならではの体験学習

歴

の支援を今後も行って

史

いく。また、令和5年

博

度
に施行された改正博

物

物館法を踏まえた、イ

館

ンターネットやデジタ

款

ル端末の活用を進めて

項

いく必要がある。

目 担当係

Ｃ

Ｈ

Ｅ

歴

Ｃ

Ｋ

∧

史

評

価

∨



指標
成果 来場者数（万人） 635 737 800 800 850
指標

他のハイウェイオアシスの来場者数（令和4年度）
他市との ・各務原市　河川環境楽園（約412万人）
比較検証 ・豊田市　鞍ケ池公園（約146万人）

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 570,457 480,424 13,449

財

源

特定財源 550,013 198,219 0

一般財源 20,444 282,205 13,449

職員人件費　② 12,492 7,341 4,210

総事業費（①＋②） 582,949 487,765 17,659

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 都市基盤

基本

令

施策 公園緑地･緑化
施

和

策体系
施策の内容 特色

５

ある公園の整備

目

年

的

　伊勢湾岸自動車

度

道の刈谷パーキング施

評

設と

主
た
る
内
容

○第1

価

、第2、第3駐車場の

）

改修
一体となった新た

刈

なアミューズメント空

谷

間の ○第二期整備区域

市

の整備（駐車場、広場

事

）
創出を行い、あわせ

務

て岩ヶ池や周辺の森林

事

を ○第三期整備区域の

業

拡張整備（歩道橋、駐

評

車
活かした「自然とふ

価

れあい、遊び、学ぶ」

シ

場 場）
を創出する。

ー

位
置
づ
け

関連計画 第3

ト

次緑の基本計画　第3

（

次観光推進基本計画

根

様

拠法令 都市公園法

対象

式

者 市民 事業期間 平成５

１

年度 ～

実施方法 ■直営

）

■委託　□指定管理

会

□補助・助成　□そ

計

の他

名 担当部 都市公園

Ｂ

事

業

部

実

績

３年度実績 ４年

一

度実績 ５年度実績 ６年

般

度計画

・第1、第2、

会

第3駐車場改修工・第

計

三期拡張区域駐車場整

岩

備 ・第三期拡張区域駐

ケ

車場整備 ・仮設駐車場

池

撤去工事
事 　工事

公

工事 （Ｒ5繰越分）
・

園

第三期拡張区域駐車場

整

整備 ・第二期拡張区域

備

整備工事 ・第三期拡張

事

区域駐車場看板
　工事

業

（Ｒ3繰越分含む） 設

担

置工事
（Ｒ2繰越分含

当

む） ・横断歩道橋整備

課

工事 ・第三期拡張区域

公

駐車場植栽
・横断歩道

園

橋整備工事 工事

・第三

整

期拡張区域の駐車場を

備

整備することにより、

課

来園車両による周辺道

款

路の渋滞解消とともに

項

、公園利用者の利便性

目

の

成果
向上を図ること

担

ができた。

・第三期拡

当

張区域の駐車場内の安

係

全な誘導方法について

施

検討する必要がある。

設

課題

指標名称（単位）

整

実績値 目標値

３年度 ４

備

年度 ５年度 ６年度 ８年

係

度

成果 公園や緑地が充

8

実していると思う市民

4

の割合（％） ― 77.

5

3 ― 78.3 79.3



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　岩ヶ池周辺にお

令

いて公園整備を行うこ

和

とにより、年々減
・法

６

的業務
高い

少している

年

緑の保全を図るととも

度

に、本公園は本市を代

（

表
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 する施設と

和

なっており、本市のレ

５

クリエーションや交流

年

の
・市民生活上必要で

度

ある　など 場、観光の

評

拠点として、魅力あふ

価

れる公園づくり構想の

）

実
現に向けた取組を推

刈

進していく必要がある

谷

。
　社会資本整備総合

市

交付金の活用により事

事

業費を確保する
・コス

務

トの節減、費用対効果

事

高い
とともに、既存樹

業

木の活用や地形の改変

評

抑制など、現況特
効率

価

性 ・執行体制の効率性

シ

性を生かした整備によ

ー

りコスト縮減を図って

ト

いく。
・手段の最適性

（

　など

　第8次総合計

様

画の観光施策では、市

式

の観光の核となる施設

２

・市が主体となって実

）

施する
高い

に位置付け

会

るとともに、第3次緑

計

の基本計画では拠点と

名

なる
妥当性 べき事業

担

であるか 緑の充実のた

当

め、周辺の自然環境や

部

パーキングエリアの機

都

・総合計画との整合性

市

　など 能をいかし、レ

公

クリエーション拠点と

園

しての機能の拡充を
位

部

置付けている。
　刈谷

一

ハイウェイオアシスと

般

して、年間約800万

会

人の利用者

施策への ・

計

施策への貢献度
高い

が

岩

あり、本市の観光や産

ケ

業をＰＲする場となっ

池

ているほか
・目標達成

公

度 、イベント開催等に

園

より、市民の交流・活

整

動の場を提供し
貢献度

備

・市民サービスへの効

事

果　など ており、成果

業

指標の達成における中

担

心的な公園となってい

当

る。

今後の方向性 ■拡

課

充　□現状維持　□改

公

善・効率化　□縮小　

園

□終期設定　□休止・

整

廃止

　都市計画決定面

備

積約41.7haの内

課

、開設面積は約10.

款

9haであるため、魅

項

力あふれる公園づくり

目

構想の実現に向けた取

担

組とあわせて、拡張整

当

備を推進していく必要

係

がある。

施設整

Ｃ

備

Ｈ

Ｅ

Ｃ

係

Ｋ

∧

評

価

8

∨

4 5



係

度 ６年度 ８年度

成果 公

8

園や緑地が充実してい

4

ると思う市民の割合（

5

％） ― 77.3 ― 78.3 79.3
指標
成果
指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,569 12,590 28,332

財

源

特定財源 0 12,197 0

一般財源 5,569 393 28,332

職員人件費　② 11,356 9,600 11,481

総事業費（①＋②） 16,925 22,190 39,813

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 都市

令

基盤

基本施策 公園緑地

和

･緑化
施策体系

施策の

５

内容 特色ある公園の整

年

備

目

的

　本市の

度

魅力を発信する洲原公

評

園、岩ケ池公

主
た
る
内

価

容

〇魅力あふれる公園

）

づくりに向けた構想策

刈

定
園、総合運動公園、

谷

亀城公園、フローラル

市

ガ 〇構想の実現に向け

事

た検討
ーデンよさみの

務

5つの公園を対象に、

事

各公園の 〇構想ロード

業

マップの策定
特徴を生

評

かした将来構想を策定

価

し、地域の魅
力向上や

シ

緑豊かな潤いのあるま

ー

ちづくりを推
進する。

ト

位
置
づ
け

関連計画 第3

（

次緑の基本計画

根拠法

様

令 都市公園法

対象者 市

式

民 事業期間 令和３年度

１

～ 令和６年度

実施方法

）

■直営　■委託　□指

会

定管理　□補助・助成

計

　□その他

名 担当部 都市公園

Ｂ

事

部

業

実

績

３年度実

一

績 ４年度実績 ５年度実

般

績 ６年度計画

・策定委

会

員会の開催 （Ｒ3繰越

計

分） ・推進委員会の開

魅

催 ・魅力創出に向けた

力

イベント
・市民公園づ

あ

くり会議の開催 ・策定

ふ

委員会の開催 ・サウン

れ

ディング型市場調査 等

る

の実施
・利用者アンケ

公

ートの実施 ・市民公園

園

づくり会議の開催 ・整

づ

備に向けた課題の整理

く

（Ｒ5繰越分）
・出張

り

アンケートの実施 ・整

事

備優先順位の検討 ・整

業

備優先順位の検討
・パ

担

ブリックコメントの実

当

施 （Ｒ4繰越分） ・構

課

想ロードマップの策定

公

・将来構想説明資料の

園

作成

・有識者などで構

整

成する魅力あふれる公

備

園づくり推進委員会を

課

開催し、多様な意見を

款

取り入れながらロード

項

マップの策定

成果
に向

目

けた検討を進めること

担

ができた。

・5つの公

当

園の課題を整理し、事

係

業手法など構想の実現

事

に向けた検討を進める

業

必要がある。

課題

指標

推

名称（単位）
実績値 目

進

標値

３年度 ４年度 ５年



8 4 5

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　新型コ

令

ロナウイルスの感染拡

和

大や高齢化の進展など

６

に伴
・法的業務

高い
う

年

社会情勢やニーズの変

度

化により、公園が担う

（

役割は多様
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 化

和

しており、公園の持つ

５

機能の更なる充実や魅

年

力の向上に
・市民生活

度

上必要である　など よ

評

る誰もが行きたくなる

価

ような公園づくりが必

）

要である。

　有識者等

刈

からなる推進委員会を

谷

開催することにより、

市

多
・コストの節減、費

事

用対効果
高い

様な意見

務

を取り入れながらロー

事

ドマップの策定を進め

業

てい
効率性 ・執行体制

評

の効率性 る。また、効

価

率的かつ効果的な官民

シ

連携による公園整備に

ー

・手段の最適性　など

ト

向けて民間事業者を対

（

象としたサウンディン

様

グ調査を実施
している

式

。
　第8次総合計画に

２

は、構想を策定した５

）

つの公園では、特
・市

会

が主体となって実施す

計

る
高い

色をいかした公

名

園整備を推進すること

担

としており整合して
妥

当

当性 　べき事業である

部

か いる。また、市が所

都

有している公園の将来

市

構想の策定及び
・総合

公

計画との整合性　など

園

その構想の実現に向け

部

た検討であることから

一

、市が実施す
るべきで

般

ある。
　構想の実現を

会

目指して誰もが行きた

計

くなるような公園づ

施

魅

策への ・施策への貢献

力

度
高い

くりを推進する

あ

ことで、地域の魅力向

ふ

上や緑豊かな潤いの
・

れ

目標達成度 あるまちづ

る

くりに寄与するととも

公

に、新たな「憩い」と

園

「
貢献度 ・市民サービ

づ

スへの効果　など にぎ

く

わい」の場を創出する

り

ことができる。

今後の

事

方向性 □拡充　□現状

業

維持　□改善・効率化

担

　□縮小　□終期設定

当

■休止・廃止

　構想

課

の実現に向けて、公園

公

の魅力を高めるイベン

園

ト等を実施するととも

整

に、整備に向けた優先

備

順位の検討、ロード
マ

課

ップの策定を行う。
　

款

また、構想の実現に向

項

けた事業は、今後、ロ

目

ードマップに基づき各

担

公園の整備事業として

当

実施していく予定であ

係

る
。

事業推

Ｃ

進

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

係

∧

評

価

∨



3

援ベッド貸与利用料 ・介護支援ベッド貸与利用料 ・介護支援ベッド貸与利用料
補助人数  173人 　補助人数　  167人 　補助人数　 　168人 　補助人数　  189人

　補助金額　 4,960,230円 　補助金額　 4,466,475円 　補助金額　 4,338,564円 　補助金額　 4,882,000円
・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費 ・住宅バリアフリー化工事費
　補助人数　 　43人 　補助人数　 　89人 　補助人数　  67人 補助人数　　　　 122人
　補助金額 　3,863,154円 　補助金額 　7,282,412円 　補助金額  5,480,913円 補助金額  10,000,000円

 高齢者が住み慣れた自宅で安心して生活できる住環境が整えられた。

成果

 高齢化率の上昇に伴う補助人数及び補助額の増加に対する適切な審査と予算執行を行う必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 住宅改善費補助人数（人） 156 204 158 237 237
指標
活動 住宅バリアフリー化工事費補助人数 43 89 67 122 122
指標 （人）

  住宅改善費補助は、西三河9市すべてで実施しており、補助上限額や補助対象者の抽出方法については、

Ｄ

他市との 市町村独自の算定により事業を展開している。
比較検証

Ｏ

∧

実

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４

施

年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費
∨

内訳

事業費　① 26,156 34,870 39,440

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 26,156 34,870 39,440

職員人件費　② 227 226 230

総事業費（①＋②） 26,383 35,096 39,670

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

度

Ａ

事

業

概

要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 高齢者福祉
施策

和

体系
施策の内容 介護サ

５

ービスの充実

目

年

的

　高齢者が住み慣れ

度

た自宅で安心して生活

評

で

主
た
る
内
容

〇住宅改

価

善費
きるよう住宅改善

）

費等の一部を補助する

刈

こと 　要介護認定者等

谷

の住宅改善費用が介護

市

保険
により、高齢者の

事

自立支援及び介護者の

務

負担 　上限額（20万

事

円）を超えた場合に、

業

超えた
軽減を図る。 　

評

費用の一部を補助する

価

。
〇介護支援ベッド貸

シ

与利用料　
　離床動

ー

作が困難な軽度（要支

ト

援1・2、要介
　護1

（

）の要介護認定者等へ

様

、介護支援ベッド
　の

式

貸与利用料の一部を補

１

助する。
〇住宅バリア

）

フリー化工事費
　要介

会

護認定等を受けていな

計

い高齢者の住宅
　バリ

名

アフリー化工事費の一

担

部を補助する。
　（上

当

限額10万円）

位
置
づ

部

け

関連計画 刈谷市介護

福

保険事業計画・刈谷市

祉

高齢者福祉計画

根拠法

健

令 刈谷市住宅改善費補

康

助金交付要綱　　刈谷

部

市高齢者住宅バリアフ

一

リー化工事費補助金交

般

付要綱

対象者 ※主たる

会

内容に記載 事業期間 平

計

成１２年度 ～

実施方法

住

□直営　□委託　□指

宅

定管理　■補助・助成

改

　□その他

善費等補助事業
担

Ｂ

事

当

業

実

績

３年度実

課

績 ４年度実績 ５年度実

長

績 ６年度計画

・住宅改

寿

善費 ・住宅改善費 ・住

課

宅改善費 ・住宅改善費

款

　補助人数　

項

 156人 　補助人

目

数　 　 204人

担

　補助人数　

当

 158人 　補助人

係

数　  237人

介

　補助金額　17,

護

156,510円 　

認

補助金額　22,82

定

7,166円 　補助

給

金額　16,056,

付

117円 　補助金額

係

  24,127,4

3

28円
・介護支援ベッ

1

ド貸与利用料 ・介護支



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　住宅改善費等

令

補助は介護保険の給付

和

対象を超えた住宅改
・

６

法的業務
高い

修費に対

年

する補助であるが、高

度

齢化率及び介護保険申

（

請件
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 数の上昇

和

にも関連し、市民ニー

５

ズは高い。
・市民生活

年

上必要である　など

　

度

住宅改善費補助では、

評

介護保険給付と市補助

価

金をまとめ
・コストの

）

節減、費用対効果
高い

刈

て申請できるようにす

谷

るなど、申請者の利便

市

性と事務の効
効率性 ・

事

執行体制の効率性 率化

務

が図られている。
・手

事

段の最適性　など

　介

業

護保険サービスに係わ

評

る事業のため、保険者

価

の市が実
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

施

ー

すべき事業である。
妥

ト

当性 　べき事業である

（

か 　高齢者が住み慣れ

様

た地域や家庭で安心し

式

て暮らせるよう
・総合

２

計画との整合性　など

）

総合計画で介護サービ

会

スの充実を図る上で必

計

要な事業であ
る。
　自

名

宅で安心して暮らすた

担

めに必要な住環境が整

当

えられて

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

おり

福

、介護サービスの充実

祉

に大きく貢献している

健

。
・目標達成度

貢献度

康

・市民サービスへの効

部

果　など

今後の方向性

一

□拡充　■現状維持

般

□改善・効率化　□縮

会

小　□終期設定　□休

計

止・廃止

　住宅改善費

住

等補助は、高齢化が進

宅

む中、第5期刈谷市介

改

護保険事業計画・高齢

善

者福祉計画の重点課題

費

である地域包括
ケアシ

等

ステムの推進施策であ

補

る高齢者の住まいの整

助

備を促進するため、平

事

成25年6月より補助

業

対象改修費の上限額を

担

10
万円から20万円

当

に拡充すると同時に、

課

100％であった補助

長

率を介護保険の給付率

寿

に合わせて自己負担も

課

求め補助制度の
適正化

款

を図った。
　令和6年

項

度からの第9期刈谷市

目

介護保険事業計画・高

担

齢者福祉計画において

当

も、安心な生活環境の

係

整備として高齢者
に配

介

慮した住まいの充実を

護

掲げており、継続して

認

事業を実施していく。

定給付係

Ｃ

Ｈ

3

Ｅ

Ｃ

Ｋ

1

∧

評

価

∨

3



　　12回
・ワールド・スタディ講座の ・ワールド・スタディ講座の ・外国人コミュニティの検討 ・外国人コミュニティの検討
実施　　　　　　　　 2校 実施                 1校 会開催　　　　 　　　9回 会開催　　　　 　　　8回

・日本語支援団体連絡協議会 ・先進的な取組成果の発信
の開催　　　　　　　 2回 ・ワールド・スタディ講座の

実施                 2校

　小垣江地区で多文化共生を進めるための団体、輪～るど・ビレッジ小垣江の設立総会を行い、地域の外国人と日本人が

成果
交流する機会を創出できた。

　ブラジル人コミュ二ティは、コミュニティの紹介動画や生活に役立つ情報発信動画を作成し、SNSで発信した。ベトナ

ム人コミュニティは、活動を活性化させるための総会を行った。

　多文化共生のモデル地域で実施したコミュニティガーデンにおける成果や課題を活かし、市内他地域へ展開していく必

要がある。
課題

　外国人コミュニティの活動の拡大や市と外国人コミュニティの連携に向けた検討が必要である。

ワールドスタディ講座を幅広く広報し、実施に向けた検討が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 「やさしい日本語」研修の受講者数（人） ― ― 30 30 60
指標
活動 外国人コミュニティ及び共生の地域づくり検討

Ｄ

会の 38 75 106 130 150
指標 参加者数（人）

　市民主体のプロジェクトチームが

Ｏ

事業を行う例はあまり見られず、本市の事業は先進的な取組である

∧

。
他市との
比較検証

実

施

∨

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,097 3,085 3,209

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 3,097 3,085 3,209

職員人件費　② 9,085 8,659 9,185

総事業費（①＋②） 12,182 11,744 12,394

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 多文化共

５

生の推進

目

的

　

年

国籍に関わらず全ての

度

人が尊重され、交流

主

評

た
る
内
容

○多文化共生

価

推進委員会の運営
や協

）

働が広がるまちを実現

刈

するために行政、 ○重

谷

点協働プロジェクトな

市

どの推進
市民、地域団

事

体、NPO、企業、大

務

学、国際交流 ・市職

事

員及び市民に対して「

業

やさしい日本
協会など

評

が連携・協働しながら

価

、多文化共生 語」

シ

の普及に向けた取組
の

ー

まちづくりを推進する

ト

。 ・モデル地区での

（

成功事例等を活かして

様

、
　新たな地域へ交

式

流活動を展開する取組

１

・同じ国籍の外国人

）

市民同士が、生活相談

会

や困りごと解決の

計

ために活動できる仕組

名

みづくり
・先

担

進的な取組成果の発信

当

・ワールド・スタデ

部

ィ講座の実施

位
置
づ
け

市

関連計画 第２次刈谷市

民

多文化共生推進計画

根

活

拠法令

対象者 対象者を

動

限定せず 事業期間 平成

部

２４年度 ～

実施方法 ■

一

直営　■委託　□指定

般

管理　□補助・助成　

会

□その他

計
多文化共生推進

Ｂ

事

事

業

実

績

３年度実績

業

４年度実績 ５年度実績

担

６年度計画

・共生の地

当

域づくりに向けた ・共

課

生の地域づくりに向け

市

た ・「やさしい日本語

民

」研修の ・「やさしい

協

日本語」研修の
　検討

働

会の開催　  

課

5回 　検討会の開催　

款

　10回 実施

項

 1

目

回 　実施　　　　　　

担

　   1回
・外国人

当

コミュニティの検討 ・

係

外国人コミュニティの

協

検討 ・共生の地域づく

働

りに向けた ・共生の地

推

域づくりに向けた
会

進

開催

係

 6回 　会開催　

2

　5回 検討

1

会の開催  9

1

回 　検討会の開催　　



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　外国人市民の増

令

加により、文化的背景

和

の違いによる地域
・法

６

的業務
高い

での相互理

年

解の必要性が高まって

度

いる。市民相互交流等

（

に
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 より、国籍

和

・年齢・性別を問わず

５

一人ひとりが地域づく

年

り
・市民生活上必要で

度

ある　など に参画でき

評

る本事業の必要性は高

価

い。

　住民及びＮＰＯ

）

団体等との協働で事業

刈

を推進することで
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

それぞれが担う

事

役割を分担し、効率性

務

やコスト削減に努め
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 るように働きかけて

評

いる。
・手段の最適性

価

　など

　文化的背景の

シ

違いにより発生する問

ー

題については、相互
・

ト

市が主体となって実施

（

する
高い

理解が不可欠

様

であり、理解を進める

式

機会を創出する上で行

２

妥当性 　べき事業であ

）

るか 政の果たす役割は

会

非常に高い。
・総合計

計

画との整合性　など

　

名

国籍や文化の違いに関

担

わらず外国人と日本人

当

が豊かに暮

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

ら

市

すため、本事業は地域

民

における多文化共生の

活

推進に寄与
・目標達成

動

度 している。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 ■

般

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

多

・廃止

　地域に住む日

文

本人市民と外国人市民

化

の相互理解を図るため

共

、市民交流の場や機会

生

を創出していく。

推進事業

Ｃ

Ｈ

Ｅ

担

Ｃ

Ｋ

∧

当

評

価

∨

課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



ー登録状況
他市との 岡崎市　　63団体　 　安城市　  208団体　 　高浜市　　143団体
比較検証 西尾市　 113団体　 　みよし市　 114団体  豊田市　  523団体

知立市　 143団体 

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 179,246 169,082 262,989

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 179,246 169,082 262,989

職員人件費　② 833 828 842

総事業費（①＋②） 180,079 169,910 263,831

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

年

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 地域福祉
施策体系

和

施策の内容 地域福祉活

５

動の推進

目

的

　

年

地域福祉推進の中核を

度

担う刈谷市社会福祉

主

評

た
る
内
容

　刈谷市社会

価

福祉協議会の運営に係

）

る人件費
協議会の経営

刈

の安定化を支援し、地

谷

域福祉の 及び各種事業

市

に対し補助金を交付す

事

る。
推進を図る。

位
置

務

づ
け

関連計画 刈谷市地

事

域福祉計画

根拠法令 社

業

会福祉協議会活動費補

評

助金交付要領

対象者 刈

価

谷市社会福祉協議会 事

シ

業期間 ～

実施方法 □直

ー

営　□委託　□指定管

ト

理　■補助・助成　□

（

その他

様式１）

会計名 担

Ｂ

事

業

当

実

績

３年度実績 ４

部

年度実績 ５年度実績 ６

福

年度計画

人件費　35

祉

人分 人件費　32人分

健

人件費　33人分 人件

康

費　32人分
事業費　

部

10事業 事業費　11

一

事業 事業費　11事業

般

事業費　11事業
・事

会

務事業 ・事務事業 ・事

計

務事業 ・事務事業
・Ｏ

社

Ａ管理事業 ・ＯＡ管理

会

事業 ・ＯＡ管理事業 ・

福

ＯＡ管理事業
・児童生

祉

徒福祉実践教室事業 ・

協

児童生徒福祉実践教室

議

事業 ・児童生徒福祉実

会

践教室事業 ・児童生徒

補

福祉実践教室事業
　ほ

助

か7事業 　ほか8事業

事

ほか8事業 　ほか8

業

事業

　刈谷市社会福祉

担

協議会に対し、人件費

当

及び事業費の補助によ

課

る活動の支援を行い、

福

地域福祉の向上に寄与

祉

することがで

成果
きた

総

。

　地域福祉の一層の

務

推進を図るため、各事

課

業の目的、事業内容、

款

効果等を精査し、事業

項

の活性化を図るよう検

目

討する必要

がある。
課

担

題

指標名称（単位）
実

当

績値 目標値

３年度 ４年

係

度 ５年度 ６年度 ８年度

総

成果 社会福祉協議会の

務

ボランティア登録団体

係

数（団体） 145 14

3

4 144 145 145

1

指標

指標
社会福祉協議

1

会ボランティアセンタ



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　地域福祉の担い

令

手である社会福祉協議

和

会の運営及び活動
・法

６

的業務
高い

に対する補

年

助事業であり、地域福

度

祉推進に資する必要性

（

の
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 高い事業で

和

ある。
・市民生活上必

５

要である　など

　社会

年

福祉協議会は、在宅福

度

祉サービスと施設福祉

評

サービ
・コストの節減

価

、費用対効果
高い

スを

）

包括的に実施する社会

刈

福祉法人であり、当該

谷

法人の運
効率性 ・執行

市

体制の効率性 営及び事

事

業に補助することで、

務

地域福祉の効率的な推

事

進を
・手段の最適性　

業

など 図ることができる

評

。

　地域福祉体制の推

価

進には社会福祉協議会

シ

が行う地域福祉
・市が

ー

主体となって実施する

ト

高い
活動の充実が求め

（

られるため、安定した

様

活動実施のために
妥当

式

性 　べき事業であるか

２

市が補助を行うことは

）

妥当である。　
・総合

会

計画との整合性　など

計

　地区社協の展開や地

名

域ボランティアの支援

担

、児童・生徒

施策への

当

・施策への貢献度
高い

部

福祉実践教室の開催等

福

の活動を通して、地域

祉

福祉推進への
・目標達

健

成度 貢献度は高い。
貢

康

献度 ・市民サービスへ

部

の効果　など

今後の方

一

向性 ■拡充　□現状維

般

持　□改善・効率化　

会

□縮小　□終期設定

計

□休止・廃止

　昨今の

社

社会情勢から、地域福

会

祉推進における社会福

福

祉協議会の役割は今後

祉

も増大していくことが

協

予想される。
　また、

議

刈谷市と刈谷市社会福

会

祉協議会とは、第4次

補

地域福祉計画を一体的

助

に策定し、連携して地

事

域福祉の推進を図っ
て

業

いることから、両者で

担

事業の内容や実施方法

当

等について検討・協議

課

しながら、今後も補助

福

事業を継続していく必

祉

要
がある。

総務課

款

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

項

Ｋ

∧

評

価

目

∨

担当係 総務係

3 1 1



びの広場　 ・刈谷まなびの広場 ・刈谷まなびの広場 ・刈谷まなびの広場　10講座
 17講座254人受講  13講座171人受講  17講座240人受講
  3事業136人参加 　3事業287人参加 　3事業307人受講

・大学教授等による専門的な講座を実施することにより、市民の学習意欲の向上を図ることができた。

成果
・市民講師企画講座を開催することで､市民の学ぶ楽しさから一歩前進した教える喜びを体験してもらえる機会を提供し､

教える第一歩を支援することができた。

・大学連携講座の実施においては大学の協力を得る必要があるため､大学との密な調整を通じて目標値の達成を図るため､

引き続き質の高い講座を目指すとともに、定住自立圏域にチラシなどで広く周知し、受講者数を一定数確保するよう努め
課題

る必要がある。

・社会情勢や時代に即した内容の講座を企画することで、市民の学習意欲をより一層高められるよう取組む必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 市民講座の年間受講者数（人） 491 500 544 550 650
指標
成果 大学連携講座の年間受講者数（人） 186 158 273 300 350
指標

近隣市の講座実施実績
他市との 　安城市：公民館講座

Ｄ

（11施設）　225講座、3,660人参加
比較検証 　碧南市：文化教室（8施設）　

Ｏ

35講座、430人参加

∧

実

施

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度

∨
５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 12,102 12,260 12,667

財

源

特定財源 23 26 108

一般財源 12,079 12,234 12,559

職員人件費　② 2,801 2,485 2,258

総事業費（①＋②） 14,903 14,745 14,925

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

６

Ｌ

Ａ

Ｎ

年

∧

計

画

∨

Ａ

事

度

業

概

要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

生涯学習・青少年育成

和

施策体系
施策の内容 学

５

習機会の充実

目

年

的

　中央生涯学習セン

度

ターにおいて、市民講

評

座

主
た
る
内
容

○市民講

価

座の開催
や大学連携講

）

座等各種市民向け講座

刈

及びイベ ○大学連携講

谷

座（愛知教育大学、名

市

城大学、
ントを行い、

事

市民の学習意欲の向上

務

や学習活 　至学館大学

事

、愛知工業大学）の開

業

催
動への参加促進を図

評

る。 ○市民講師企画講

価

座の開催
○刈谷まなび

シ

の広場の開催

位
置
づ
け

ー

関連計画 刈谷市生涯学

ト

習推進計画

根拠法令

対

（

象者 市内在住・在勤ま

様

たは在学の人など 事業

式

期間 ～

実施方法 □直営

１

□委託　■指定管理

）

□補助・助成　■そ

会

の他

計名 担当部 教育部

Ｂ

事

業

一

実

績

３年度実績 ４年

般

度実績 ５年度実績 ６年

会

度計画

・市民講座 3

計

2講座491人受講 ・

市

市民講座 33講座5

民

00人受講 ・市民講座

講

 32講座544人受

座

講 ・市民講座

開

 30講座
・大

設

学連携講座 ・大学連携

等

講座 ・大学連携講座 ・

事

大学連携講座
愛知教育

業

大学 2講座57人受

担

講 愛知教育大学 2講

当

座15人受講 愛知教育

課

大学 2講座39人受

生

講 愛知教育大学 

涯

　3講座
名城大

学

学   4講座99

習

人受講 名城大学 　

課

4講座62人受講 名城

款

大学    4講座1

項

52人受講 名城大学 

目

 　4講

担

座
至学館大学  1

当

講座20人受講 至学館

係

大学  1講座43

推

人受講 至学館大学  

進

 1講座39人受講 至

係

学館大学  

1

　1講座
愛知工業大

0

学 1講座10人受講

5

愛知工業大学 2講座

1

38人受講 愛知工業大

2

学 2講座43人受講 愛知工業大学　 　2講座
・刈谷まな



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の生涯学習活動

令

に対し、学習機会の提

和

供及び活動の
・法的業

６

務
高い

支援をしており

年

、事業の必要性は高い

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

各種講座、生涯学習イ

５

ベントの開催により市

年

民への多様
・コストの

度

節減、費用対効果
普通

評

な学習プログラムの提

価

供、学習意欲の一層の

）

向上や参加促
効率性 ・

刈

執行体制の効率性 進を

谷

効率的に行っている。

市

・手段の最適性　など

事

　時代の変化と市民ニ

務

ーズに対応したプログ

事

ラムの提供、
・市が主

業

体となって実施する
高

評

い
生涯学習イベントの

価

開催など市民の生涯学

シ

習活動を支援す
妥当性

ー

　べき事業であるか る

ト

ために、市の関与は必

（

要である。
・総合計画

様

との整合性　など

　各

式

種講座及び生涯学習イ

２

ベントを実施すること

）

で、市民

施策への ・施

会

策への貢献度
普通

の学

計

習意欲の向上及び学習

名

活動への参加の促進に

担

寄与して
・目標達成度

当

いる。
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

教

今後の方向性 □拡充

育

■現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

一

期設定　□休止・廃止

般

　引き続き中央生涯学

会

習センターにおいて、

計

市民講座や大学連携講

市

座など各種市民向け講

民

座及び生涯学習イベン

講

トを
行うことで､市民

座

の学習意欲の向上を図

開

るとともに学習活動へ

設

の参加を促進していく

等

。また、今後も市民講

事

師企画講座
を行うこと

業

で、新たに自らの技能

担

を教えたいと思う市民

当

の発掘を進めるととも

課

に、講座のサポートを

生

行っていく。

涯学習課

Ｃ

Ｈ

Ｅ

款

Ｃ

Ｋ

∧

評

項

価

∨

目 担当係 推進係

10 5 12



0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

職員人件費　② 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

Ｌ

６

Ａ

Ｎ

∧

計

年

画

∨

Ａ

事

業

概

度

要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 生涯学習

令

・青少年育成
施策体系

和

施策の内容 学習機会の

５

充実

目

的

　村上

年

文庫等をweb化し利

度

用者サービスを向上

主

評

た
る
内
容

〇村上文庫等

価

のweb化及び検索閲

）

覧システムの
させると

刈

ともに、一般公開によ

谷

り市民への周 開発導入

市

知と学校教育への活用

事

を図る。 〇視覚障害者

務

向けを含む電子図書館

事

の導入
　電子図書館を

業

導入し来館困難者向け

評

の読書
環境を整えると

価

ともに、視覚に障害が

シ

ある方
にも音声による

ー

読書ができる環境を整

ト

える。

位
置
づ
け

関連計

（

画

根拠法令

対象者 事業

様

期間 ～

実施方法 □直営

式

□委託　□指定管理

１

□補助・助成　□そ

）

の他

会計名 担当部 教育

Ｂ

事

業

部

実

績

３年度実績 ４年

一

度実績 ５年度実績 ６年

般

度計画

〇村上文庫

会

等のWeb化及び検索

計

　
　閲覧システム

図

の導入
〇視覚障

書

害者向け電子図書館

館

　の導入
　

Ｉ

――――――― 　

Ｃ

――――――― 〇電子

Ｔ

図書館の導入 　―

化

――――――

成果

課題

事

指標名称（単位）
実績

業

値 目標値

３年度 ４年度

担

５年度 ６年度 ８年度

成

当

果 電子図書の貸出冊数

課

0 0 6,257 16,

中

000 18,000
指

央

標
活動
指標

令和4年度

図

電子図書の貸出冊数　

書

知立市1,843冊　

館

安城市7,535冊　

款

碧南市1,911冊
他

項

市との
比較検証

目 担当係

10 5 4

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　図書館に来館しなくてもWe

令

bを経由して資料の検

和

索や読書
・法的業務

高

６

い
ができ、視覚に障害

年

があっても読書を楽し

度

むことができる
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 。
・市民生活上必要

和

である　など

　電子図

５

書館の仕様に合致し効

年

率的にコンテンツを準

度

備で
・コストの節減、

評

費用対効果
高い

きる業

価

者を選定することがで

）

きた。
効率性 ・執行体

刈

制の効率性
・手段の最

谷

適性　など

　様々なニ

市

ーズに対応した図書資

事

料を準備することは、

務

図
・市が主体となって

事

実施する
高い

書館を継

業

続的に運営しＩＣＴ化

評

を進めるうえで不可欠

価

であ
妥当性 べき事業

シ

であるか り、市が行う

ー

必要性は極めて高い。

ト

・総合計画との整合性

（

　など

　図書館が知の

様

源泉として、今後も市

式

民から大切な文化施

施

２

策への ・施策への貢献

）

度
高い

設と認識され、

会

様々な手段で利用して

計

もらうことができる
・

名

目標達成度 。
貢献度 ・

担

市民サービスへの効果

当

　など

今後の方向性 □

部

拡充　■現状維持　□

教

改善・効率化　□縮小

育

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　今後も、継続

一

的に利用者の要望に応

般

じたＩＣＴ化事業を進

会

める。

計
図書

Ｃ

館

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｉ

Ｋ

∧

評

価

∨

ＣＴ化事業
担当課 中央図書館

款 項 目 担当係

10 5 4



度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 0

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 0

職員人件費　② 0 0 0

総事業費（①＋②） 0 0 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和

Ｐ

Ｌ

６

Ａ

Ｎ

∧

計

画

年

∨

Ａ

事

業

概

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

心

基本施策 高齢者福祉

令

施策体系
施策の内容 高

和

齢者の社会参加・生き

５

がいづくり

目

的

年

　60歳以上の高齢者

度

を対象に、ＬＩＮＥシ

評

ョ

主
た
る
内
容

　高齢者

価

が市内の公共施設やイ

）

ベント等へ行
ップカー

刈

ドを活用しインセンテ

谷

ィブを付与す き、刈谷

市

市公式LINEを友達

事

登録したスマート
るこ

務

とで、高齢者の外出機

事

会を創出し健康増 フォ

業

ンでＱＲコードを読み

評

取るとＬＩＮＥシ
進に

価

つなげる。 ョップカー

シ

ドにポイントが付与さ

ー

れ、貯めた
ポイントは

ト

刈谷市商店街連盟商品

（

券と交換す
ることがで

様

きる。

位
置
づ
け

関連計

式

画

根拠法令

対象者 60

１

歳以上の高齢者 事業期

）

間 令和５年度 ～ 令和５

会

年度

実施方法 □直営

計

□委託　□指定管理

名

□補助・助成　□その

担

他

当部 福祉健康部

一

Ｂ

事

業

実

般

績

３年度実績 ４年度

会

実績 ５年度実績 ６年度

計

計画

参加者数　6

高

,039人

齢

　――

者

――――― 　――

外

――――― 　――

出

―――――

　高齢者の

促

外出機会の創出及び健

進

康増進を図ることがで

事

きた。

成果

　商品券の

業

交換時に各市民センタ

担

ーや窓口が混雑したた

当

め、通常業務を妨げる

課

ことが無いよう、より

長

効率的な交換方法に

つ

寿

いて検討する必要があ

課

る。
課題

指標名称（単

款

位）
実績値 目標値

３年

項

度 ４年度 ５年度 ６年度

目

８年度

活動 参加者数（

担

人） ― ― 6,039 ―

当

―
指標
活動
指標

他市と

係

の
比較検証

3 1 3

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　高齢者の外出意欲の向上、外出

令

機会の増加を図ること

和

で
・法的業務

普通
、高

６

齢者の社会的孤立の防

年

止や健康増進に繋がる

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

ＬＩＮＥを活用するこ

５

とで、ショップカード

年

機能が無料
・コストの

度

節減、費用対効果
普通

評

で利用できる。また、

価

刈谷市公式ＬＩＮＥと

）

友だち登録を
効率性 ・

刈

執行体制の効率性 して

谷

もらうことにより、情

市

報発信ツールの充実を

事

図ること
・手段の最適

務

性　など ができる。

　

事

総合計画での目指すべ

業

き姿である「高齢者の

評

社会参加・ 
・市が主

価

体となって実施する
普

シ

通
生きがいづくり」の

ー

実現に向けて、市が主

ト

体となって実施
妥当性

（

　べき事業であるか す

様

べき事業である。
・総

式

合計画との整合性　な

２

ど

　高齢者の外出意欲

）

の向上、外出機会の増

会

加を図ることで

施策へ

計

の ・施策への貢献度
普

名

通
、高齢者の社会的孤

担

立の防止や健康増進を

当

推進することが
・目標

部

達成度 できる。
貢献度

福

・市民サービスへの効

祉

果　など

今後の方向性

健

□拡充　□現状維持

康

□改善・効率化　□縮

部

小　□終期設定　□休

一

止・廃止

【概　要】 

般会計
高齢

対象者　

者

　市内在住の60歳以

外

上の高齢者
実施期間　

出

令和5年11月1日～

促

令和6年1月19日
特

進

典内容　10ポイント

事

につき刈谷市商店街連

業

盟商品券1,000円

担

分と交換
参加者数　6

当

,039人

課 長寿課

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

款

Ｋ

∧

評

価

項

∨

目 担当係

3 1 3



進

7人・つむぎ場参加者

係

数　  75人・つむ

2

ぎ場参加者数  8

1

0人
・つながるねット

1

・つながるねット ・つながるねット ・つながるねット
セッション数 　24,699件　セッション数 　25,091件　セッション数 　34,613件　セッション数 　35,000件

・保険適用数  7件・保険適用数　  5件・保険適用数  5件・保険適用数  5件

　市民活動センターのボランティアに関する情報・人・物の交流の場としての機能の充実を図ることができた。

成果

マッチング件数について、令和3年度及び令和4年度は新型コロナウイルス感染症の影響から減少傾向となっている。令

和5年度はやや回復したものの、さらなる回復及び増加に向け、対応策を検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 市民ボランティア活動センター事業数（車座・スキ 10 10 10 10 10
指標 ルアップ講座）（件）
成果 市民ボランティア活動センター登録数（団体） 547 553 555 560 570
指標

つながるねット登録団体数（R6.4.1現在）　合計：878団体
他市との 刈谷市 555　知立市 151　高浜市 40　東浦町 132
比較検証

Ｃ

事

業

Ｄ

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予

Ｏ

算） 事業費内訳

事業費　① 35,485 37,800

∧

40,941

実

財

源

特定財源 1,473 1,483 1,33

施

2

一般

∨

財源 34,012 36,317 39,609

職員人件費　② 3,407 3,012 2,679

総事業費（①＋②） 38,892 40,812 43,620

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

（

概

要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 共存･

和

協働
施策体系

施策の内

５

容 市民活動・地域活動

年

の推進

目

的

　地

度

域づくりの担い手とし

評

て、市民が主体と

主
た

価

る
内
容

○市民ボランテ

）

ィア活動センターの管

刈

理運営
なった市民ボラ

谷

ンティア活動が発展し

市

ていく ○3市1町によ

事

るボランティア活動情

務

報サイト
環境づくりを

事

目指すとともに、市民

業

ボランテ 「かりや衣

評

浦つながるねット」を

価

活用した
ィア活動情報

シ

の受発信と活動支援の

ー

場を提供 各種情報の

ト

提供
することにより、

（

市民ボランティア活動

様

の活 ○市民活動総合補

式

償制度の運用
性化を図

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

刈谷市共存・協働のま

会

ちづくり推進基本方針

計

根拠法令 刈谷市民ボラ

名

ンティア活動センター

担

条例

対象者 市民 事業期

当

間 平成１５年度 ～

実施

部

方法 ■直営　■委託

市

■指定管理　□補助・

民

助成　□その他

活動部

一般会計
市

Ｂ

民

事

業

実

績

３年

ボ

度実績 ４年度実績 ５年

ラ

度実績 ６年度計画

・相

ン

談件数　 　1,

テ

293件・相談件数　

ィ

　1,252件

ア

・相談件数 　

活

1,350件・相談件

動

数　 　1,60

支

0件
・マッチング件数

援

 80件・マッ

事

チング件数  8

業

0件・マッチング件数

担

 85件・マッ

当

チング件数  9

課

0件
・団体登録数

市

　547団体・団体

民

登録数　 　553

協

団体・団体登録数

働

　556団体・団体

課

登録数 　560

款

団体
・個人登録数

項

　164人・個人

目

登録数　 　15

担

2人・個人登録数

当

　153人・個人

係

登録数 　18

協

0人
・つむぎ場参加者

働

数　　 52人・つむ

推

ぎ場参加者数　 6



係

2 1 1

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　刈谷

令

市民ボランティア活動

和

センターは、市民活動

６

・地域
・法的業務

高い

年

活動の活性化に伴い、

度

活動の拠点施設として

（

、今後ますま
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

す重要となる。また、

５

定住自立圏域内での活

年

発な情報発信
・市民生

度

活上必要である　など

評

が期待できる。

　登録

価

団体数や個人会員数も

）

増加している中で、費

刈

用面で
・コストの節減

谷

、費用対効果
普通

は、

市

前年度と同規模の予算

事

で事業を執行できてお

務

り、効率
効率性 ・執行

事

体制の効率性 性は維持

業

できている。
・手段の

評

最適性　など

　施設運

価

営は専門性を持ったＮ

シ

ＰＯ法人が担うことで

ー

、地
・市が主体となっ

ト

て実施する
高い

域にお

（

けるボランティア活動

様

支援の中核的な施設と

式

して、
妥当性 　べき事

２

業であるか 行政機関と

）

市民活動団体のつなぎ

会

役を担っている。
・総

計

合計画との整合性　な

名

ど

　刈谷市共存・協働

担

のまちづくり推進基本

当

方針に基づき、

施策へ

部

の ・施策への貢献度
高

市

い
地域の課題に自発的

民

に取り組む市民の支援

活

の場として大き
・目標

動

達成度 く貢献している

部

。
貢献度 ・市民サービ

一

スへの効果　など

今後

般

の方向性 □拡充　■現

会

状維持　□改善・効率

計

化　□縮小　□終期設

市

定　□休止・廃止

　刈

民

谷市共存・協働のまち

ボ

づくり推進基本方針に

ラ

基づき、市民活動の場

ン

所および情報発信の場

テ

を提供する。

ィア活動

Ｃ

Ｈ

Ｅ

支

Ｃ

Ｋ

∧

評

援

価

∨

事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進



件 ・かりや夢ファンド補助金の
・まちづくり講座開催 1企画 交付  6件 ・しゃべり場開催  1回 　交付　  16件
・まつり場開催準備  1企画 ・しゃべり場開催  1回 ・まちづくり講座開催 2企画 ・しゃべり場開催  1回
（Ｒ2繰越分含む） ・まちづくり講座開催 2企画 ・まつり場開催  1企画 ・まちづくり講座開催 1企画
・かりや夢ファンド補助金の ・まつり場開催  1企画 ・まつり場開催  1企画
交付　　　　　　　  10件

　新型コロナウイルスの影響で申請が減少していた「まちづくりびと支援事業補助金」を含む補助採択団体及び個人に補

成果
助金を交付したことや、学び舎修了により新たに7名がまちづくりコーディネーターとして登録したことで、協働事業を

様々な方面で推進できた。

　かりや夢ファンド補助金の申請件数を増やすため、更なる周知・広報を図る必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 まちづくりコーディネーター派遣回数（回） 6 9 11 15 20
指標
成果 かりや夢ファンド申請件数（件） 5 9 9 20 25
指標

　個別に類似の事業を実施している自治体は県内にいくつかあるものの、刈谷市のように施策を体系立て、
他市との 相互の連携を持った取り組みは

Ｄ

ほとんど見られない。
比較検証

Ｏ

∧

Ｃ

事

業

実

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算）

施

（決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 11,135 7,

∨

603 7,749

財

源

特定財源 5,078 670 1,000

一般財源 6,057 6,933 6,749

職員人件費　② 9,463 7,529 9,185

総事業費（①＋②） 20,598 15,132 16,934

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

年

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

５

地域活動の推進

目

年

的

　共存・協働のま

度

ちづくりを推進するた

評

め、

主
た
る
内
容

○共存

価

・協働のまちづくり推

）

進委員会の運営
共存・

刈

協働のまちづくり推進

谷

委員会の運営及 ○つな

市

ぎの学び舎の開催
び推

事

進に向けた具体的な施

務

策を実施し、市民 ○か

事

りや夢ファンド補助金

業

の交付
同士がつながり

評

あい、主体的に活動す

価

るまち ○わがまちのし

シ

ゃべり場の開催
を目指

ー

す。 ○まちづくり講座

ト

の開催
〇協働のまつり

（

場の開催

位
置
づ
け

関連

様

計画 刈谷市共存・協働

式

のまちづくり推進基本

１

方針

根拠法令 刈谷市共

）

存・協働のまちづくり

会

推進条例、刈谷市市民

計

活動支援基金条例

対象

名

者 対象者を限定せず 事

担

業期間 平成１９年度 ～

当

実施方法 ■直営　■委

部

託　□指定管理　■補

市

助・助成　□その他

民活動部

一般会計
市

Ｂ

事

業

実

績

民

３年度実績 ４年度実績

協

５年度実績 ６年度計画

働

・委員会運営　全体

推

 3回 ・委員会運

進

営　全体　  3回

事

・委員会運営　全体

業

 3回 ・委員会運

担

営　全体　  2回

当

　部会　

課

 5回

市

　部会　  5回

民

　部会　

協

 5回

働

　部会　  5回

課

・学び舎（実践編・基

款

礎編） ・学び舎（実践

項

編2企画）　 ・学び

目

舎 

担

 7回 ・学び

当

舎（ステップアップ）

係 協

 11回

働

 10回

推

・かりや夢ファンド補

進

助金の

係

　6回
・し

2

ゃべり場検討会議 

1

 1回 ・かりや夢ファ

1

ンド補助金の 交付  9



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢化や家族

令

のあり方が変容する中

和

、市民ニーズは
・法的

６

業務
高い

複雑化、多様

年

化している。これに対

度

し、行政による対応だ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 けではなく、

和

住民一人ひとりがまち

５

の課題を自分ごととし

年

・市民生活上必要であ

度

る　など て捉え、共存

評

協働の意識に基づく、

価

地域での支えあいの必

）

要性は高まっている。

刈

　本事業はＮＰＯ団体

谷

へ委託することにより

市

、専門知識、
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

務

通
育成ノウハウを活用

事

し、事業全体の効果的

業

な実施に努めて
効率性

評

・執行体制の効率性 い

価

る。
・手段の最適性　

シ

など

　刈谷市共存・協

ー

働のまちづくり推進基

ト

本方針の中で示さ
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

れている「自分

式

ごと」の考え方、共存

２

協働の意識の啓発を
妥

）

当性 　べき事業である

会

か 図るため、市民、各

計

種団体、市の協働によ

名

り、実施すべき
・総合

担

計画との整合性　など

当

事業である。

　まちづ

部

くりに関心の高い市民

市

の育成を図るため、市

民

民同

施策への ・施策へ

活

の貢献度
高い

士が交流

動

を行う場を多く提供し

部

、市民の参加・協働の

一

機会
・目標達成度 創出

般

に寄与している。
貢献

会

度 ・市民サービスへの

計

効果　など

今後の方

市

向性 □拡充　□現状維

民

持　■改善・効率化　

協

□縮小　□終期設定

働

□休止・廃止

　刈谷市

推

共存・協働のまちづく

進

り推進基本方針に基づ

事

いた事業展開していく

業

ために、実施事業の進

担

捗管理を行いなが
ら、

当

随時見直しや新たな手

課

法の導入を検討する。

市民協働

Ｃ

Ｈ

課

Ｅ

Ｃ

Ｋ

款

∧

評

価

∨

項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



住宅耐震シェルター設 ・木造住宅段階的改修  2件
・非木造住宅耐震診断 　1件 ・木造住宅取壊し  27件 置 　 1件 ・木造住宅簡易改修  1件
・ブロック塀等撤去  65件 ・非木造住宅耐震診断 　1件 ・木造住宅取壊し  29件 ・木造住宅耐震シェルター設
・避難道路沿道木造住宅耐震 ・ブロック塀等撤去  40件 ・ブロック塀等撤去  38件  置　 　2件
改修 　  　　  　　  1件 ・木造住宅取壊し  45件

・非木造住宅耐震診断 　2件
・非木造住宅耐震改修 　2件
・ブロック塀等撤去  60件

　多くの市民が集まる各種イベントに参加し、住宅の耐震対策の必要性や各種補助制度について啓発活動を実施すること

成果
で耐震診断や耐震改修の申込みに結びつけることができた。

　能登半島地震が発生したことにより耐震化に対する市民意識が高まり補助金のニーズが増加することが予想されるため

、地区での説明会や戸別訪問等の啓発活動をより一層充実し、補助制度の内容や手続きについて周知を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 木造住宅耐震診断の実施率（％） 44.9 45.8 46.6 4

Ｄ

8 50
指標
成果 市内住宅数全体の耐震化率（％） 88.7 88.9 89.1 89.4 91

Ｏ

.2
指標

木造住宅耐震改修の一般世帯への補助額の比較
他市との 　

∧

刈谷市：120万円　　碧南市：120万円　　安城市：120万

実

円　　知立市：120万円　　高浜市：100万円 
比較検証施

∨

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 29,835 26,584 64,817

財

源

特定財源 19,128 0 43,157

一般財源 10,707 26,584 21,660

職員人件費　② 4,921 4,894 8,420

総事業費（①＋②） 34,756 31,478 73,237

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

６

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

年

計

画

∨

Ａ

事

業

度

概

要

総合計画
分野

（

福祉安心

基本施策 防災

令

施策体系
施策の内容 災

和

害に強いまちづくり

目

５

的

　住宅等の耐

年

震化を促進することに

度

より、市

主
た
る
内
容

〇

評

昭和56年5月31日

価

以前に建築された住宅

）

等の
民の生命・身体及

刈

び財産を地震による災

谷

害か  耐震化・減災

市

化を促進するための補

事

助
ら守るとともに、避

務

難路の確保や円滑な復

事

旧 ・木造住宅耐震診

業

断（無料）
活動に繋げ

評

る。また、減災化を促

価

進すること ・木造住

シ

宅耐震改修（上限12

ー

0万円）
により、住宅

ト

の倒壊から人命を守る

（

。 ・木造住宅段階的

様

耐震改修（1段階目:

式

上限
　60万円、2

１

段階目：上限60万円

）

）
・木造住宅耐震シ

会

ェルター設置（上限3

計

0万
円）

・木造

名

住宅取壊し（上限20

担

万円）
・ブロック塀

当

等撤去（通学路等：補

部

助率　
　3/4、上

建

限15万円　その他：

設

補助率1/2、
　上

部

限10万円）等

位
置
づ

一

け

関連計画 刈谷市耐震

般

改修促進計画

根拠法令

会

刈谷市木造住宅耐震改

計

修費等補助金交付要綱

わ

、刈谷市ブロック塀等

が

撤去費補助金交付要綱

家

対象者 市民 事業期間 平

の

成１４年度 ～

実施方法

地

■直営　■委託　□指

震

定管理　■補助・助成

対

　□その他

策事業
担当課 建築

Ｂ

事

課

業

実

績

３年度実

款

績 ４年度実績 ５年度実

項

績 ６年度計画

・木造住

目

宅耐震診断　  95

担

件 ・木造住宅耐震診断

当

 78件 ・木造住

係

宅耐震診断  75

住

件 ・木造住宅耐震診断

生

 165件
・木造住

活

宅耐震改修　  11

係

件 ・木造住宅耐震改修

8

 10件 ・木造住

6

宅耐震改修　  10

1

件 ・木造住宅耐震改修  14件
・木造住宅取壊し  32件 ・木造住宅段階的改修  1件 ・木造



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　大規模な地震の発生が危

令

惧される中、地震によ

和

る死者や
・法的業務

高

６

い
経済被害を減らす対

年

策として、住宅の耐震

度

化を促進し、倒
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 壊等の被害を防止す

和

ることは重要である。

５

・市民生活上必要であ

年

る　など

　耐震改修の

度

促進のため、市民への

評

補助金額を段階的に増

価

・コストの節減、費用

）

対効果
普通

やしてきた

刈

が、財源内訳として国

谷

・県の補助金を活用し

市

て
効率性 ・執行体制の

事

効率性 いるものの、市

務

費の上乗せ分も増加し

事

ている。
・手段の最適

業

性　など

　住宅の耐震

評

化を促進することによ

価

り、市民の生命・財産

シ

・市が主体となって実

ー

施する
高い

を守るとと

ト

もに、倒壊した住宅か

（

らの出火・延焼の防止

様

や
妥当性 べき事業で

式

あるか 道路を塞ぐこと

２

による消火・救援・避

）

難活動の妨げ防止に
・

会

総合計画との整合性　

計

など 繋がる。

　耐震化

名

率の目標値は令和12

担

年度に93％としてお

当

り、市民

施策への ・施

部

策への貢献度
高い

ニー

建

ズも高く、また市民へ

設

の啓発活動を推進し、

部

目標に向
・目標達成度

一

け取り組んでいる。
貢

般

献度 ・市民サービスへ

会

の効果　など

今後の方

計

向性 □拡充　□現状維

わ

持　■改善・効率化　

が

□縮小　□終期設定

家

□休止・廃止

　第3次

の

刈谷市耐震改修促進計

地

画で、耐震化率の目標

震

値を令和12年度に9

対

3％と定めており、今

策

後も計画に基づき耐震

事

化
の促進に取組んでい

業

く。

担当課

Ｃ

建

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

築

∧

評

価

∨

課

款 項 目 担当係 住生活係

8 6 1



な物品を追加購入することができた。

　食料等の更新を適切に実施するとともに、保存期限等がせまる備蓄品の処遇について検討する必要がある。また、購入

してから相当の年数が経った資器材等の更新についても更新等も検討する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 備蓄品更新計画推進率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,065 48,032 29,702

財

源

特定財源 2,796 6,577 92

一般財源 24,269 41,455 29,610

職員人件費　② 13,627 13,553 14,160

総事業費（①＋②） 40,692 61,

Ｄ

585 43,862

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名

Ｏ

称

５年度までの累積事業費 0

∧

７年度以降の事業費見込 0

実

施

∨

令和

Ｐ

６

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

年

計

画

∨

Ａ

事

度

業

概

要

総合計画
分

（

野 福祉安心

基本施策 防

令

災
施策体系

施策の内容

和

防災体制の充実

目

５

的

　備蓄倉庫内の備

年

蓄品を計画的に更新す

度

ると

主
た
る
内
容

〇備蓄

評

品の更新
ともに、福祉

価

避難所に要配慮者用の

）

備蓄品を 〇資器材の管

刈

理
配備することにより

谷

、市民の避難所等での

市

生
活を維持する。

位
置

事

づ
け

関連計画 刈谷市地

務

域防災計画

根拠法令

事

対象者 市民 事業期間 ～

業

実施方法 ■直営　■委

評

託　□指定管理　■補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ

事

業

実

績

計

３年度実績 ４年度実績

名

５年度実績 ６年度計画

担

・備蓄品（水・クラッ

当

カー・ ・備蓄品（水・

部

クラッカー・ ・備蓄品

生

（水・クラッカー・ ・

活

備蓄品（水・クラッカ

安

ー・
アルファ米等）

全

更新購入 アルファ米

部

等）更新購入 アルフ

一

ァ米等）更新購入 　ア

般

ルファ米等）更新購入

会

・備蓄品（クッキー）

計

追加購 ・備蓄品（クッ

災

キー）追加購 ・備蓄品

害

（クッキー）追加購 ・

対

備蓄品（クッキー）追

策

加購
入 　入 入 　入

管

・浄水装置保守点検 ・

理

浄水装置保守点検 ・浄

事

水装置保守点検 ・浄水

業

装置保守点検
・保存食

担

等廃棄物運搬処理 ・保

当

存食等廃棄物運搬処理

課

・保存食等廃棄物運搬

危

処理 ・保存食等廃棄物

機

運搬処理
・感染症対策

管

資器材（簡易 ・福祉避

理

難所用物品追加購入 ・

課

福祉避難所用物品追加

款

購入 ・福祉避難所用物

項

品追加購入
　ベッド、

目

段ボール間仕切 ・災害

担

ボランティアセンター

当

　り、消毒液等）追加

係

購入 　用資器材購入
・

防

避難所用燃焼器具追加

災

購入
　備蓄倉庫の備蓄

係

品（水・クラッカー・

9

アルファ米等）を計画

1

的に更新等するととも

4

に、資器材の点検等を行い、適切に

成果
管理することができた。また、福祉避難所に必要



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　災害時に備え、必要な

令

設備や資器材を整備す

和

ることは、
・法的業務

６

高い
市民の生命や財産

年

を災害から守ることに

度

つながる。
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要
・

令

市民生活上必要である

和

　など

　備蓄する非常

５

食については、ローリ

年

ングストックを実施
・

度

コストの節減、費用対

評

効果
高い

し、極力廃棄

価

しないように計画的に

）

更新している。
効率性

刈

・執行体制の効率性
・

谷

手段の最適性　など

　

市

災害に備えて、必要な

事

設備や資器材の整備及

務

び管理を行
・市が主体

事

となって実施する
高い

業

い、災害発生時に市民

評

の避難所等での生活を

価

維持する。
妥当性 　べ

シ

き事業であるか
・総合

ー

計画との整合性　など

ト

　災害時に備え、必要

（

な資器材を整備し、備

様

蓄倉庫内の非

施策への

式

・施策への貢献度
高い

２

常食を計画的に更新し

）

、発災時の初動を迅速

会

化できる。
・目標達成

計

度
貢献度 ・市民サービ

名

スへの効果　など

今後

担

の方向性 ■拡充　□現

当

状維持　□改善・効率

部

化　□縮小　□終期設

生

定　□休止・廃止

　引

活

き続き、迫り来る災害

安

に備え、資器材や食料

全

の整備し、災害に強い

部

まちづくりを進める。

一般会計

Ｃ

Ｈ

災

Ｅ

Ｃ

Ｋ

害

∧

評

価

∨

対策管理事業
担当課 危機管理課

款 項 目 担当係 防災係

9 1 4



係

レ整備後、自主防災会

9

が開催している避難所

1

の訓練等と一緒に設置

4

訓練を実施すること

で、地域住民の中で設置できる人材を増やしていく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 マンホールトイレ累計整備数（箇所） 6 8 10 14 25
指標
活動 マンホールトイレ整備率（％） 24.0 32.0 40.0 56.0 100.0
指標

　避難所にマンホールトイレ整備済みの市（碧海5市）：碧南市、安城市、知立市、高浜市
他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 36,149 27,569 53,416

財

源

特定財源 36,149 27,569 23,530

一般財源 0 0 29,886

職員人件費　② 1,893 3,012 4,593

総事業費（①＋②） 38,042 30,581 58,009

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 防災
施策

和

体系
施策の内容 防災体

５

制の充実

目

的

　

年

避難所にマンホールト

度

イレを整備すること

主

評

た
る
内
容

○マンホール

価

トイレ実施設計
により

）

、災害発生時のトイレ

刈

不足を解消する ○マン

谷

ホールトイレ整備工事

市

とともに、衛生的なト

事

イレ環境を確保する。

務

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

事

市地域防災計画

根拠法

業

令

対象者 市民 事業期間

評

令和元年度 ～ 令和８年

価

度

実施方法 ■直営　■

シ

委託　□指定管理　■

ー

補助・助成　□その他

ト （様式１）

会計名

Ｂ

事

業

実

担

績

３年度実績 ４年度実

当

績 ５年度実績 ６年度計

部

画

（Ｒ2繰越分） （Ｒ

生

3繰越分） ・実施設計

活

　3避難所 ・実施設計

安

　4避難所
・整備工事

全

　4避難所 ・実施設計

部

　5避難所 （富士松

一

北小、双葉小、愛 　（

般

富士松南小、刈谷北高

会

、
　（日高小、雁が音

計

中、小垣 　（亀城小、

避

小高原小、かり 　教

難

大） 　刈谷工科高、

所

刈谷東高）
　江小、

マ

朝日中） 　がね小、

ン

朝日小、依佐美 ・整備

ホ

工事　2避難所 ・整備

ー

工事　4避難所
　中

ル

） 　（東刈谷小、刈谷

ト

東中） 　（かりがね小

イ

、小高原小、
・整備工

レ

事　2避難所 　朝日

整

小、依佐美中）
　（平

備

成小、小垣江東小）

　

事

下水道本管が整備され

業

ている指定避難所に対

担

してマンホールトイレ

当

を整備することで、災

課

害発生時において安心

危

・快適

成果
に使用でき

機

るトイレ環境を迅速に

管

確保することに寄与す

理

ることができた。

　設

課

置が完了している一部

款

の避難所では、自主防

項

災会や学校を対象に設

目

置訓練を行うことで災

担

害時のトイレ問題を周

当

知す

るとともに、設置

係

できる方を増やすこと

防

ができた。

　各指定避

災

難所にマンホールトイ



9 1 4

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　避難所

令

環境の整備に対する自

和

主防災会からのニーズ

６

は非
・法的業務

高い
常

年

に高くなっている。特

度

に避難時におけるトイ

（

レ問題は注
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 目

和

度が高く、継続して整

５

備することでより快適

年

な避難所環
・市民生活

度

上必要である　など 境

評

を整備する必要がある

価

。

　下水道本管へ接続

）

する管の延長により、

刈

設計金額、工事
・コス

谷

トの節減、費用対効果

市

普通
金額が変動するの

事

で、避難所における適

務

切な設置場所を検
効率

事

性 ・執行体制の効率性

業

討し、可能な限りコス

評

ト削減をしていく。
・

価

手段の最適性　など

　

シ

避難所環境の整備は、

ー

公助として市が主体と

ト

なって実施
・市が主体

（

となって実施する
高い

様

する必要がある。また

式

、刈谷市総合計画に位

２

置づけた取組
妥当性 　

）

べき事業であるか であ

会

る。
・総合計画との整

計

合性　など

　刈谷市総

名

合計画における防災体

担

制の充実を推進するた

当

め

施策への ・施策への

部

貢献度
高い

の事業とし

生

て、必要な事業である

活

。避難所にマンホール

安

ト
・目標達成度 イレを

全

整備することで、災害

部

発生時に避難者等がよ

一

り快適
貢献度 ・市民サ

般

ービスへの効果　など

会

に過ごせる避難所環境

計

を確保することができ

避

る。

今後の方向性 ■拡

難

充　□現状維持　□改

所

善・効率化　□縮小　

マ

□終期設定　□休止・

ン

廃止

　避難所環境（主

ホ

にトイレ）の整備に対

ー

する市民ニーズは高ま

ル

っており、下水道本管

ト

が整備されている避難

イ

所に対し
て、継続的に

レ

マンホールトイレを整

整

備する必要がある。

備事業
担

Ｃ

Ｈ

当

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

課

評

価

∨

危機管理課

款 項 目 担当係 防災係



2

との 　刈谷市5.8件

1

　碧南市4.4件　安

1

城市5.6件　西尾市

4

4.8件　知立市6.3件　高浜市7.0件
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,473 1,600 2,849

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 15,473 1,600 2,849

職員人件費　② 4,542 4,141 3,827

総事業費（①＋②） 20,015 5,741 6,676

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 福祉

令

安心

基本施策 生活安全

和

施策体系
施策の内容 防

５

犯対策の推進

目

年

的

　街頭に防犯カメラ

度

や、防犯カメラの設置

評

を

主
た
る
内
容

　犯罪情

価

勢や保育園開設等、防

）

犯対策が特に
示す横断

刈

幕等を設置することに

谷

より、身近な 必要な場

市

所に防犯カメラを設置

事

する。
地域での犯罪等

務

の不安を軽減し、まち

事

の安全
性を高める。

位

業

置
づ
け

関連計画

根拠法

評

令

対象者 市民 事業期間

価

平成２５年度 ～

実施方

シ

法 ■直営　■委託　□

ー

指定管理　□補助・助

ト

成　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ

担

事

業

実

績

３年度

当

実績 ４年度実績 ５年度

部

実績 ６年度計画

・防犯

生

カメラの設置　23台

活

・防犯カメラの設置　

安

23台 ・防犯カメラの

全

設置　23台 ・防犯カ

部

メラの設置　26台
・

一

画像閲覧件数　  2

般

13件 ・画像閲覧件数

会

 215件 ・防犯

計

カメラの更新　50台

街

・画像閲覧件数  

頭

273件

　警察と連携

防

し、犯罪の多い箇所へ

犯

集中的に街頭防犯カメ

カ

ラを設置することで、

メ

交通事故や犯罪発生時

ラ

の早期解決に寄与

成果

設

することができた。

置

カメラの設置に際して

事

は犯罪抑止に効果的な

業

場所を選定するととも

担

に、市内各所に街頭防

当

犯カメラが設置されて

課

いるこ

とを示し、より

く

一層犯罪抑止効果を高

ら

める必要がある。
課題

し

指標名称（単位）
実績

安

値 目標値

３年度 ４年度

心

５年度 ６年度 ８年度

活

課

動 街頭防犯カメラ設置

款

数（台） 1,250 1

項

,277 1,295 1

目

,321 1,367
指

担

標 ※他課設置分を含む

当

成果 刑法犯罪件数（件

係

）※刈谷署認知件数 6

交

62 669 898 85

通

0 800
指標 ※1月～

防

12月
人口1,000

犯

人当たりの犯罪発生件

係

数（令和5年中）
他市
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Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　犯罪を

令

未然に防ぎ、また犯罪

和

が起きた場合、犯人の

６

特定
・法的業務

高い
に

年

有効であるなど、街頭

度

への防犯カメラ設置の

（

必要性は高
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 い

和

。
・市民生活上必要で

５

ある　など

　警察、地

年

域住民と連携し、犯罪

度

の発生が予想される場

評

所
・コストの節減、費

価

用対効果
普通

を検討し

）

、より効果的と思われ

刈

る場所に防犯カメラを

谷

設置
効率性 ・執行体制

市

の効率性 している。
・

事

手段の最適性　など

　

務

公共の場所であるため

事

行政が設置し、行政が

業

管理、運用
・市が主体

評

となって実施する
普通

価

していくことは妥当で

シ

ある。
妥当性 　べき事

ー

業であるか
・総合計画

ト

との整合性　など

　防

（

犯カメラを設置するこ

様

とにより犯罪が抑止さ

式

れ、また

施策への ・施

２

策への貢献度
高い

、警

）

察へ正確な情報提供が

会

でき、市民の安心安全

計

に貢献し
・目標達成度

名

ている。
貢献度 ・市民

担

サービスへの効果　な

当

ど

今後の方向性 □拡充

部

■現状維持　□改善

生

・効率化　□縮小　□

活

終期設定　□休止・廃

安

止

　犯罪情勢などを勘

全

案し、防犯対策が特に

部

必要な場所、犯罪抑止

一

効果が高い場所を選定

般

して設置する。また、

会

設置か
ら一定年数経過

計

した防犯カメラを更新

街

し、適切な運用に努め

頭

る。

防犯カ

Ｃ

メ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

ラ

∧

評

価

∨

設置事業
担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯係

2



区への補助金の交付 ・23地区への補助金の交付
　特殊詐欺防止 ・防犯用具購入費補助 265件 ・防犯用具購入費補助 606件 ・防犯用具購入費補助  470件
　自転車ツーロック ・夜間巡回（毎日6組12人） ・夜間巡回（毎日6組12人）

・23地区への補助金の交付 ・不審電話防止装置 ・不審電話防止装置
販売数  164台 販売数 　200台

　刈谷市地域安全パトロール隊の活動支援を行い、地域安全パトロール隊、企業、警察などと連携して活動することで、

成果
防犯力を向上させることができた。また、防犯用具購入費の補助等により、市民の安心・安全につなげることができた。

　地域安全パトロール隊員数を維持するため、地域での防犯意識を高める必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

成果 刑法犯罪件数（件）※刈谷署認知件数 662 669 898 850 800
指標 ※1月～12月

指標
人口1,000人当たりの犯罪発生件数（令和5年中）

他市との 　刈谷市5.8件　碧南市4.4件　安城市5.6件　西尾市4.8件　知立市6.3件　高浜市7.0件
比較検証

Ｄ

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度

Ｏ

５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1

∧

0,348 13,357 103,221

実

財

源

特定財源 0 0 1

施

,470

∨

一般財源 10,348 13,357 101,751

職員人件費　② 3,028 3,012 3,062

総事業費（①＋②） 13,376 16,369 106,283

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

年

∧

計

画

∨

Ａ

度

事

業

概

要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 生活安全
施策体系

施

和

策の内容 防犯対策の推

５

進

目

的

　防犯啓

年

発活動及び防犯活動の

度

支援をするこ

主
た
る
内

評

容

○防犯啓発活動
とに

価

より、防犯事業の推進

）

を図る。 ○地域安全パ

刈

トロール隊への支援
〇

谷

地域安全パトロール車

市

両の貸出
○防犯協会連

事

合会等と連携した防犯

務

活動の推
　進、青少年

事

の健全育成、暴力等の

業

追放
〇防犯用具購入費

評

補助
〇地域安全パトロ

価

ール車による自主防犯

シ

活動
　が困難な深夜の

ー

市内巡回
〇不審電話防

ト

止装置の販売

位
置
づ
け

（

関連計画

根拠法令 刈

様

谷市地域安全パトロー

式

ル車両貸出事業実施要

１

綱、刈谷市防犯カメラ

）

等設置補助金交付要綱

会

等

対象者 市民、刈谷防

計

犯協会連合会 事業期間

名

～

実施方法 ■直営　■

担

委託　□指定管理　■

当

補助・助成　□その他

部 生活安全部

一般会

Ｂ

事

業

実

計

績

３年度実績 ４年度実

防

績 ５年度実績 ６年度計

犯

画

・地域安全パトロー

推

ル隊 ・地域安

進

全パトロール隊　 ・

事

地域安全パトロール隊

業

　 ・地域安全パトロ

担

ール隊　
　隊員数

当

 2,

課

243人 　隊員数

く

　  2,14

ら

5人 　隊員数　

し

　2,076人

安

　隊員数　

心

　2,100人
・地

課

域安全パトロール車両

款

の ・地域安全パトロー

項

ル車両の ・地域安全パ

目

トロール車両の ・地域

担

安全パトロール車両の

当

　利用回数　

係

 913回 利用

交

回数 1,02

通

8回 利用回数

防

 1,131回 　

犯

利用回数　  1,

係

050回
・防犯啓発活

2

動 ・防犯啓発活動 ・防

1

犯啓発活動 ・防犯啓発

1

活動
　住宅対象侵入

4

盗防止 ・23地区への補助金の交付 ・23地



Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　住宅対象侵入盗や

令

自動車関連窃盗等抑止

和

のため、啓発活
・法的

６

業務
高い

動及び地域安

年

全パトロール隊の支援

度

、補助制度の整備等が

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 必要である。

和

・市民生活上必要であ

５

る　など

　地域安全パ

年

トロール隊、企業、警

度

察等と緊密に連携する

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

ことで効果

）

的な防犯活動を行って

刈

いる。
効率性 ・執行体

谷

制の効率性
・手段の最

市

適性　など

　市内の犯

事

罪発生抑止に努め、安

務

心安全なまちづくりに

事

市
・市が主体となって

業

実施する
普通

が関与す

評

ることは妥当である。

価

妥当性 　べき事業であ

シ

るか
・総合計画との整

ー

合性　など

　刈谷市の

ト

犯罪発生抑止に努め、

（

安心安全なまちづくり

様

に

施策への ・施策への

式

貢献度
普通

寄与してい

２

る。
・目標達成度

貢献

）

度 ・市民サービスへの

会

効果　など

今後の方向

計

性 □拡充　■現状維持

名

□改善・効率化　□

担

縮小　□終期設定　□

当

休止・廃止

　地域安全

部

パトロール隊、企業、

生

警察等と連携し、引き

活

続き犯罪発生抑止のた

安

めに事業の推進を図る

全

。

部

一般

Ｃ

Ｈ

会

Ｅ

Ｃ

Ｋ

計

∧

評

価

∨

防犯推進事業
担当課 くらし安心課

款 項 目 担当係 交通防犯係

2 1 14



Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 117,634 162,642 0

財

源

特定財源 74,490 145,973 0

一般財源 43,144 16,669 0

職員人件費　② 4,164 3,990 0

総事業費（①＋②） 121,798 166,632 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

都市計画道路３・４・５５１刈谷環状線電

線類地中化事業

令和６年

Ｐ

度

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

（

計

画

∨

Ａ

事

令

業

概

要

総合計画
分

和

野 都市基盤

基本施策 道

５

路･交通
施策体系

施策

年

の内容 安全・快適な歩

度

行空間の充実

目

評

的

　歩道内の電線類を

価

地中に埋設することで

）

、

主
た
る
内
容

　都市計

刈

画道路刈谷環状線（起

谷

点：高松町1丁
安全で

市

快適な歩行空間を確保

事

するとともに、 目～終

務

点：住吉町3丁目）の

事

道路整備
発災時におけ

業

る緊急輸送道路として

評

の機能を 　延長　　　

価

       474

シ

ｍ
確保する。 　幅員　

ー

　 　　　 15.0

ト

ｍ
　電線類地中化
　バ

（

リアフリー化　

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市都市

式

計画マスタープラン、

１

刈谷市無電柱推進計画

）

根拠法令 道路法、電線

会

共同溝整備等に関する

計

特別措置法、無電柱化

名

の推進に関する法律、

担

都市計画法

対象者 市民

当

事業期間 平成２５年度

部

～ 令和５年度

実施方法

建

■直営　■委託　□指

設

定管理　□補助・助成

部

　□その他

一般会計 担当課 道

Ｂ

事

路

業

実

績

３年度実

建

績 ４年度実績 ５年度実

設

績 ６年度計画

・電線類

課

地中化工事　125ｍ

款

（Ｒ3繰越分） （Ｒ4

項

繰越分）
・電線類地

目

中化工事　209ｍ ・

担

道路舗装工事　510

当

ｍ

　―――

係

――――

　電線管理者

道

等と調整しながら、道

路

路整備を行うことによ

整

り、事業を完了するこ

備

とができた。

成果

課題

第

指標名称（単位）
実績

2

値 目標値

３年度 ４年度

係

５年度 ６年度 ８年度

活

8

動 電線類地中化・道路

4

整備率（％） 75.2

3

90.0 100.0 100.0 100.0
指標

指標

他市との
比較検証



５５１刈谷環状線電

線類地中化事業

Ｄ

内

部

評

価

各視点か

令

らの評価 評価の理由

　

和

電線類地中化は、緊急

６

輸送道路の機能確保及

年

び歩行者の
・法的業務

度

高い
安全で快適な歩行

（

空間を確保する上で必

令

要である。
必要性 ・市

和

民ニーズ、社会需要
・

５

市民生活上必要である

年

　など

　電線類地中化

度

に合わせて、歩道のバ

評

リアフリー化を実施
・

価

コストの節減、費用対

）

効果
普通

することでコ

刈

ストの縮減を行い、効

谷

率的な事業進捗を図る

市

効率性 ・執行体制の効

事

率性 とともに経費の節

務

減が図られる。
・手段

事

の最適性　など

　道路

業

の改良事業であるため

評

、道路管理者が行うべ

価

き公共
・市が主体とな

シ

って実施する
普通

性の

ー

高い事業である。
妥当

ト

性 　べき事業であるか

（

・総合計画との整合性

様

　など

　電線類地中化

式

を行うことで良好な歩

２

行空間が確保され、

施

）

策への ・施策への貢献

会

度
高い

市民が利用しや

計

すい道路とすることが

名

できる。
・目標達成度

担

貢献度 ・市民サービス

当

への効果　など

今後の

部

方向性 □拡充　□現状

建

維持　□改善・効率化

設

　□縮小　□終期設定

部

□休止・廃止

令和6

一

年3月完了

般会計 担

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

当

Ｋ

∧

評

価

課

∨

道路建設課

款 項 目 担当係 道路整備第2係

8 4 3

都市計画道路３・４・



境

登録　 　105

保

人　ト参加者

全

　100人
・各種環

係

境講座（学校対象） ・各種環境講座（学校対象） ・各種環境講座 　782人・各種環境講座 　1,500人
75人 248人 ・かりや環境学習ガイドブッ ・かりや環境学習ガイドブッ

・かりや環境学習ガイドブッ ・かりや環境学習ガイドブッ クの作成 クの作成
クの作成 クの作成

　公共施設におけるグリーンカーテンづくりやグリーンカーテンコンテストを開催し、地球温暖化対策の啓発を行うとと

成果
もに、かりやエコフレンドリー事業や水生生物調査など、市民、子どもたちの環境意識の高揚を図ることができた。

　また、かりや環境学習ガイドブックを作成することで、市民の環境学習の機会の充実を図ることができた。

　市民が興味を持ち参加したくなるような内容の講座を引き続き検討・実施していく必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 グリーンカーテン実施園・校数（園・校） 54 56 57 60 60
指標
活動 各種環境関連講座への年間参加者数（人） 331 920 782 1,500 1,500
指標

他市との
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費

Ｄ

内訳

事業費　① 1,927 1,951 3,536

Ｏ

財

源

特定財源 535 595 70

∧

0

一般財源

実

1,392 1,356 2,836

施

職員人件費　② 3,785 1,882 3,

∨

444

総事業費（①＋②） 5,712 3,833 6,980

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６

Ｐ

Ｌ

年

Ａ

Ｎ

∧

計

度

画

∨

Ａ

事

業

概

（

要

総合計画
分野 産業

令

環境

基本施策 環境
施策

和

体系
施策の内容 環境意

５

識の向上

目

的

　

年

環境に対する意識の高

度

揚を図るため、学校

主

評

た
る
内
容

　小学校等に

価

おけるグリーンカーテ

）

ンづくり
等における環

刈

境教育・学習を促進し

谷

、グリー を推進するた

市

めに資材を提供する。

事

ンカーテンづくり等の

務

支援を行うとともに、

事

　また、かりやエコフ

業

レンドリー事業をはじ

評

環境に関する講座等を

価

開催し、市民の環境問

シ

め、水生生物調査、エ

ー

コクッキング、生ごみ

ト

題への関心や意識を高

（

める。 堆肥づくりなど

様

の各種環境教育講座を

式

実施す
るとともに、か

１

りや環境学習ガイドブ

）

ックを
作成し、市民の

会

環境学習の機会の充実

計

を図る
。

位
置
づ
け

関連

名

計画 第2次刈谷市環境

担

基本計画、刈谷市環境

当

都市アクションプラン

部

根拠法令

対象者 対象

産

者を限定せず 事業期間

業

平成１８年度 ～

実施方

環

法 ■直営　□委託　□

境

指定管理　□補助・助

部

成　□その他

一般会計
環境教育

Ｂ

実

事

業

実

績

３年度

践

実績 ４年度実績 ５年度

事

実績 ６年度計画

・グリ

業

ーンカーテンづくり ・

担

グリーンカーテンづく

当

り ・グリーンカーテン

課

づくり ・グリーンカー

環

テンづくり
　全幼児（

境

稚）園、17保育園 　

推

全幼児（稚）園、18

進

保育園 　全幼児（稚）

課

園、19保育園 　全幼

款

児（稚）園、全保育園

項

　14小学校、5中学

目

校、特別支　14小学

担

校、全中学校、特別 　

当

全小学校、5中学校、

係

特別支　全小学校、全

環

中学校、特別
　援学校

境

　支援学校 　援学校 　

政

支援学校
・各種環境講

策

座（市民対象） ・各種

係

環境講座（市民対象）

4

・グリーンカーテンコ

1

ンテス ・グリーンカー

7

テンコンテス
256

環

人 　672人 ト参加



保全係

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　環境意

令

識啓発としての役割は

和

大きく、環境教育・学

６

習の
・法的業務

高い
推

年

進や市民が気軽に取り

度

組める環境活動として

（

有効である
必要性 ・市

令

民ニーズ、社会需要 。

和

・市民生活上必要であ

５

る　など

　経費と事業

年

効果の比較は困難であ

度

るが、環境教育の実践

評

・コストの節減、費用

価

対効果
普通

及び啓発と

）

しての費用対効果は妥

刈

当だと考える。
効率性

谷

・執行体制の効率性
・

市

手段の最適性　など

　

事

当事業は、環境意識の

務

醸成を目的とした事業

事

であると同
・市が主体

業

となって実施する
高い

評

時に、地球温暖化対策

価

としても有効であるこ

シ

とから、今後
妥当性 　

ー

べき事業であるか も継

ト

続して実施すべきであ

（

る。
・総合計画との整

様

合性　など

　市民の環

式

境意識を醸成するため

２

、様々な環境講座の開

）

催

施策への ・施策への

会

貢献度
高い

やグリーン

計

カーテンコンテストな

名

ど意識啓発を図ってお

担

り
・目標達成度 、貢献

当

度は高い。
貢献度 ・市

部

民サービスへの効果　

産

など

今後の方向性 □拡

業

充　■現状維持　□改

環

善・効率化　□縮小　

境

□終期設定　□休止・

部

廃止

　今後も環境活動

一

の啓発事業として各種

般

講座等を推進するとと

会

もに、より市民が興味

計

を持ち参加したくなる

環

ような講
座内容を検討

境

・実践していく。さら

教

に、環境学習の機会の

育

充実を図るため、市内

実

の事業者・団体等が実

践

施する環境学
習をとり

事

まとめたガイドブック

業

を継続して作成する。

担当課 環

Ｃ

Ｈ

境

Ｅ

Ｃ

Ｋ

推

∧

評

価

∨

進課

款 項 目 担当係 環境政策係

4 1 7 環境



環

Ｃ

事

業

境

コ

ス

ト

単位：千円

政

３年度 ４年度 ５年度 ６

策

年度 ５年度

（決算） （

係

決算） （決算） （予算

4

） 事業費内訳

事業費　

1

① 0 0 10

7

4,626

財

源

特定財源 0 0 0

一般財源 0 0 104,626

職員人件費　② 0 0 2,679

総事業費（①＋②） 0 0 107,305

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

年

Ｌ

Ａ

Ｎ

度

∧

計

画

∨

Ａ

事

（

業

概

要

総合計画

令

分野 産業環境

基本施策

和

環境
施策体系

施策の内

５

容 脱炭素社会の構築

目

年

的

　事業者が行

度

う、脱炭素に向けた取

評

組を支援

主
た
る
内
容

　

価

外部機関による省エネ

）

ルギー診断に基づい
す

刈

ることで、本市におけ

谷

るCO2排出量の低減

市

を て実施する、CO2

事

排出量削減に寄与する

務

設備を
図る。 導入する

事

事業者に、補助金を交

業

付する。

位
置
づ
け

関連

評

計画 環境都市アクショ

価

ンプラン

根拠法令

対象

シ

者 事業者 事業期間 令和

ー

５年度 ～

実施方法 □直

ト

営　■委託　□指定管

（

理　■補助・助成　□

様

その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

事

業

部

実

績

３年度実績 ４

産

年度実績 ５年度実績 ６

業

年度計画

・事業用

環

脱炭素促進設備導入 ・

境

事業用脱炭素促進設備

部

導入
　費補助金交

一

付件数　　15件 　費

般

補助金交付件数　　2

会

0件

　―

計

―――――― 　―

事

――――――

　市内事

業

業者が行う、省エネル

用

ギー診断に基づく設備

脱

導入に対し補助を交付

炭

することで、事業者の

素

脱炭素化を促進するこ

促

成果
とができた。

　省

進

エネルギー診断のさら

設

なる普及啓発が必要で

備

ある。

課題

指標名称（

導

単位）
実績値 目標値

３

入

年度 ４年度 ５年度 ６年

費

度 ８年度

活動 補助金交

補

付申請件数（件） ― ―

助

15 20 20
指標
成果

事

CO2排出量削減効果

業

（t-CO2） ― ― 2

担

32.71 500 50

当

0
指標

安城市　カーボ

課

ンニュートラル推進事

環

業補助金
他市との ・補

境

助金額　100万円
比

推

較検証 ・補助率  

進

50%

課

款 項 目 担当係



境政策係

4 1 7

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

令

　本市のCO2排出量

和

の4割以上を占める産

６

業分野における脱
・法

年

的業務
高い

炭素化を促

度

進するために、事業者

（

の実施する設備入替に

令

対
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 する補助の

５

必要性は高い。
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど

　事業者の脱炭素化

評

を推進するため、省エ

価

ネルギー診断の
・コス

）

トの節減、費用対効果

刈

普通
普及啓発及びそれ

谷

に基づく設備導入の促

市

進を図り、産業分
効率

事

性 ・執行体制の効率性

務

野の脱炭素に向けた手

事

段として適している。

業

・手段の最適性　など

評

　総合計画において「

価

脱炭素社会の構築」と

シ

して、事業者
・市が主

ー

体となって実施する
高

ト

い
の脱炭素化の取組に

（

関する支援を推進する

様

こととしており
妥当性

式

　べき事業であるか 、

２

市の責務として進める

）

べき事業である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　環境都市アクショ

名

ンプランにおいても事

担

業者の脱炭素化

施策へ

当

の ・施策への貢献度
普

部

通
に向けた取組の推進

産

が記載され、今後も脱

業

炭素社会の構築
・目標

環

達成度 に向け貢献する

境

事業である。
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 □

般

拡充　■現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

事

・廃止

　近隣自治体の

業

動向に注視しつつ、現

用

状を維持する。

脱炭素促

Ｃ

Ｈ

Ｅ

進

Ｃ

Ｋ

∧

評

設

価

∨

備導入費補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当係 環



当

ＥＭＳ　

係

 125件
エネ

環

ファーム

境

 78件 エネフ

政

ァーム　

策

 71件 エネファ

係

ーム　

4

 56件 エネファー

1

ム　  

7

70件
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　152件 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　179件 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　175件 ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電ｼｽﾃﾑ 　180件
 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ 4件 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ 6件 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ 6件 電気自動車等充給電ｼｽﾃﾑ10件
 太陽熱　自然循環型  1件 太陽熱　自然循環型  5件 太陽熱　自然循環型  1件 太陽熱利用システム　　10件

　強制循環　  1件 　強制循環　  0件 　強制循環　  0件 高性能外皮等　 　10件
 空気集熱型  0件　  空気集熱型  0件　  空気集熱型  0件・補助金額  47,300千円

・補助金額  33,548千円・補助金額　  40,037千円・補助金額  36,704千円
　家庭における住宅用地球温暖化対策設備の設置を促進することで、地球温暖化防止に努めることができた。

成果

　家庭における脱炭素を促進するため、ニーズに合わせた新たな補助制度の創設を検討する必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ８年度

活動 太陽光発電システムの普及件数（件）※平成23年度 2,785 2,854 2,916 2,976

Ｄ

3,096
指標 から
活動 リチウムイオン蓄電システムの普及件数（件）※平 524 703

Ｏ

878 1,058 1,418
指標 成30年度から

　安城市　・ＨＥ

∧

ＭＳ　上限10千円/基
他市との ・エネファーム　上限55千円/

実

基　・リチウムイオン蓄電システム　上限150千円/基
比較検証施 ・電気自動車等充給電システム　上限50千円/基

∨

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 33,548 40,037 47,300

財

源

特定財源 6,677 7,587 9,244

一般財源 26,871 32,450 38,056

職員人件費　② 2,650 4,141 2,296

総事業費（①＋②） 36,198 44,178 49,596

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

度

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合

令

計画
分野 産業環境

基本

和

施策 環境
施策体系

施策

５

の内容 脱炭素社会の構

年

築

目

的

　家庭に

度

おけるCO2排出量の

評

増加を抑制するた

主
た

価

る
内
容

　住宅用地球温

）

暖化対策設備の設置費

刈

用の一
め、住宅用地球

谷

温暖化対策設備の設置

市

を促進 部を補助する。

事

する。 ○補助単価
・太

務

陽光発電ｼｽﾃﾑ　5

事

0千円/kW（上限1

業

80千円)
・ＨＥＭＳ

評

　　　　　　　上

価

限20千円/基
・エネ

シ

ファーム　　　　　　

ー

　  100千円/基

ト

・ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ蓄電

（

ｼｽﾃﾑ　　　　　上

様

限100千円/基
・電

式

気自動車等充給電ｼｽ

１

ﾃﾑ 　上限50千円

）

/基
・太陽熱
　自然循

会

環型　

計

　25千円/基
　強

名

制循環型・空気集熱型

担

　 　50千円/基

当

位
置
づ
け

関連計画 第2

部

次刈谷市環境基本計画

産

、刈谷市環境都市アク

業

ションプラン

根拠法令

環

刈谷市住宅用地球温暖

境

化対策設備設置費補助

部

金交付要綱

対象者 市民

一

事業期間 平成３０年度

般

～

実施方法 ■直営　□

会

委託　□指定管理　■

計

補助・助成　□その他

住宅用地球温暖化対

Ｂ

事

業

実

策

績

３年度実績 ４年度実

設

績 ５年度実績 ６年度計

備

画

・補助件数

設

 382件・補助

置

件数　  4

費

63件・補助件数

補

 430件・

助

補助件数　

事

 540件
 太陽光発

業

電ｼｽﾃﾑ　

担

　48件 太陽光発電

当

ｼｽﾃﾑ 　

課

69件 太陽光発電ｼ

環

ｽﾃﾑ 　6

境

2件 太陽光発電ｼｽ

推

ﾃﾑ 　60

進

件
 ＨＥＭＳ　

課

 98件

款

 ＨＥＭＳ　

項

 133件 

目

ＨＥＭＳ

担

 130件 Ｈ



係 環境政策係

4 1 7

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の

令

理由

　国の地球温暖化

和

対策計画等に掲げる温

６

室効果ガス削減目
・法

年

的業務
高い

標の達成に

度

向け、家庭部門の脱炭

（

素に向けた取組みとし

令

て
必要性 ・市民ニーズ

和

、社会需要 重要度が高

５

い。
・市民生活上必要

年

である　など

　住宅用

度

地球温暖化対策設備の

評

導入促進を図り、家庭

価

部門
・コストの節減、

）

費用対効果
普通

の脱炭

刈

素に向けた手段として

谷

適している。
効率性 ・

市

執行体制の効率性
・手

事

段の最適性　など

　総

務

合計画において「脱炭

事

素社会の構築」として

業

再生可能
・市が主体と

評

なって実施する
高い

エ

価

ネルギーの積極的な活

シ

用を掲げており、脱炭

ー

素に向けた
妥当性 　べ

ト

き事業であるか 市の責

（

務として進めるべき事

様

業である。
・総合計画

式

との整合性　など

　環

２

境基本計画にある「創

）

エネ・省エネ設備の導

会

入」に合

施策への ・施

計

策への貢献度
普通

致す

名

る事業であり、今後と

担

も継続して実施すべき

当

である。
・目標達成度

部

貢献度 ・市民サービス

産

への効果　など

今後の

業

方向性 □拡充　■現状

環

維持　□改善・効率化

境

　□縮小　□終期設定

部

□休止・廃止

　国、

一

県、近隣自治体の動向

般

に注視しつつ、現状を

会

維持する。
　必要に応

計

じて、終期の設定、制

住

度の変更などを検討す

宅

る。

用地球

Ｃ

温

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

暖

∧

評

価

∨

化対策設備設置費補助事業
担当課 環境推進課

款 項 目 担当



計

いると思う市民の ― 8

画

2.1 ― 82.5 82

係

.8
指標 割合（％）
活

8

動 立地適正化計画策定

4

進捗率（％） 48 10

1

0 ―
指標

《立地適正化計画の改定》立地適正化計画を策定した自治体は順次、計画の評価・改定を行う。
他市との 《市有地等の有効活用》刈谷市独自の事業である。
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,884 1,410 19,897

財

源

特定財源 0 0 2,800

一般財源 4,884 1,410 17,097

職員人件費　② 4,542 4,518 10,716

総事業費（①＋②） 9,426 5,928 30,613

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６

Ｐ

年

Ｌ

Ａ

Ｎ

∧

度

計

画

∨

Ａ

事

業

（

概

要

総合計画
分野

令

都市基盤

基本施策 市街

和

地･住環境
施策体系

施

５

策の内容 計画的な土地

年

利用

目

的

　総合

度

計画や都市計画マスタ

評

ープランで示す

主
た
る

価

内
容

○立地適正化計画

）

の改定
目指すべき都市

刈

構造の実現に向けて、

谷

都市計 ○市有地等の有

市

効活用
画制度を活用し

事

、適正な土地利用の誘

務

導を図
る。

位
置
づ
け

関

事

連計画 都市計画マスタ

業

ープラン

根拠法令 都市

評

再生特別措置法、都市

価

計画法

対象者 対象者を

シ

限定せず 事業期間 平成

ー

２７年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

事

部

業

実

績

３年度実績

都

４年度実績 ５年度実績

市

６年度計画

・特定生産

政

緑地の指定 ・特定生産

策

緑地の指定 ・立地適正

部

化計画の改定 ・立地適

一

正化計画の改定
　都

般

市計画審議会への諮問

会

　台帳等の整理

計

計画の評価・見直し方

土

針 　計画の公表
　

地

指定の公示 ・用途地域

利

の見直し 　の策定 ・

用

市有地等の有効活用
・

計

用途地域の見直し

画

都市計画審議会での議

検

決 　土地利活用

討

調査検討
　都市計画

事

決定図書（原案)　　

業

都市計画決定告示
　

担

の作成

《立地適正化計

当

画の改定》現行計画を

課

評価し、計画の見直し

ま

方針を定めることがで

ち

きた。

成果
《市有地等

づ

の有効活用》民間事業

く

者等と連携した検討体

り

制を構築できた。

《立

推

地適正化計画の改定》

進

法改正による新たな制

課

度を改定する計画に反

款

映する必要がある。

《

項

市有地等の有効活用》

目

民間事業者と連携を図

担

り、有効な土地活用方

当

策を検討する必要があ

係

る。
課題

指標名称（単

土

位）
実績値 目標値

３年

地

度 ４年度 ５年度 ６年度

利

８年度

成果 快適で便利

用

な住環境が整備されて



画係

8 4 1

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理由

　土

令

地の高度・有効利用や

和

緑地の保全など、都市

６

の健全な
・法的業務

高

年

い
発展及び良好な都市

度

環境の実現に向けた取

（

組の必要性は高
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 い。
・市民生活上必

５

要である　など

　適切

年

な土地利用を実現する

度

ため、専門的な分野を

評

事業者
・コストの節減

価

、費用対効果
普通

へ委

）

託することで効率的に

刈

事業推進が図られてお

谷

り適正な
効率性 ・執行

市

体制の効率性 執行体制

事

である。
・手段の最適

務

性　など

　総合計画や

事

都市計画マスタープラ

業

ンに位置づけた本市の

評

・市が主体となって実

価

施する
高い

目指すべき

シ

都市構造実現のため、

ー

市が実施すべき事業で

ト

あ
妥当性 べき事業で

（

あるか り、当該事業の

様

推進は妥当性が高い。

式

・総合計画との整合性

２

　など

　総合計画や都

）

市計画マスタープラン

会

に記載の目指すべき

施

計

策への ・施策への貢献

名

度
高い

まちづくりの方

担

向性に合致しているた

当

め、施策への貢献度
・

部

目標達成度 は高い。
貢

都

献度 ・市民サービスへ

市

の効果　など

今後の方

政

向性 ■拡充　□現状維

策

持　□改善・効率化　

部

□縮小　□終期設定

一

□休止・廃止

　本市の

般

目指す将来のまちづく

会

りの方向性を見据え、

計

引き続き、関係機関等

土

と連携を図りながら土

地

地利用に関する制
度の

利

運用を進めていく。

用計画検

Ｃ

Ｈ

討

Ｅ

Ｃ

Ｋ

∧

事

評

価

∨

業
担当課 まちづくり推進課

款 項 目 担当係 土地利用計



路

） （予算） 事業費内訳

整

事業費　① 107,8

備

44 112,652

第

0

2係

8

財

源

特定財

2

源 70,441 65,

3

001 0

一般財源 37,403 47,651 0

職員人件費　② 5,981 3,463 0

総事業費（①＋②） 113,825 116,115 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

Ｎ

度

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合計

令

画
分野 都市基盤

基本施

和

策 道路･交通
施策体系

５

施策の内容 道路の整備

年

・保全

目

的

　道

度

路を拡幅し歩道を設置

評

することにより、

主
た

価

る
内
容

　市道2-48

）

5号線（起点：銀座5

刈

丁目～終点：
歩行者の

谷

安全確保及び地域の住

市

環境の向上を 銀座4丁

事

目）の道路整備
図る。

務

　延長　

事

 212ｍ
　道路幅員

業

　 　10.0

評

ｍ
　車道幅員　

価

　7.0ｍ
　歩道

シ

幅員（片側）　3.0

ー

ｍ
　電線類地中化

位
置

ト

づ
け

関連計画 刈谷市中

（

心市街地まちづくり基

様

本計画、刈谷市無電柱

式

化推進計画

根拠法令 道

１

路法、無電柱化の推進

）

に関する法律、電線共

会

同溝の整備等に関する

計

特別措置法

対象者 市民

名

事業期間 平成１３年度

担

～ 令和６年度

実施方法

当

■直営　■委託　□指

部

定管理　□補助・助成

建

　□その他

設部

一般会計
市道

Ｂ

事

２

業

実

績

３年度実

－

績 ４年度実績 ５年度実

４

績 ６年度計画

（R2繰

８

越分） ・道路新設改良

５

工事　190ｍ ・道路

号

新設改良工事　300

線

ｍ ・供用開始
・電線類

他

地中化工事　90ｍ

　

道

道路整備を行うことに

路

より、事業を完了する

新

ことができた。

成果

課

設

題

指標名称（単位）
実

改

績値 目標値

３年度 ４年

良

度 ５年度 ６年度 ８年度

事

活動 道路整備率（％）

業

50.0 75.0 10

担

0.0 100.0 10

当

0.0
指標
活動
指標

他

課

市との
比較検証

道路建設課

款 項 目

Ｃ

担

事

業

コ

ス

ト

単

当

位：千円
３年度 ４年度

係

５年度 ６年度 ５年度

（

道

決算） （決算） （決算



整備第2係

8 2 3

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の理

令

由

　生活道路を拡幅し

和

、歩車道を分離するこ

６

とにより、歩行
・法的

年

業務
高い

者・自動車が

度

安全に通行できる。
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要
・市民生活上必

和

要である　など

　両側

５

拡幅ではなく、南側拡

年

幅とすることで、物件

度

補償費
・コストの節減

評

、費用対効果
普通

が軽

価

減できる。
効率性 ・執

）

行体制の効率性
・手段

刈

の最適性　など

　市民

谷

生活を安全かつ快適に

市

するため、公共性の高

事

い事業
・市が主体とな

務

って実施する
普通

であ

事

る。
妥当性 　べき事業

業

であるか
・総合計画と

評

の整合性　など

　道路

価

拡幅により、一方通行

シ

であった路線を交互通

ー

行とす

施策への ・施策

ト

への貢献度
普通

ること

（

ができるため、利用者

様

の利便性が向上する。

式

・目標達成度
貢献度 ・

２

市民サービスへの効果

）

　など

今後の方向性 □

会

拡充　□現状維持　□

計

改善・効率化　□縮小

名

　□終期設定　■休止

担

・廃止

令和6年4月完

当

了

部 建設

Ｃ

Ｈ

部

Ｅ

Ｃ

Ｋ

一

∧

評

価

∨

般会計
市道２－４８５号線他道路新設改良事業

担当課 道路建設課

款 項 目 担当係 道路



世

具体的な取組を推進す

代

る必要がある。

課題

指

モ

標名称（単位）
実績値

ビ

目標値

３年度 ４年度 ５

リ

年度 ６年度 ８年度

成果

テ

日常の移動手段として

ィ

、徒歩や自転車、公共

推

交通機 36.1 38.

進

9 41.7
指標 関の利

係

用を心がけている市民の割合（％）
成果 公共交通全体の年間利用者数（千人） 19,586
指標

　地域公共交通計画は策定が努力義務化され、前身の計画である公共交通網形成計画から新たに計画策定を
他市との 実施する必要がある自治体が多く、同様な取組が行われている。
比較検証

Ｃ

事

業

コ

ス

ト

単位：千円
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,617 13,044 42,526

財

源

特定財源 0 1,000 0

一般財源 7,617 12,044 42,526

職員人件費　② 8,328 9,035 18,753

総事業費（①＋②） 15,945 22,079 61,279

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ５年度特定財源名称

５年度までの累積事業費 0

７年度以降の事業費見込 0

Ｄ

Ｏ

∧

実

施

∨

令和６年

Ｐ

Ｌ

Ａ

度

Ｎ

∧

計

画

∨

Ａ

（

事

業

概

要

総合

令

計画
分野 都市基盤

基本

和

施策 道路･交通
施策体

５

系
施策の内容 公共交通

年

の利便性向上

目

度

的

　公共交通のさらな

評

る利便性向上を図るた

価

め､

主
た
る
内
容

〇地域

）

公共交通計画の策定
各

刈

種調査及び分析を行い

谷

、鉄道、バス、タク 〇

市

「かりまる」再編計画

事

の策定
シーなどの公共

務

交通に関する計画・施

事

策につ 〇デマンド交通

業

実証実験
いて検討を行

評

うとともに、「かりま

価

る」再編
、デマンド交

シ

通導入などの取組を推

ー

進する。

位
置
づ
け

関連

ト

計画 刈谷市都市交通戦

（

略

根拠法令 地域公共交

様

通活性化再生法、道路

式

運送法

対象者 対象者を

１

限定せず 事業期間 令和

）

３年度 ～ 令和８年度

実

会

施方法 ■直営　■委託

計

□指定管理　□補助

名

・助成　□その他

担当部 都市政策部

一

Ｂ

事

業

実

績

３

般

年度実績 ４年度実績 ５

会

年度実績 ６年度計画

・

計

地域公共交通計画策定

公

に係 ・地域公共交通計

共

画策定に係 ・地域公共

交

交通計画の策定 ・バス

通

運行計画策定に係る検

再

　る調査・検討 る検

編

討 ・バス運行計画策定

事

に係る検 討
・バス運

業

行計画策定に係る検 　

担

討 ・公共交通に関する

当

意見交換
討 ・公共交

課

通に関する意見交換

都

会の実施
・公共交通に

市

関する意見交換 　会の

交

実施 ・デマンド交通実

通

証実験の実
会の実施

課

・デマンド交通実証実

款

験の実 施
施

　令和

項

3年度に実施したアン

目

ケート、令和4年度に

担

実施した公共交通に関

当

する意見交換会、ビッ

係

グデータによる分析も

公

踏ま

成果
え、「刈谷市

共

地域公共交通計画」を

交

策定した。また、令和

通

5年11月17日から

係

国道1号以北の市域で

8

デマンド交通「チョイ

4

ソ

コかりや」の実証実

1

験を開始した。

　「か

次

りまる」再編に向けた



代モビリティ推進係

Ｄ

内

部

評

価

各視点からの評価 評価の

令

理由

 市民の暮らし

和

を支える公共交通機能

６

について、移動需要
・

年

法的業務
高い

を分析し

度

、まちづくりと連携し

（

た公共交通ネットワー

令

クを
必要性 ・市民ニー

和

ズ、社会需要 構築し、

５

バス、鉄道、タクシー

年

等の公共交通が各々の

度

役割
・市民生活上必要

評

である　など を担うこ

価

とに繋がるため、必要

）

性が高い事業である。

刈

 様々な交通手段を

谷

組み合わせて公共交通

市

を機能させるこ
・コス

事

トの節減、費用対効果

務

高い
とで、市民の移動

事

需要に応じた交通体系

業

を構築することが
効率

評

性 ・執行体制の効率性

価

でき、最も費用対効果

シ

や体制、手段が最適化

ー

される状態を
・手段の

ト

最適性　など 目指し検

（

討しており、効率性の

様

高い事業である。

 

式

市民の移動需要とまち

２

づくりに応じた公共交

）

通ネットワ
・市が主体

会

となって実施する
高い

計

ークの検討、異なる交

名

通事業者との調整など

担

、様々な施策
妥当性 　

当

べき事業であるか や計

部

画とも連動しているこ

都

とも含め市が主体とな

市

って実施
・総合計画と

政

の整合性　など する必

策

要がある。

 高齢化

部

の進展、渋滞の緩和な

一

どの様々な課題に対し

般

て、

施策への ・施策へ

会

の貢献度
高い

より市民

計

のニーズに合わせた公

公

共交通機能の提供が求

共

めら
・目標達成度 れて

交

おり、本事業で実施さ

通

れる計画の策定が市民

再

生活の課
貢献度 ・市民

編

サービスへの効果　な

事

ど 題解決に繋がる事業

業

である。

今後の方向性

担

■拡充　□現状維持

当

□改善・効率化　□縮

課

小　□終期設定　□休

都

止・廃止

 令和5年

市

度に策定した「刈谷市

交

地域公共交通計画」を

通

基に、「かりまる」再

課

編、デマンド交通導入

款

、公共交通の利用
促進

項

、様々な主体と連携し

目

た共創の取組を推進す

担

る必要がある。

当係 公共

Ｃ

Ｈ

Ｅ

交

Ｃ

Ｋ

∧

評

通

価

∨

係

8 4 1 次世


